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税務訴訟資料 第２６５号－１７（順号１２６００） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税課税処分取消請求事件 

国側当事者・国（横浜中税務署長） 

平成２７年２月５日一部認容・確定 

 

判     決 

原告          株式会社Ｄ 

同代表者代表取締役   甲 

同訴訟代理人弁護士   別紙１代理人等目録記載１（１）のとおり 

同補佐人税理士     別紙１代理人等目録記載１（２）のとおり 

被告          国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

処分行政庁       横浜中税務署長 

            土橋 智幸 

同指定代理人      別紙１代理人等目録記載２のとおり 

 

主     文 

１ 処分行政庁が原告に対して平成２１年７月３１日付けでした原告の平成１９年３月１日から平

成２０年２月２９日までの事業年度分の法人税の更正処分のうち、所得金額６５億１６４１万３４

５１円、納付すべき税額１９億４７８２万２１００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分を

取り消す。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は、これを１０分し、その７を原告の負担とし、その余を被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が原告に対して平成２１年７月３１日付けでした原告の平成１９年３月１日から

平成２０年２月２９日までの事業年度分の法人税の更正処分のうち、所得金額６０億９１０４万

１６７１円、納付すべき税額１８億２０２１万０５００円を超える部分並びに重加算税及び過少

申告加算税（ただし、１０１３万８０００円を超える部分）の各賦課決定処分を取り消す。 

２ 処分行政庁が原告に対して平成２１年７月３１日付けでした原告の平成１９年３月１日から

平成２０年２月２９日までの課税期間の更正処分のうち、納付すべき消費税額につきマイナス

（還付金の額に相当する金額）３１万１８４０円を超える部分、納付すべき地方消費税額につき

マイナス（還付金の額に相当する金額）７万７９６０円を超える部分及び過少申告加算税（ただ

し、３９万６５００円を超える部分）の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

（１）不動産業を営む原告は、株式会社Ｅ（以下「Ｅ」という。）との間において、原告が所有し

ていた沖縄県中頭郡Ｆ所在の土地（別紙２「物件目録（Ｆ）」記載１ないし３の土地。以下、
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これらの土地を併せて「Ｆ土地」という。）上に、賃貸用共同住宅（以下「Ｆ建物」といい、

Ｆ土地と併せて「Ｆ物件」という。）を建設した上で、Ｆ土地については原告からこれを買い

受けたＥが単独の売主となり、Ｆ建物については原告及びＥが売主となり、それぞれ同一の譲

受人に売却する事業（以下「Ｆ事業」という。）を共同で行う旨の協定（以下「Ｆ事業基本協

定」という。）を締結した。 

 原告は、原告の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの事業年度（以下「本件

事業年度」という。）において、Ｅから受領したＦ土地の売買代金を「前受金」として経理処

理した（なお、原告は、後述するとおり、ＥがＦ土地を原告から買い受けて、Ｆ土地の名義を

原告からＥに移転した行為が、Ｆ事業における内部取引にすぎず、実質は担保目的であると主

張している。）。 

（２）原告は、株式会社Ｇ（以下「Ｇ」という。）との間において、乙が所有していた別紙３「物

件目録（Ｈ）」（なお、別紙において用いた略称は、以下の本文においても用いることとする〔他

の別紙についても同じ。〕。）記載１（１）のＨ⑤土地及び同目録記載２（１）・（２）のＨ建物

（以下、Ｈ建物とＨ⑤土地を併せて「Ｈ譲渡土地建物」という。）を取得し、Ｈ建物を取り壊

した上で、Ｈ⑤土地に戸建住宅を建築して分譲するという内容の共同事業協定（以下「原告・

Ｇ共同事業協定」といい、同協定に基づく事業を「Ｈ事業」という。）を締結した。なお、原

告は、別紙４「物件目録（Ｉ）」記載１（１）・（２）・（４）の各土地及び同目録記載２の各建

物（以下、併せて「Ｉ事業物件」という。）も取得しているところ、これらの土地の位置関係

は、別紙５「Ｉ・Ｈ物件」記載のとおりである。 

 Ｇは、原告・Ｇ共同事業協定に基づき、原告から支払われた金員を原資として、Ｊ株式会社

（以下「Ｊ」という。）に対し、合計１億６０００万円（以下「本件振込金員」という。）を支

払った。原告は、本件振込金員のうち、原告・Ｇ共同事業協定における原告の事業割合（９５％）

相当額である１億５２００万円（以下「本件金員」という。）を本件事業年度の損金の額に算

入した（なお、原告は、後述するとおり、本件振込金員について、別紙３記載の各物件〔以下、

併せて「Ｈ物件」という。〕の付着権利の抹消に関連する費用として支払われたものであると

主張している。）。 

（３）本件は、処分行政庁が、①Ｅとの間でされたＦ土地の名義移転は売買に当たり、これにより

生じた利益の額を本件事業年度における原告の益金の額に算入すべきである、②本件振込金員

は、Ｈ物件の付着権利の抹消に関連する費用として支払われたものとは認められず、本件金員

は、原告の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの事業年度（以下「前事業年度」

という。）におけるＪに対する寄附金（法人税法３７条）に該当し、本件事業年度の損金の額

に算入することはできない、③本件振込金員の支払に関する原告の行為は、隠ぺい又は仮装（国

税通則法６８条１項）に該当するとして、㋐本件事業年度の法人税に係る更正処分（以下「本

件法人税更正処分」という。）並びに過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分（以下、

併せて「本件法人税賦課決定処分」といい、本件法人税更正処分と併せて「本件法人税更正処

分等」という。別表１「本件法人税更正処分等の経緯」の「本件法人税更正処分等」欄参照）、

㋑同年３月１日から平成２０年２月２９日までの課税期間（以下「本件課税期間」という。）

における消費税及び地方消費税（以下、併せて「消費税等」という。）に係る更正処分（以下

「本件消費税更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下「本件消費税賦

課決定処分」といい、本件消費税更正処分と併せて「本件消費税更正処分等」という。別表２
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「本件消費税更正処分等の経緯」の「本件消費税更正処分等」欄参照）を行ったことに対し、

原告が、本件法人税更正処分等及び本件消費税更正処分等（以下、併せて「本件各処分」とい

う。）は明らかな事実誤認に基づくものであり、違法であるなどと主張して、本件各処分の一

部の取消しを求める事案である。 

２ 関係法令等の定め 

 本件に関係する法令等の定めは、別紙６「関係法令等の定め」記載のとおりである。 

３ 前提事実（証拠等を掲げていない事実は、当事者間に争いのない事実である。） 

（１）当事者等 

ア 原告は、平成８年１２月●日に設立されたマンション及び建売住宅の企画及び設計、不動

産の売買、仲介、賃貸、管理及び鑑定等を目的とする株式会社であり、Ｋ証券取引所に株式

を上場している。なお、原告の代表取締役である甲（以下「甲」という。）は、Ｅの元社員

（平成３年入社、平成８年退社）である。［甲３６〔１、２頁〕、乙３］ 

イ Ｅは、昭和２年８月●日に設立された不動産の売買、仲介、賃貸、管理及び鑑定等を目的

とする株式会社である。［乙４］ 

ウ Ｇ（平成１９年８月２９日に株式会社Ｍへと商号変更）は、平成１１年６月●日に設立さ

れた不動産の売買、賃貸、管理及びその仲介等を目的とする株式会社であり、平成１８年当

時の代表取締役は、丙（以下「丙」という。）であった。［乙６８の１・２］ 

エ Ｊは、不動産の売買、仲介、管理等を目的として設立された株式会社であり、平成１８年

当時の代表取締役は、丁（以下「丁」という。）であった。Ｊは、平成２０年１月●日に解

散し、丁が代表清算人となって会社清算の上、同年４月●日清算結了の登記がされている。

丁は、現在、株式会社Ｎの代表取締役をしている。［甲３８〔１頁〕、乙１０２］ 

オ（ア）戊こと戊（以下「戊」という。）は、Ｏが所有していたＨ物件及び別紙４記載１（１）

ないし（４）の各土地（以下、併せて「Ｉ土地」という。）に根抵当権を設定していた

人物である。 

（イ）株式会社Ｐ（以下「Ｐ」という。）は、東京都世田谷区を本店所在地とし、昭和３８

年７月●日に設立された不動産の売買及び管理業務等を目的とする株式会社である。Ｐ

の代表取締役は、戊の甥であるＱであり、上記本店所在地は戊の住所地と同じである。

なお、戊は、Ｐの元取締役である。［乙７９、弁論の全趣旨］ 

カ 株式会社Ｒ（以下「Ｒ」という。）は、平成１２年５月●日に設立された不動産の売買・

仲介・賃貸・管理及びコンサルタント業務等を目的とする株式会社であり、平成１７年及び

平成１８年当時の代表取締役は、Ｓ（以下「Ｓ」という。）であった。なお、Ｓは、Ｅの元

社員である、［甲３６〔９頁〕、乙８０の１・２］ 

キ 株式会社Ｔ（以下「Ｔ」という。）は、平成１１年６月●日に設立された不動産の売買、

仲介等を目的とする株式会社であり、代表取締役は、Ｕ（以下「Ｕ」という。）である。Ｕ

は、Ｅの元社員（昭和６２年入社、平成１１年退社）であり、同年５月頃から平成１９年５

月まで、原告の非常勤取締役であった。［甲３６〔１ないし３頁〕、乙３、８２、８３の１・

２］ 

ク 株式会社Ｖ（以下「Ｖ」という。）は、平成１７年２月●日に設立された不動産の売買、

仲介等を目的とする、原告の１００％子会社であり、代表取締役は、Ｗ（以下「Ｗ」という。）

である。なお、Ｗは、Ｅの元社員（昭和５７年入社、平成１６年３月退社）である。［甲３
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９〔１頁〕、乙９９の１・２］ 

ケ Ｘ（以下「Ｘ」という。）は、不動産業に従事して、Ｈ物件及びＩ土地の付着権利の整理

に関与した人物である。なお、Ｘは、平成１７年分及び平成１８年分の所得税の確定申告書

において、Ｔからの給与所得を申告していた。［乙８７の１・２］ 

（２）Ｆ事業に関する事実経緯 

ア Ｆ事業基本協定の締結 

（ア）原告は、平成１９年５月２２日、Ｅとの間において、①Ｆ土地のうち別紙２記載１（１）

ないし（３）の各土地（以下、併せて「Ａ敷地」という。）及び同記載２の土地（以下「Ｂ

敷地」という。）に係る共同事業基本協定書（以下「基本協定書（Ａ・Ｂ）」という。）、②

同記載３の土地（以下「Ｃ敷地」という。）に係る共同事業基本協定書（以下「基本協定

書（Ｃ）」といい、基本協定書（Ａ・Ｂ）と併せて「Ｆ事業各基本協定書」という。）を作

成して、Ｆ事業基本協定を締結した。 

（イ）Ｆ事業各基本協定書には、その前文において、原告所有のＦ土地に賃貸用共同住宅（Ｆ

建物）を建設し、Ｆ土地は原告より土地を買い受けるＥが、Ｆ建物は原告及びＥが、それ

ぞれ同一の譲受人に売却する事業（Ｆ事業）を共同で実施するに当たり、Ｆ事業基本協定

を締結する旨が記載されているほか、以下の内容の定めがある（基本協定書（Ａ・Ｂ）と

基本協定書（Ｃ）の文言は、事業比率等の数額以外は同一である。）。［甲４の１・２］ 

ａ 事業比率（２条） 

 Ｆ事業における事業比率（以下「Ｆ事業比率」という。）は、次のとおりとする。な

お、Ｅが建築建物の新築工事に係る原価（以下「建物原価」という。）を負担するなど

の場合、７条の定める共同事業推進協定書においてＦ事業比率を変更することを妨げな

い。 

（ａ）基本協定書（Ａ・Ｂ）  原告７５％   Ｅ２５％ 

（ｂ）基本協定書（Ｃ）    原告５８％   Ｅ４２％ 

ｂ 費用負担（３条） 

 Ｆ事業の遂行に伴い発生する諸費用は、Ｆ事業比率に応じて負担する。ただし、原価

のうち、①Ｆ土地の代金及びＦ土地に係る原価（以下、併せて「土地原価」という。）

は、Ｅが負担し、②建物原価は、原告及びＥが次の算式により算定される建物売主比率

に応じて負担し、③その他の費用は、原告及びＥがＦ事業比率に応じて負担する。なお、

建物売主比率は、Ｆ事業の新築工事請負契約締結時までに決定してＦ事業の終了時まで

運用するものとし、建物原価等に要する消費税等は、原告及びＥが建物売主比率に応じ

て負担する。 

（ａ）原告の建物売主比率（％）＝｛（建物原価＋土地原価）×Ｆ事業比率（原告分）×

０．０１｝÷建物原価（小数点第２位未満四捨五入）×１００ 

（ｂ）Ｅの建物売主比率（％）＝１００－原告の建物売主比率（％） 

ｃ 諸費用の支払・精算（４条） 

 Ｆ事業に伴い発生する諸費用の支払・精算は次のとおり行う。 

（ａ）土地原価については、Ｅが支払う。 

（ｂ）建物原価については、原告がＥ負担分も併せて支払う。 

（ｃ）前記（ａ）及び（ｂ）以外の支払については、原告がＥ負担分も併せて支払い、Ｅ
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は、Ｆ事業の売却時の月末までにＥのＦ事業比率相当分を原告に支払う。 

（ｄ）前記（ａ）ないし（ｃ）の費用について、原告及びＥは、年利２．５６％の金利で、

Ｆ事業の売却時の月末までに精算を行う。 

ｄ 権利義務の帰属（５条） 

 原告及びＥは、Ｆ物件の権利・義務を次のとおり取得又は負担する。 

（ａ）Ｅは、土地原価を負担するため、Ｅ単独でＦ土地の所有権を取得する。 

（ｂ）原告及びＥは、前記ｂにより建物売主比率に応じて建物原価を負担するほか、それ

ぞれの建物売主比率に相当するＦ建物の共有持分を取得する。 

ｅ 土地売買等（６条） 

 Ｆ事業各基本協定書と同時に締結する土地売買契約に従い、Ｅが原告に対し、次のと

おりの土地評価額を支払うことにより、Ｆ土地の所有権が原告からＥに移転する。 

（ａ）Ａ・Ｂ敷地 ８億３４０４万５０００円（１㎡当たり９万０２６７円） 

（ｂ）Ｃ敷地 １０億２５００万円（１㎡当たり６万０４８７円） 

ｆ 事業推進協定等（７条） 

 原告及びＥは、原告の提案による平成１９年２月１５日付け予定建物図面及び同年５

月１６日付け事業収支目論見書を基に、計画の概要、Ｆ事業の推進に係る業務の分担及

び事業費の精算方法等に関する協議を行い、同年７月末日までに、別途共同事業推進協

定書を締結した上で、Ｆ事業の推進を図るものとする。 

ｇ 有効期限（８条） 

 Ｆ事業各基本協定書の有効期限は、上記推進協定書が締結されるまでとし、上記ｆの

期限内に共同事業推進協定書が締結できない場合には、Ｆ事業各基本協定書が解除され、

原告及びＥは、Ｆ事業比率に従い、本日以降Ｆ事業のために発生した費用を速やかに精

算する。 

ｈ 特記事項（１０条） 

 前記ｂにかかわらず、前記ｅの土地売買契約において原告が負担する瑕疵担保責任に

基づく費用及び同契約に関連してＥが支払う仲介手数料については、原告及びＥがそれ

ぞれ負担し、Ｆ事業比率に基づく負担は行わない。 

イ Ｆ土地に係る売買契約書の作成等 

（ア）原告は、平成１９年５月２２日、Ｅとの間において、①Ａ・Ｂ敷地に係る土地売買契約

書（以下「売買契約書（Ａ・Ｂ）」という。）、②Ｃ敷地に係る土地売買契約書（以下「売

買契約書（Ｃ）」といい、売買契約書（Ａ・Ｂ）と併せて「Ｆ土地各売買契約書」という。）

を作成した。なお、Ｆ土地各売買契約書においては、Ｒが仲介者として記名・押印してい

る。 

（イ）Ｆ土地各売買契約書には、その前文において、原告及びＥが土地売買契約を締結する旨

が記載されているほか、以下の内容の定めがある（売買契約書（Ａ・Ｂ）と売買契約書（Ｃ）

の文言は、売買代金等の数額以外は同一である。）。なお、原告は、後述するとおり、Ｆ土

地各売買契約書は形式的なものであり、その実質は売買契約ではない旨主張している（以

下、原告とＥとの間におけるＦ土地各売買契約書による取引を「本件Ｆ土地取引」という。）。

［甲６の１・２］ 

ａ 目的（１条） 
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 原告は、Ｆ土地をＥに売り渡し、原告及びＥが共同でＦ土地上に共同住宅を建設する

事業を遂行することを目的とする。同事業を遂行するため、原告及びＥは、本契約の締

結と同時に別途、Ｆ事業基本協定を締結する。 

ｂ 物件の面積及び売買代金（２条） 

 Ｆ土地の売買代金は、次のとおりとし、後日、再実測により面積に差異が生じても、

売買代金の増減を請求しない。 

（ａ）Ａ・Ｂ敷地 売買代金 ８億３４０４万５０００円 

ⅰ Ａ敷地（合計５００４．４５㎡） ４億７５６５万６０００円 

ⅱ Ｂ敷地（合計４２３５．２５㎡） ３億５８３８万９０００円 

（ｂ）Ｃ敷地（１６９４５．７６㎡） 売買代金 １０億２５００万円 

ｃ 支払方法（３条） 

 Ｅは、全ての前提条件（①平成１９年５月２２日までに原告の責任及び費用負担によ

りＦ土地と隣地との間の境界を確定すること、②Ｆ土地に付着した権利を除去するこ

と）の成就を確認した上、契約締結と同時に前記ｂの金員を原告に支払う。 

ｄ 所有権の移転及び引渡し（４条） 

 Ｆ土地の所有権は、売買代金全額の支払と同時に原告よりＥに移転し、原告は、Ｅに

対し、Ｆ土地を引き渡し、かつ、Ｆ土地の所有権移転登記申請手続に必要な一切の書類

を引き渡す。 

ｅ 公租公課の負担区分（７条） 

 Ｆ土地に関する固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）は、納

税通知書等の宛名名義のいかんにかかわらず、Ｆ土地の引渡日までの分は原告の負担と

し、翌日以降の分はＥの負担とする（１月１日を起算日としてＦ土地の引渡日の属する

年度の納税額にて按分し、Ｆ土地の引渡時に精算する。）。 

ｆ 解除（９条） 

 原告又はＥは、相手方が本契約に違約した場合（前記ｃの前提条件が所定の期限まで

に成就しない場合を含むが、これに限らない。）、相当の期間を定めて催告し、その期間

内に履行がないときは本契約を解除することができる。同解除が原告の責めに帰すべき

事由による場合、原告は、受領済みの金員を無利息でＥに返還すると同時に、違約金（売

買代金の２０％相当額）をＥに支払い、また、同解除がＥの責めに帰すべき事由による

場合、Ｅは、支払済みの金員を無利息で原告から返還を受けると同時に、違約金（売買

代金の２０％相当額）を原告に支払う。原告又はＥは、相手方の不履行によって上記違

約金を超過する損害を被った場合でも、その超過額を請求することはできない。 

ｇ 瑕疵担保責任（１０条） 

 原告は、Ｆ土地に隠れた瑕疵がある場合、引渡日から２年間に限り、民法５７０条の

責めを負う（商法５２６条は適用しない。）。 

ウ Ｆ土地各売買契約書に基づく履行等 

（ア）原告は、平成１９年５月２２日、Ｅから、Ｆ土地各売買契約書に基づき、Ａ・Ｂ敷地に

係る代金８億３４０４万５０００円及びＣ敷地に係る代金１０億２５００万円（以下、併

せて「本件受領金」という。）を受領した。なお、本件受領金に係る領収証には、土地売

買契約に基づく土地売買代金として本件受領金を受領した旨が記載されている。［乙６の
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１・２］ 

（イ）Ｆ土地については、平成１９年５月●日、同日の売買を原因として、原告からＥへの所

有権移転登記が行われた（以下、この登記を「本件移転登記」という。）。［乙７の１ない

し５］ 

エ Ｆ事業に係る推進協定の締結 

（ア）原告及びＥは、Ｆ事業各基本協定書に基づく協議を行い、平成１９年７月２３日、①Ａ・

Ｂ敷地に係る事業推進協定書（以下「推進協定書（Ａ・Ｂ）」という。）、②Ｃ敷地に係る

事業推進協定書（以下「推進協定書（Ｃ）」といい、推進協定書（Ａ・Ｂ）と併せて「Ｆ

事業各推進協定書」という。）を作成して、Ｆ事業に関する推進協定（以下「Ｆ事業推進

協定」という。）を締結した。［甲７の１・２］ 

（イ）Ｆ事業各推進協定書には、その前文において、売買契約に基づき、原告からＥの所有と

なったＦ土地において、共同住宅（Ｆ建物）を建設し、Ｆ土地はＥが、Ｆ建物は原告及び

Ｅが、それぞれ同一の譲受人に売却する事業（Ｆ事業）を共同で実施するに当たり、Ｆ事

業各基本協定書に基づき、協議を行った結果、本協定を締結する旨が記載されているほか、

以下の内容の定めがある（推進協定書（Ａ・Ｂ）と推進協定書（Ｃ）の文言は、事業比率

等の数額以外は同一である。）。［甲７の１・２］ 

ａ 名称（１条） 

Ｆ事業の名称は、（仮称）Ｙプロジェクト（Ａ棟・Ｂ棟、Ｃ棟）とする（なお、Ａない

しＣ敷地において、それぞれＡないしＣ棟を建設することとされている。）。 

ｂ 事業比率（２条） 

 Ｆ事業比率は、次のとおりとする。 

（ａ）Ａ・Ｂ棟  原告７５％ Ｅ２５％ 

（ｂ）Ｃ棟    原告５８％ Ｅ４２％ 

ｃ 費用負担（３条） 

 Ｆ事業に伴い発生する諸費用は、Ｆ事業比率に応じて負担する。ただし、①土地原価

はＥが負担し、②建物原価は原告及びＥが計算式（前記ア（イ）ｂ（ａ）・（ｂ）と同じ

もの）により算出される次の建物売主比率に応じて負担し、③その他の費用は原告及び

ＥがＦ事業比率に応じて負担する。なお、建物原価に要する消費税等は、原告及びＥが

建物売主比率に応じて負担することとする。また、原告がＦ土地の売買契約の定めによ

り負担する瑕疵担保責任に基づく費用及び同契約に関連してＥが支払済みの仲介手数

料は、原告及びＥがそれぞれ負担し、Ｆ事業比率による負担はしない。 

（ａ）Ａ・Ｂ棟の建物売主比率 原告９９．５３％ Ｅ０．４７％ 

（ｂ）Ｃ棟の建物売主比率   原告９６．３５％ Ｅ３．６５％ 

ｄ 諸費用の支払・精算（４条） 

 Ｆ事業に伴い発生する諸費用の支払及び精算は、次のとおり行う。 

（ａ）土地原価については、Ｅが支払う。 

（ｂ）建物原価については、原告がＥ負担分も併せて支払い、Ｅは、Ｆ物件の譲受人への

引渡時から４か月後の月末までに、建物売主比率相当分を原告に支払う。 

（ｃ）前記（ａ）及び（ｂ）以外の支払については、支払日を起算日として、原告がＥ負

担分も併せて支払い、Ｅは、Ｆ物件の譲受人への引渡時から４か月後の月末までに、
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Ｅの事業比率相当分を原告に支払う。 

（ｄ）前記（ｂ）及び（ｃ）の費用について、原告及びＥは、年利２．５６％の金利でＦ

物件の譲受人への引渡時から４か月後の月末までに精算を行う。 

ｅ 権利義務の帰属（５条） 

 原告及びＥは、前記ｂにかかわらず、Ｆ物件の権利・義務を次のとおり取得し又は負

担する。 

（ａ）Ｅは、土地原価を負担するため、Ｅ単独でＦ土地の所有権を取得する。 

（ｂ）原告及びＥは、前記ｃの建物売主比率に応じて建物原価を負担するほか、建物売主

比率に相当するＦ建物の共有持分を取得する。 

ｆ 運営委員会（９条） 

 原告及びＥは、Ｆ事業を円滑に遂行するための意思決定機関として、原告及びＥから

委員を選出して運営委員会を設置する。 

ｇ 権利・義務の譲渡制限（１６条） 

 原告及びＥは、他の共同事業者の承諾なしに、Ｆ土地及びＦ建物並びに本協定に基づ

く権利義務を第三者に譲渡すること又は分割することはできない。 

ｈ 共同事業者の脱退に対する措置（１９条） 

（ａ）原告及びＥは、Ｆ事業が完了するまで脱退することはできない。ただし、他の共同

事業者の書面による承認を得た場合にはこの限りでない。 

（ｂ）上記（ａ）により、離脱者の地位を他の共同事業者が引き継ぐことになった場合、

離脱者は、次の手続を直ちに行うこととし、当該手続に要する一切の費用は離脱者の

負担とする。 

ⅰ 離脱者が有するＦ土地の所有権及びＦ建物の共有持分を他の事業者に譲渡する

こと 

ⅱ 上記ⅰのほか、離脱者がＦ事業に関連して取得し、若しくは負担している一切の

権利義務を他の共同事業者に移転すること 

ⅲ 前記ⅰ及びⅱに関し、所有権及び共有持分の移転登記手続その他、これら共有持

分及び権利義務の移転に必要な一切の手続を行うこと 

（ｃ）離脱者が前記（ｂ）の義務を全て履行したときは、以下の基準により清算を行うこ

ととする。ただし、離脱者の脱退によりＦ事業に損害が発生した場合、離脱者は、他

の共同事業者に対して損害賠償の責めを負う。 

ⅰ Ｆ土地の所有権及びＦ建物の共有持分（竣工前においては、出来高部分の共有持

分）は、支払済代金の８０％相当額 

ⅱ Ｆ事業に関し、他の共同事業者又は第三者に対して取得若しくは負担している一

切の権利義務は無償 

オ Ｆ事業推進協定の変更・解約等 

（ア）原告は、平成２０年８月２５日頃、Ｅに対し、「Ｙプロジェクト計画の事業見直しにつ

いて」と題する書面（以下「本件変更等申入書面」という。）を送付して、推進協定書（Ａ・

Ｂ）の変更及び推進協定書（Ｃ）の解約を申し入れた。［甲８、９］ 

（イ）原告とＥは、平成２０年８月２９日付け事業推進協定の変更に関する覚書（以下「推進

協定変更覚書」という。）により、推進協定書（Ａ・Ｂ）の一部を変更するとともに、一
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部条項を追加した（以下、この変更及び追加後における推進協定書（Ａ・Ｂ）を「新・推

進協定書（Ａ・Ｂ）」という。）。推進協定変更覚書には、概要、以下の内容が記載されて

いる。［甲８］ 

ａ 変更理由 

 原告のＥに対する申入れを受け、Ｆ事業各推進協定書９条で定める運営委員会におい

て協議した結果、次の内容での合意に至ったため。 

ｂ 変更内容 

（ａ）変更される契約条項：推進協定書（Ａ・Ｂ）２条 

 Ｆ事業比率は、原告６５．３７％、Ｅ３４．６３％とする。 

（ｂ）変更される契約条項：推進協定書（Ａ・Ｂ）３条１項 

ⅰ 本事業の遂行に伴い発生する諸費用は、推進協定書（Ａ・Ｂ）３条１項にかかわ

らず、別表３「推進協定変更覚書における負担一覧表」記載のとおり変更する。同

表に記載されていない諸費用は、Ｆ事業比率に応じて負担する。 

ⅱ 建物売主比率は、原告８７．９１％、Ｅ１２．０９％とし、事業終了時まで適用

する。 

（ｃ）変更される契約条項：推進協定書（Ａ・Ｂ）４条１項 

ⅰ 原告及びＥは、それぞれ別表３記載の諸費用を、直接発注先又は売主に支払う。 

ⅱ 別表３記載の諸費用のほか、新たに費用が発生した場合、原告及びＥは、発注先

又は売主にＦ事業比率相当分をそれぞれ支払う。 

ⅲ 別表３記載の既支払済費用の負担金利は、平成２０年１１月末日に清算する。同

日以降の負担金利については、次のⅳの計算方法により、同ⅳ記載の日に清算する。 

ⅳ 原告及びＥが別表３記載の未支払額及び未記載の費用について相手方負担分を

支払った場合には、年利２．５６％の金利を付して、本物件の引渡時から４か月後

の月末に清算する。 

（ｄ）事業計画 

 別表４「推進協定変更覚書における事業計画」記載のとおり。 

ｃ 追加内容 

（ａ）運営委員会は、その事務及び運営を行うために事務局を設け、原告及びＥは、同事

務局として、Ｅを指名する。共同事業者は、事業経費（想定売上金額の各共同事業者

のＦ事業比率相当額に１％を乗じた金額に消費税等の額を加算したもの）をＥに支払

う。 

（ｂ）共同事業者は、Ｆ物件の売却業務をＥに委託することとし（Ｅは、Ｆ物件の売却業

務を第三者に委託できるものとする。）、売却業務の報酬額は、税抜売上金額（想定売

上金額）の各共同事業者のＦ事業比率相当額に１％を乗じた金額に消費税等の額を加

算したものとする。 

（ｃ）譲受人からの土地建物代金は、Ｅが指定する口座に振り込むこととし、Ｅは、振込

後１週間以内に土地建物代金に原告のＦ事業比率を乗じた金額を原告が指定する口

座に振り込むこととする。 

（ウ）原告とＥは、平成２０年８月２９日付けで事業推進協定に関する解約合意書（以下「本

件解約合意書（Ｃ）」という。）を作成して、推進協定書（Ｃ）を解約することに合意した。
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本件解約合意書（Ｃ）には、概要、以下の内容が記載されている。［乙５］ 

ａ 原告及びＥは、原告の申入れにより、推進協定書（Ｃ）９条に定める運営委員会の承

認を経て、運営委員会を解散するとともに同協定を解除し、Ｅが推進協定書（Ｃ）記載

のＦ事業を単独で行うことを合意した。 

ｂ 原告及びＥは、本日までの推進協定書（Ｃ）によるＦ事業の遂行に係る原告の権利義

務又は持分の一切については、本日、原告からＥに無償で譲渡されることを確認した。 

ｃ 原告及びＥは、本日までに支払ったＦ事業の遂行に伴う諸費用を清算しないことを確

認した。 

ｄ 原告及びＥは、本合意解約をもって、本日以降、原告が必要に応じて書面提出等に協

力することを除き、推進協定書（Ｃ）に関わる債権債務が一切ないことを相互に確認し

た。 

（エ）原告は、Ｅ及び株式会社Ｚ（以下「Ｚ」という。）との間において、平成２０年１１月

１７日付けの合意書（以下「本件解約合意書（Ａ・Ｂ）」といい、本件解約合意書（Ｃ）

と併せて「本件各解約書面」という。）を作成し、新・推進協定書（Ａ・Ｂ）における原

告の地位及び権利・義務をＥに譲渡する旨の合意をした。本件解約合意書（Ａ・Ｂ）には、

概要、以下のとおりの内容が定められている。［甲１０、弁論の全趣旨］ 

ａ 原告、Ｅ及びＺは、本件解約合意書（Ａ・Ｂ）の締結により、①原告及びＺが平成１

９年５月１５日付けで締結した工事請負契約（以下「本件請負契約」という。）、②原告、

Ｅ及びＺが、同年８月１日付けで締結した地位承継に関する覚書（以下「原覚書」とい

う。）、③原告、Ｅ及びＺが、平成２０年８月２９日付けで締結した請負契約に関する覚

書（以下「請負覚書」という。）における原告の地位及び権利・義務をＥに譲渡するこ

とを合意した。 

ｂ 原告、Ｅ及びＺは、本件解約合意書（Ａ・Ｂ）の締結後、原告が本件請負契約、原覚

書及び請負覚書に定めた約定等について、一切の債権債務を負わないことをそれぞれ承

諾した。 

ｃ 原告、Ｅ及びＺは、本件請負契約、原覚書及び請負覚書に基づく代金の支払について、

次のとおり変更することを確認した。 

（ａ）原告はＺに対して竣工時代金の支払として額面１７億７８７０万円（税込）の約束

手形（平成２０年８月２９日起算９０日）を振り出しているところ、Ｅは、原告に代

わり、上記額面金額をＺへ支払う。 

（ｂ）Ｚは、本件解約合意書（Ａ・Ｂ）の締結と同時に、受領済みの約束手形を原告に返

却することとし、上記（ａ）の支払と同時に原告のＺに対する債務支払を免責するこ

ととする。 

（ｃ）前記（ａ）及び（ｂ）を条件に、原告はＦ建物に対する権利を放棄し、これをＥに

移転する。 

（ｄ）原告、Ｅ及びＺは、原告が本件請負契約、原覚書及び請負覚書に基づきＺに支払済

みの金員について互いに精算しないことを確認した。 

カ Ｆ土地をめぐる取引に関する原告の経理処理 

（ア）原告は、本件事業年度において、前記ウ（ア）のとおり受領した本件受領金（合計１８

億５９０４万５０００円）を「前受金」として経理した（以下、この経理処理を「本件経
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理処理」という。）。 

（イ）原告は、前記オのとおり、Ｆ事業推進協定を解消したことに伴い、原告の平成２０年３

月１日から平成２１年２月２８日までの事業年度（以下「翌事業年度」という。）におい

て、Ｆ事業に係る収益を計上した。 

（３）Ｈ事業に関する事実経緯 

ア 武蔵野市Ｌ及びＨにおける土地所有権の変遷 

（ア）ａ Ｏは、祖父母であるａ及びｂと養子縁組をし、昭和５７年９月及び昭和６０年６月、

ａ又はｂから、相続により、ｄ駅の北側（武蔵野市Ｌ丁目）に位置する別紙４記載１

（１）ないし（３）の土地（Ｉ①ないし③土地。以下、これらの土地を併せて「Ｉ三

物件」という。）及び武蔵野市Ｈ丁目所在の別紙３記載１（１）ないし（５）の土地

（Ｈ⑤ないし⑨土地。以下、これらの土地を併せて「Ｈ土地」といい、このうち、Ｈ

⑥ないし⑨土地を併せて「Ｈ譲渡外土地」という。なお、武蔵野市Ｈ所在の物件の略

称の相互関係については、別紙７の１「武蔵野市Ｈ所在の物件略称（一覧）」参照。）

を取得した。また、Ｏは、昭和５８年１２月、交換を原因として、Ｈ建物を取得した。 

ｂ 乙（Ｏの叔父）は、昭和３１年４月２０日付けの贈与により、別紙４記載１（４）

の土地（Ｉ④土地）を取得した。 

（イ）Ｏは、平成１１年２月及び３月、ｅ株式会社（以下「ｅ」という。）との間で、Ｉ三物

件及びＩ建物並びにＨ物件を売却する旨の売買契約を順次締結した。しかしながら、Ｏは、

上記売買契約が虚偽表示により無効であるなどとして、上記土地の所有権移転登記抹消登

記等を求める訴訟を東京地方裁判所に提起し、その控訴審において、平成１６年４月●日、

Ｏ（控訴人）及びｅ（被控訴人）並びに利害関係人として手続に加わった乙及び有限会社

ｆ（以下「ｆ」という。）との間において、①Ｏとｅとの間の上記売買契約が有効である

ことを確認すること、②ｅは、乙に対し、Ｈ物件（ただし、武蔵野市Ｈ丁目ⓡを除く。）

を売り渡すこと、③乙とｆとの間におけるＩ④土地の売買契約に関し、ｆが武蔵野市Ｌ丁

目ⓣを有効に取得したことを確認し、同㋐については、売買契約を解除し、乙からｅに対

して売り渡すこととすることなどを含む和解（以下「本件和解」という。）が成立した。

なお、上記ⓡの土地は、平成１６年８月、ｅから乙に対して売り渡され、上記㋐の土地は、

乙とｆとの間の売買契約が解除された後、同月、乙からｅに対して売り渡された。［乙４

６の１・２、乙５７の２、乙６０の１・２］ 

（ウ）上記（イ）の経緯により、Ｉ土地及びＨ物件の所有者は、平成１６年８月時点において、

次のとおりであり、平成１７年１０月までの間に、各所有者に対する所有権移転登記がさ

れた（なお、武蔵野市Ｌ所在の物件の略称の相互関係については、別紙７の２「武蔵野市

Ｌ所在の物件略称（一覧）」参照。） 

ａ Ｉ①及び②土地（以下、併せて「Ｉ物件」といい、Ｉ④土地と併せて「Ｉ譲渡土地」

という。） 

 ｅ 

ｂ Ｉ③土地 

 ｅ 

ｃ（ａ）Ｉ④土地のうち武蔵野市Ｌ丁目ⓣの土地 

 ｆ 
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（ｂ）Ｉ④土地のうち武蔵野市Ｌ丁目㋐の土地 

 ｅ 

ｄ Ｈ物件 

 乙 

イ Ｉ三物件及びＨ物件に対する根抵当権等の設定状況 

（ア）ａ Ｉ三物件及びＨ物件については、平成９年３月２９日設定を原因（同年４月●日受

付）として、極度額金２０億円とし、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形債権、小

切手債権、手形割引取引、保証取引及び保証委託取引とした、戊を根抵当権者、ｇ（Ｏ

の父）を債務者とする根抵当権（以下「戊根抵当権」という。）が設定され、その旨

登記されていた。［乙１１ないし５５の各１・２］ 

ｂ 戊根抵当権がＩ三物件及びＨ物件に設定された経緯は、次のとおりである。［乙１

０、５６、７３、弁論の全趣旨］ 

（ａ）戊は、平成６年１１月頃、ｈとｉ（戊と両名は、昭和５２年頃、同人らが●●中

に知り合った関係である。）を介し、ｇと知り合った。戊は、Ｏが多数の不動産を

所有していることを知り、ｇに対して貸付けをすることを通じ、Ｏの所有する不動

産を戊のために担保提供をさせることを計画し、ｇが裏書をした手形を受領するこ

となどにより、ｇに対して貸付けをするようになった。 

（ｂ）戊及びｈは、その頃、ｇに対し、戊がｇ振出しの小切手を用いて、不動産の買受

け資金を調達することを提案し、ｇは、これを承諾して、平成６年１１月に額面４

億円の小切手１通を、平成７年３月に額面１０億円の小切手と額面４億円の小切手

各１通をそれぞれ作成して戊に交付した。その際、ｇは、Ｏの承諾を得ないまま、

上記各小切手にＯ名義の裏書をした。しかし、戊は同不動産の購入資金を調達しな

かった。 

（ｃ）ｇの妻であるｍは、平成９年２月頃、株式会社ｎ（以下「ｎ」という。）の代表

取締役ｑ（以下「ｑ」という。）にｇの債務整理を相談した。Ｏは、ｑから上記各

小切手の存在を知らされ、上記各小切手のＯ名義の裏書はいずれも偽造されたもの

であると主張した。しかしながら、ｑは、Ｏに対し、そのような主張は通らず、小

切手訴訟は３か月もあれば判決が出て、Ｏの土地が差し押さえられてしまうし、も

し裁判で裏書をしていないと主張するとｇが詐欺罪で逮捕され、Ｏの弟妹も就職・

結婚ができなくなるなどと述べた上、戊がＯの所有する土地を担保として他から借

入れをし、その金銭によって上記（ｂ）の債務を返済する取扱いを要求しているか

ら、これに応ずる以外今回の問題を解決できないなどと述べて、担保提供承諾書へ

の署名押印を迫り、Ｏは、同日、担保提供承諾書に署名捺印した。 

（ｄ）Ｏは、平成９年３月２９日にｍと共に、ｎに赴き、いずれもｑないし戊が用意し

た和解書や代理人の記載のない不動産登記手続用委任状複数及び根抵当権設定契

約書と題する書面等に署名押印し、戊に交付した。なお、上記不動産登記手続用委

任状は、登記権利者の住所、氏名の欄が空欄であり、また、上記根抵当権設定契約

書は、「代表者 戊殿」との記載があるが、登記権利者の欄は空欄であり、根抵当

権者が誰であるか分かりにくくなっており、債務者の欄は空欄になっていた。 

（ｅ）平成９年４月●日、上記（ｄ）の書類によって、登記申請がなされ、Ｉ三物件及
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びＨ物件に戊根抵当権が設定された。 

ｃ Ｏは、戊根抵当権について、その設定契約は不成立又は無効（動機の錯誤）若しく

は取り消されるべきもの（詐欺・脅迫）であるとして、戊を相手方として、戊根抵当

権の設定登記の抹消登記を求める訴訟（平成●●年（○○）第●●号。以下「Ｏ・戊

訴訟」という。）を東京地方裁判所に提起し、平成１５年１２月●日、戊根抵当権の

抹消登記手続を命じる旨の判決がされた。戊は、同判決を不服として控訴、上告及び

上告受理申立てをしたが、平成１７年４月●日、最高裁の上告棄却及び上告不受理決

定により、上記判決は確定した。［乙１０］ 

（イ）戊は、戊根抵当権を設定した後、さらに、戊根抵当権に転根抵当権を設定するなどして

おり、平成１７年１２月時点において、Ｉ三物件及びＨ物件には、以下のａないしｈのと

おり、戊根抵当権の転根抵当権等が付着していた（以下、ａないしｈの転根抵当権等を併

せて「本件各転根抵当権等」という。）。［乙１１ないし５５の各１・２］ 

ａ 有限会社ｒを転根抵当権者とする転根抵当権 

（ａ）有限会社ｒ（以下「ｒ」という。）は、不動産の売買、仲介、賃貸借及び管理等を

目的とする法人であり、平成１７年及び平成１８年当時の取締役はｔ（以下「ｔ」と

いう。）であった。［乙７４］ 

（ｂ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１１年９月１日設定を原因（同月●日受付）と

して、極度額金１０億円とし、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形割引取引、保証

取引、保証委託取引、手形債権及び小切手債権とした、戊を債務者とし、ｒを転根抵

当権者とする転根抵当権（以下「ｒ転根抵当権」という。）が戊根抵当権に設定され、

その旨登記された。 

ｂ 株式会社Ⓐを転根抵当権者とする転根抵当権 

（ａ）株式会社Ⓐ（旧商号Ⓑ株式会社。以下「Ⓐ」という。）は、不動産の売買及び仲介

等を目的とする法人であり、平成１７年及び平成１８年当時の代表取締役は、Ⓒ（以

下「Ⓒ」という。）であった。［乙７７の１・２］ 

（ｂ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１１年１２月２７日設定を原因（同月●日受付）

として、極度額金１０億円とし、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形債権、小切手

債権、手形割引取引、保証取引及び保証委託取引とした、戊を債務者とし、Ⓐを転根

抵当権者とする転根抵当権（以下「Ⓐ転根抵当権」という。）が戊根抵当権に設定さ

れ、その旨登記された。 

（ｃ）なお、Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１８年１月●日東京地方裁判所八王子支

部担保不動産競売開始決定を原因（同月●日受付）として、Ⓐを債権者とする差押登

記（以下「Ⓐ差押登記」といい、Ⓐによる上記競売の申立てを「Ⓐ競売申立て」とい

う。）がされた。 

ｃ 株式会社Ⓓを根抵当権者とする根抵当権一部移転の仮登記 

（ａ）株式会社Ⓓ（旧商号株式会社Ⓔ。以下「Ⓓ」という。）は、広告宣伝に関する企画、

制作等を目的とする法人であり、平成１７年及び平成１８年当時の代表取締役はⒻ

（以下「Ⓕ」という。）であった。［乙７６、弁論の全趣旨］ 

（ｂ）Ｉ物件及びＩ③土地の一部（●●及び●●）について、戊からⒹに対する平成１２

年９月２８日債権一部譲渡を原因（平成１２年１２月●日受付）として、その譲渡額
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金２０００万円とする戊根抵当権の一部移転の仮登記（以下「Ⓓ根抵当権一部移転仮

登記」という。）がされた。なお、Ⓓは、Ｈ物件については、何らの権利も取得して

いない。 

ｄ 株式会社Ⓖを転根抵当権者とする転根抵当権 

（ａ）株式会社Ⓖ（以下「Ⓖ」という。）は、金融業等を目的とする法人であり、平成１

７年及び平成１８年当時の代表取締役はⒽ（以下「Ⓗ」という。）であった。［乙７８］ 

（ｂ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１５年１月９日設定を原因（同月●日受付）と

して、極度額金５億円とし、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形割引取引、保証取

引、保証委託取引、手形債権及び小切手債権とした、戊を債務者とし、Ⓖを転根抵当

権者とする転根抵当権（以下「Ⓖ転根抵当権」という。）が戊根抵当権に設定され、

その旨登記された。 

ｅ Ⓙを転根抵当権者とする転根抵当権 

（ａ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１５年２月●日設定を原因（同日受付）として、

極度額金１億円とし、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形割引取引、保証取引、保

証委託取引、手形債権及び小切手債権とした、Ⓖを債務者とし、Ⓙ（以下「Ⓙ」とい

う。）を転根抵当権者とする転根抵当権（以下「Ⓙ転根抵当権」という。）がⒼ転根抵

当権に設定され、その旨登記された。 

（ｂ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１５年７月２３日東京地方裁判所差押を原因（同

月●日受付）として、差押債権を戊根抵当権で保全される債権のうち、振出日平成７

年２月２５日、満期平成９年１０月２４日、振出地及び支払地東京都渋谷区、支払場

所株式会社Ⓘ銀行渋谷支店、受取人及び第一裏書人ｇ、第六裏書人戊についての手形

金１０億円のうち金３億０２８９万７５４５円とし、債権者をⒿとする戊根抵当権付

債権差押えの登記（以下「Ⓙ差押登記」といい、上記差押えを「Ⓙ債権差押え」とい

う。）がされた。 

ｆ Ⓚを転根抵当権者とする転根抵当権 

（ａ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１５年６月１８日設定を原因（同月●日受付）

として、極度額金６億円、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形割引取引、保証取引、

保証委託取引、手形債権及び小切手債権とした、戊を債務者とし、Ⓚ（以下「Ⓚ」と

いう。）を転根抵当権者とする転根抵当権（以下「Ⓚ転根抵当権」という。）が戊根抵

当権に設定され、その旨登記された。 

（ｂ）なお、Ｈ物件について、平成１８年２月●日東京地方裁判所八王子支部担保不動産

競売開始決定を原因（同年３月●日受付）として、Ⓚを債権者とする差押登記（以下

「Ⓚ差押登記」といい、Ⓚによる上記競売の申立てを「Ⓚ競売申立て」という。）が

された。 

ｇ 株式会社Ⓛを転根抵当権者とする転根抵当権仮登記 

（ａ）株式会社Ⓛ（旧商号株式会社Ⓜ。以下「Ⓛ」という。）は、建築土木の工事・測量・

企画・設計・管理等を目的とする法人であり、平成１７年及び平成１８年当時の代表

取締役は、Ⓝ（以下「Ⓝ」という。）であった。なお、Ⓛの平成１７年３月３１日か

ら平成１８年４月２４日までの本店所在地は、「東京都港区●●」であり、同所は、

戊の住居地と同一地番である。［乙７５の１・２］ 
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（ｂ）Ｉ三物件及びＨ物件について、平成１６年９月２１日設定を原因（平成１７年３月

●日受付）として、極度額金１億円とし、債権の範囲を金銭消費貸借取引、手形割引

取引、保証取引、保証委託取引、手形債権及び小切手債権とし、戊を債務者とし、Ⓛ

を転根抵当権者とする転根抵当権仮登記（以下「Ⓛ転根抵当権仮登記」という。）が

された。 

ｈ Ⓞを転根抵当権者とする転抵当権仮登記 

 Ｉ三物件について、平成１７年４月５日設定を原因（同月●日受付）として、債権額

を金２億円、利息年１２％、損害金年２１．９％とした、戊を債務者とし、Ⓞ（以下「Ⓞ」

という。）を転抵当権者とする転抵当権仮登記（以下「Ⓞ転抵当権仮登記」という。）が

された。なお、Ⓞは、Ｈ物件については、何らの権利も取得していない。 

ウ Ｉ譲渡土地における原告の事業（以下「Ｉ事業」という。）に関する経緯等 

（ア）ａ 株式会社Ⓟ（以下「Ⓟ」という。）は、平成１６年４月２３日、ｅ及びｆ（以下「ｅ

ら」という。）との間で、Ｉ事業物件（Ｉ譲渡土地及びＩ建物）を売買代金１００億

円にて買い受ける旨の不動産売買契約を締結した。［乙６６］ 

ｂ 原告は、平成１６年５月●日及び同年９月●日、Ⓟ及びｅらとの間で、Ｉ事業物件

について、上記ａの不動産売買契約におけるⓅの地位の全部を原告が譲り受ける旨の

合意をし、同合意に基づき、Ｉ譲渡土地について、ｅらから原告に対し、Ｉ②土地及

びＩ④土地は同日付けで、Ｉ①土地は同年１１月●日付けで、それぞれ所有権移転登

記がされた。［乙１１ないし１５の各１・２、乙５７、５８及び６７の各１・２］ 

（イ）Ｉ三物件については、前記イのとおり、戊根抵当権及び本件各転根抵当権等が設定され、

権利関係が複雑になっていたところ、遅くとも平成１７年１２月頃から、Ｉ物件の付着権

利の整理が開始されており、次のａ及びｂのとおり、付着権利の整理に関する契約書が作

成された（なお、Ｉ譲渡土地のうち、Ｉ④土地は、戊根抵当権及び本件各転根抵当権等の

対象とされていない。）。 

ａ ＲとＰとの間における業務委託契約書 

（ａ）Ｒは、平成１７年１２月２１日付けで、Ｐとの間で、Ｉ物件に設定されているｒ転

根抵当権及びⓀ転根抵当権に係る各登記並びにⒹ根抵当権一部移転仮登記、Ⓛ転根抵

当権仮登記及びⓄ転抵当権仮登記について、ＲがＰに対し、上記各登記の全てがＲに

円満に譲渡されるよう各登記権利者と交渉することを委託する旨の業務委託契約書

（以下「Ｒ・Ｐ業務委託契約書」という。）を作成した。Ｒ・Ｐ業務委託契約書には、

Ｒが各登記権利者に対し、移転登記手続書類一式と引換えに１人当たり１０００万円

を支払うこと、ＲがＰに対し、業務委託費として２億７５００万円（税込）を支払う

こと等が定められている。［乙８１］ 

（ｂ）Ｒは、平成１７年１２月２１日に５０００万円、平成１８年１月１０日に２０００

万円、同年２月３日に２億６５００万円の合計３億３５００万円を戊の代理人弁護士

であるⓆ弁護士（以下「Ⓠ弁護士」という。）の口座に振り込んだ。［乙１０４〔別紙

２〕］ 

ｂ ＲとＴとの間における業務契約書 

 Ｔは、平成１７年１２月２０日、Ｒとの間で、Ｉ物件に設定されているｒ転根抵当権

及びⓀ転根抵当権並びにⒹ根抵当権一部移転仮登記、Ⓛ転根抵当権仮登記及びⓄ転抵当



 

16 

権仮登記に係る債権の譲渡についてのコンサルタント業務を委託する旨の業務契約書

（以下「Ｒ・Ｔコンサルタント契約書」という。）を作成した。Ｒ・Ｔコンサルタント

契約書には、Ｒが、Ｔに対し、コンサルタント業務（債権者との譲渡交渉補助業務、利

害関係者との権利調整業務等）を委託し、業務完了確認後、その報酬として１８６０万

円を支払う旨が定められている。［乙８４］ 

（ウ）Ｉ物件について、以下のａないしｅのとおり、戊による権利関係の整理が行われ、その

結果、Ｉ物件の付着権利のうち、Ⓚ転根抵当権及びｒ転根抵当権に係る各登記並びにⓄ転

抵当権仮登記、Ⓛ転根抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部移転仮登記が抹消された。［乙１

１ないし１５の各１・２］ 

ａ Ⓚ転根抵当権について 

（ａ）戊は、平成１７年１２月２１日、平成１８年１月１８日及び同月３０日と３回に分

けて、Ⓚに対し、「債権及び抹消代金の一部」として合計３０００万円を支払い、同

年２月３日、「債権の内入金」として２億５５００万円を支払った。［乙８９の１ない

し４］ 

（ｂ）Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権については、平成１７年１２月●日付けで、同日代位弁

済を原因としてＲに対する移転登記がされ、その後、平成１８年４月●日付けで、同

年３月２２日解除を原因とする抹消登記がされた。 

ｂ ｒ転根抵当権について 

（ａ）戊は、平成１７年１２月２２日、ｒに対し、「抹消代金」として３５０万円を支払

った。［乙９０］ 

（ｂ）Ｉ物件に係るｒ転根抵当権については、平成１７年１２月●日付けで、同月２２日

代位弁済を原因としてＲに対する移転登記がされ、その後、平成１８年４月●日付け

で、同年３月２２日解除を原因とする抹消登記がされた。 

ｃ Ⓞ転抵当権仮登記について 

（ａ）戊は、平成１７年１２月２２日、Ⓞに対し、「譲渡代金」として１１００万円を支

払った。［乙９２］ 

（ｂ）Ⓞ転抵当権仮登記については、平成１７年１２月●日付けで、同月２２日代位弁済

を原因としてＲに対する移転仮登記がされたが、その後、平成１８年４月●日付けで、

錯誤を原因として同仮登記が抹消された上、同年３月２２日解除を原因とする抹消登

記がされた。 

ｄ Ⓛ転根抵当権仮登記について 

（ａ）戊は、平成１７年１２月２２日、Ⓛに対し、Ⓛに対する債務の弁済として、１２０

万円を支払った。［乙１０４〔別紙８の１・２〕］ 

（ｂ）Ｉ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記については、平成１７年１２月●日付けで、同月

２２日代位弁済を原因としてＲに対する移転仮登記がされたが、その後、平成１８年

４月●日付けで、錯誤を原因として同仮登記が抹消された上、同年３月２２日解除を

原因とする抹消登記がされた。 

ｅ Ⓓ根抵当権一部移転仮登記について 

（ａ）戊は、平成１７年１２月２２日、Ⓓに対し、「譲渡代金」として４００万円を支払

った。［乙９３］ 



 

17 

（ｂ）Ⓓ根抵当権一部移転仮登記については、平成１７年１２月●日付けで同月２２日代

位弁済を原因としてＲに対する移転仮登記がされ、その後、平成１８年４月●日付け

で、錯誤を原因として同仮登記が抹消された上、同年３月２２日放棄を原因とする抹

消登記がされた。 

（エ）Ｉ三物件及びＨ物件の付着権利の整理に関し、以下のａ及びｂのとおり、ＸとⒶ及びⒿ

との間において、合意書の作成等が行われた。 

ａ Ⓐ転根抵当権について 

（ａ）Ｘは、Ⓐとの間において、Ｔを立会人として、次の内容を含む平成１８年付け合意

書（月日未記入。以下「Ｘ・Ⓐ合意書」という。）を作成した。［乙９４］ 

ⅰ Ｘは、Ｉ三物件に係る戊根抵当権にⒶ転根抵当権を設定しているⒶより、Ⓐの戊

に対する各債権を合計４億３０００万円で買い受け、Ⓐ転根抵当権の譲渡及び抹消

登記手続申請書類一式の交付を受けるのと引換えに売買代金をⒶに支払う（１条）。 

ⅱ Ⓐは、Ｘが上記ⅰによって取得した抹消登記手続申請書類によりⒶ転根抵当権の

抹消登記手続をすることに異議を述べない（２条）。 

ⅲ Ⓐは、Ⓐ競売申立てのうち、Ｉ三物件に係る申立てを取り下げる（３条）。 

ⅳ Ｘは、原告がＩ物件に係る転根抵当権者らに対して提起した転根抵当権抹消承諾

請求訴訟（東京地方裁判所平成●●年（○○）第●●号。以下「別件Ｉ物件訴訟」

という。）のうち、Ⓐに対する訴えを取り下げさせる。また、ｅがＩ③土地に係る

転根抵当権者らに対して提起した転根抵当権設定登記抹消請求訴訟（東京地方裁判

所平成●●年（○○）第●●号。以下「別件Ｉ③土地訴訟」という。）については、

Ｘの責任と費用負担により、Ｘが訴訟を承継するが、訴訟承継に関してⒶとｅとの

間に紛争が生じた場合には、Ｘ及びＴが責任を持って解決に当たる（４条）。 

（ｂ）Ｘは、平成１８年３月２０日、Ⓐに対し、４億３０００万円を支払った。［乙１０

３の１ないし３］ 

ｂ Ⓙ転根抵当権について 

（ａ）Ｘは、Ⓙとの間において、次の内容を含む平成１８年３月２２日付けの合意書（以

下「Ｘ・Ⓙ合意書」という。）を作成した。［乙９５］ 

ⅰ Ｘは、Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒼ転根抵当権にⒿ転根抵当権を設定するととも

に、Ｉ三物件及びＨ物件についてⒿ債権差押えを行ったⒿから、ⒿのⒼ及び戊に対

する各債権を合計１億７０００万円で買い受け、Ⓙ転根抵当権の譲渡並びに抹消登

記手続申請書類一式及びⒿ債権差押えの取下書の交付と引換えに、売買代金をⒿに

支払う（１条）。 

ⅱ Ｘは、いかなる理由によっても、今後Ⓙに対して金１億７０００万円の返還や支

払を求めないことを確約する（５条）。 

（ｂ）Ｘは、平成１８年３月２２日、Ⓙに対し、Ｘ・Ⓙ合意書に基づく売買代金として、

１億７０００万円を支払った。［乙９６］ 

（オ）Ｉ物件の付着権利の整理に関し、以下のａ及びｂのとおり、原告とＲとの間及びＲとＸ

との間において、合意書が作成された。 

ａ 原告とＲとの間の合意 

（ａ）原告は、Ｒとの間において、次の内容を含む平成１８年５月８日付け合意書（以下



 

18 

「原告・Ｒ合意書」という。）を作成した。［甲１４］ 

ⅰ 原告は、次の債権を、その抹消登記手続申請書類一式（及び（ⅲ）については、

Ⓙ債権差押えの取下書）と引換えに、９億８３００万円でＲから買い受ける（１条）。 

（ⅰ）Ｒが、Ｉ物件に関するｒ、Ⓚ、Ⓞ、Ⓛ及びⒹより、平成１７年１２月下旬に譲

渡を受けた、各担保付債権 

（ⅱ）Ｉ物件に係るⒶ転根抵当権 

（ⅲ）Ｉ物件に係るⒿ転根抵当権及びⒿ債権差押えを行ったⒿのⒼ及び戊に対する各

債権 

ⅱ Ｒは、原告に対し、前記ⅰ記載の各債権の抹消登記手続申請書類一式を引き渡し、

原告は、その書類の内容を確認した後に、Ｒに対し、前記ⅰの売買代金を支払う（２

条）。 

ⅲ 前記ⅰについて、Ｒは、原告が上記ⅱによって取得した抹消登記手続申請書類（及

びⒿ債権差押えの取下書）をもって、それぞれ抹消登記手続をすることに異議を述

べない（３条）。 

ⅳ Ｒは、Ⓐ競売申立てのうち、Ｉ物件に係る申立てを取り下げさせる（４条）。 

（ｂ）原告は、平成１８年５月８日、Ｒに対し、原告・Ｒ合意書に基づく売買代金として、

９億８３００万円を支払った。［乙８５、８６］ 

ｂ ＲとＸとの間の合意 

（ａ）Ｒは、Ｘとの間において、次の内容を含む平成１８年５月８日付け合意書（以下「Ｒ・

Ｘ合意書①」という。）を作成した。［甲１８］ 

ⅰ Ｒは、Ｉ物件に係るⒼ転根抵当権にⒿ転根抵当権を設定するとともに、Ｉ物件に

ついてⒿ債権差押えを行ったⒿのⒼ及び戊に対する各債権を合計１億９０００万

円で買い受け、抹消登記手続申請書類一式及びⒿ債権差押えの取下書の交付と引換

えに、売買代金をⒿに支払う（１条）。 

ⅱ Ｘは、原告が上記ⅰによって取得した抹消登記手続申請書類及びⒿ債権差押えの

取下書をもって、それぞれ抹消登記手続をすることに異議を述べない（２条）。 

（ｂ）Ｒは、Ｘとの間において、次の内容を含む平成１８年５月８日付け合意書（以下「Ｒ・

Ｘ合意書②」といい、Ｒ・Ｘ合意書①と併せて「各Ｒ・Ｘ合意書」という。）を作成

した。［乙８８］ 

ⅰ Ｒは、Ｘから、Ｉ物件に係るⒶ転根抵当権及びＸの戊に対する各債権を合計４億

３０００万円で買い受け、抹消登記手続申請書類一式の交付を受けるのと引換えに、

売買代金をＸに支払う（１条）。 

ⅱ Ｘは、原告が上記ⅰによって取得した抹消登記手続申請書類でもって、抹消登記

手続をすることに異議を述べない（２条）。 

ⅲ Ｘは、Ⓐ競売申立てのうち、Ｉ物件に係る申立てを取り下げさせる（４条）。 

（カ）Ｘによる権利関係の整理を経た後、以下のａないしｃのとおり、Ｉ物件の付着権利のう

ち、Ⓐ転根抵当権、Ⓙ転根抵当権及びⒼ転根抵当権に係る登記が抹消された。［乙１１な

いし１５の各１・２］ 

ａ Ⓐ転根抵当権について 

（ａ）Ｉ物件に係るⒶ転根抵当権については、平成１８年５月●日付けで、同月２日放棄
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を原因とする抹消登記がされた。 

（ｂ）Ｉ三物件に係るⒶ差押登記については、平成１８年５月●日付けで、同月２日取下

げを原因とする抹消登記（嘱託）がされた。 

ｂ Ⓙ転根抵当権について 

（ａ）Ｉ三物件に係るⒿ転根抵当権について、平成１８年５月●日付けで、戊根抵当権抹

消を原因とする抹消登記がされた。 

（ｂ）Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒿ差押登記について、平成１８年５月●日付けで、同年

４月２５日取下げを原因とする抹消登記（嘱託）がされた。 

ｃ Ⓖ転根抵当権について 

 Ｉ物件に係るⒼ転根抵当権について、平成１８年５月●日付けで、戊根抵当権抹消を

原因とする抹消登記がされた。 

（キ）原告は、平成１８年１１月３０日、Ｖを仲介者として、Ⓡ株式会社、Ⓢ株式会社、Ⓣ株

式会社及びⓊ株式会社（以下、併せて「Ⓡら」という。）に対し、Ｉ譲渡土地の持分（１

００分の９９）を代金合計２１７億８０００万円にて譲渡した。なお、Ｉ譲渡土地には、

高層マンション「Ⓥ」（以下「本件マンション」という。）が建設された。［乙７０の１・

２、弁論の全趣旨］ 

エ Ｈ事業に関する経緯等 

（ア）Ｊは、Ｘとの間において、次の内容を含む平成１８年９月２０日付け契約書（以下「Ｊ・

Ｘ債権譲渡契約書」という。）を作成した（原告が証拠提出したＪ・Ｘ債権譲渡契約書の

写し〔甲１６〕の金額欄は、黒く塗り潰されている。）。なお、被告は、後述するとおり、

Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書が事後的に作出されたものである旨主張している。［甲１６］ 

ａ Ｊは、次の債権を、その抹消登記手続申請書類一式と引換えに、合計●●円でＸから

買い受ける（１条）。 

（ａ）Ｈ物件に関するｒ、Ⓚ、Ⓞ、Ⓛ及びⒹの戊に対する各担保権付債権 

（ｂ）Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権 

（ｃ）Ｈ物件に係るⒿ転根抵当権 

ｂ Ｘは、Ｊに対し、前記ａの各債権の抹消登記手続申請書類一式を引き渡し、Ｊは、そ

の書類の内容を確認した後に、Ｘに対し、前記ａの売買代金を支払う（２条）。 

ｃ Ｘは、Ｊが上記ｂによって取得した抹消登記手続申請書類をもって、それぞれ抹消登

記手続をすることに異議を述べない（３条）。 

ｄ Ｘは、Ⓐ競売申立てのうち、Ｈ物件に係る申立てを取り下げさせる（４条）。 

（イ）ａ Ｇは、Ｐとの間において、次の内容を含む平成１８年１１月２２日付け業務委託契

約書（以下「Ｇ・Ｐ業務委託契約書」という。）を作成した。［甲１７］ 

（ａ）Ｇは、以下の業務をＰに委託し、Ｐはこれを受託した（１条）。 

ⅰ Ｈ譲渡土地建物の付着権利（Ⓚ差押登記）の抹消業務 

ⅱ Ｈ譲渡土地建物の付着権利（Ⓚ転根抵当権）の抹消業務 

（ｂ）前記（ａ）の業務の委託料は、総額２億５０００万円とする。なお、同委託料に

は、付着権利の権利者に対して支払う金員その他同業務に関する費用全てを含む

（３条）。 

（ｃ）Ｇは、Ｐが前記（ａ）に規定する業務に必要な一切の書類をＧに引き渡すと同時
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に、上記（ｂ）の業務委託料２億５０００万円をＰに支払う（４条）。 

ｂ Ｇは、平成１８年１１月２９日、Ｐに対し、Ｇ・Ｐ業務委託契約書に基づく業務委

託料として、２億５０００万円を支払い、Ｐは、同日、Ⓚに対し、「債権の内入金及

び抹消代金」として、２億５０００万円を支払った。［乙９７、９８］ 

（ウ）ａ 原告は、平成１８年１１月２７日、Ｇとの間で、原告及びＧがＨ譲渡土地建物を取

得し、Ｈ建物を取り壊して宅地開発を行い、木造戸建家屋を建築の上、第三者に分譲

する旨の共同事業協定（原告・Ｇ共同事業協定）について、同日付けの共同事業協定

書（以下「原告・Ｇ協定書」という。）を作成した。原告・Ｇ協定書には、事業割合

を原告９５％、Ｇ５％とすること、原告は、Ｇが負担すべき各種費用をＧに代わって、

同事業の損益計算日まで立て替えること等が定められていた。［甲１１］ 

ｂ 原告は、Ｇに対し、平成１８年１１月２８日に３億１０００万円を、平成１９年１

月３１日に１億円を、それぞれ支払った。［乙１０４〔別紙２６の１・２〕］ 

（エ）ａ Ｇは、Ｊとの間において、次の内容を含む平成１８年１２月１日付け債権譲渡契約

書（以下「Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書」という。）を作成した。［甲１２］ 

（ａ）Ｇは、次の債権を、その抹消登記手続申請書類一式と引換えに、合計１億６００

０万円でＪから買い受ける（１条）。 

ⅰ Ｈ物件に関するｒ、Ⓚ、Ⓞ、Ⓛ及びⒹの戊に対する各担保権付債権 

ⅱ Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権 

ⅲ Ｈ物件に係るⒿ転根抵当権 

（ｂ）Ｊは、Ｇに対し、前記（ａ）の抹消登記手続申請書類を引き渡し、Ｇは、その書

類の内容を確認した後に、Ｊに対し、前記（ａ）の売買代金を、前記（ａ）ⅱにつ

いては６０００万円、前記（ａ）ⅰ及びⅲについては１億円を支払う（２条）。 

（ｃ）Ｊは、Ｇが上記（ｂ）によって取得した抹消登記手続申請書類をもって、それぞ

れ抹消登記手続をすることに異議を述べない（３条）。 

（ｄ）Ｊは、Ⓐ競売申立てのうち、Ｈ物件に係る申立てを取り下げさせる（４条）。 

ｂ Ｇは、原告から受領した金員（前記（ウ）ｂ）を原資として、Ｊに対し、平成１８

年１２月５日に６０００万円を、平成１９年１月３１日に１億円を支払った（本件振

込金員）。［乙１０４〔別紙３３・３４〕、弁論の全趣旨］ 

（オ）Ｈ物件の付着権利について、以下のａないしｆのとおり、いずれも抹消登記がされた。

［乙１１ないし５５の各１・２］ 

ａ Ⓚ転根抵当権について 

（ａ）Ｈ物件に係るⓀ転根抵当権について、平成１９年２月●日付けで、平成１８年１１

月１７日放棄を原因とする抹消登記がされた。 

（ｂ）Ｈ物件に係るⓀ差押登記について、平成１９年１月●日付けで、同日１０日取下げ

を原因とする抹消登記（嘱託）がされた。 

ｂ ｒ転根抵当権について 

 Ｈ物件に係るｒ転根抵当権について、平成１９年４月●日付けで、平成１７年１２月

２２日放棄を原因とする抹消登記がされた。 

ｃ Ⓛ転根抵当権仮登記について 

 Ｈ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記について、平成１９年４月●日付けで、同日放棄を
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原因とする抹消登記がされた。 

ｄ Ⓐ転根抵当権について 

（ａ）Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権について、平成１９年４月●日付けで、同日放棄を原因

とする抹消登記がされた。 

（ｂ）Ｈ物件に係るⒶ差押登記について、平成１９年４月●日付けで、同月４日取下げを

原因とする抹消登記（嘱託）がされた。 

ｅ Ⓙ転根抵当権について 

 Ｈ物件に係るⒿ転根抵当権について、平成１９年４月●日付けで、Ⓖ転根抵当権の抹

消（後記ｆ）を原因とする抹消登記がされた。なお、Ｈ物件に係るⒿ差押登記について

は、前記ウ（カ）ｂ（ｂ）のとおり、Ｉ三物件に係るⒿ差押登記と共に、平成１８年５

月●日付けで抹消登記がされている。 

ｆ Ⓖ転根抵当権について 

 Ⓖ転根抵当権について、平成１９年４月●日付けで戊根抵当権抹消を原因とする抹消

登記がされた。 

（カ）乙は、平成１９年４月●日、Ｇとの間で、同日付け不動産売買契約書（以下「乙・Ｇ売

買契約書」という。）を作成して、Ｈ譲渡土地建物を代金１１億７０００万円で売り渡す

旨の売買契約を締結し、同日、その旨の所有権移転登記がされた。［甲１３、乙２８ない

し３０の各１・２、乙５４及び５５の各１・２、乙６９］ 

（キ）Ｇは、平成１９年５月３０日、株式会社Ⓦ（以下「Ⓦ」という。）との間において、Ｇ

がＨ建物を取り壊した上、Ｈ⑤土地を代金１７億４８００万円で譲渡する旨の売買契約を

締結し、Ｈ⑤土地をⓌに売却した。なお、Ⓦは、Ｈ⑤土地の北側隣地をⓍ株式会社から取

得して高級マンション「Ⓨ」の開発を進めており、Ｈ⑤土地において、高級マンション「Ⓩ」

を建築することとなった。［乙７２、弁論の全趣旨］ 

オ 原告における本件金員の経費処理 

 原告は、Ｇを通じてＪに支払った本件振込金員（前記エ（エ）ｂ）について、原告・Ｇ協

定書に定められた原告の事業割合（９５％）に相当する１億５２００万円（本件金員）を、

その支出した日の属する前事業年度において、Ｈ譲渡土地建物に係る棚卸資産として資産計

上し、同年７月３１日、不動産販売原価として、本件事業年度の損金の額に算入した。 

（４）本件訴訟に至る経緯等 

ア（ア）原告は、本件課税期間の消費税及び地方消費税について、確定申告書に別表２の「確

定申告」欄のとおり記載して、同申告書を処分行政庁に対し法定申告期限内である平成

２０年４月３０日に提出した（以下、この確定申告書を「本件消費税等確定申告書」と

いう。）。［乙２］ 

（イ）原告は、本件事業年度の法人税について、青色の確定申告書に別表１の「確定申告」

欄のとおり記載して、同申告書を処分行政庁に対し法定申告期限内である平成２０年５

月２９日に提出した（以下、この確定申告書を「本件法人税確定申告書」という。）。［乙

１］ 

イ（ア）原告は、平成２１年６月１日、本件事業年度の法人税について、別表１の「更正の請

求」欄のとおりとすべき旨の更正の請求（以下「本件更正の請求」という。）をした。 

（イ）処分行政庁は、平成２１年７月３１日付けで、本件更正の請求について、更正をすべ
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き理由がない旨の通知処分（以下「本件通知処分」という。）を行った。［甲１の１］ 

ウ（ア）処分行政庁は、平成２１年７月３１日付けで、本件事業年度の法人税について、別表

１の「本件法人税更正処分等」欄記載のとおりの本件法人税更正処分等を行った。なお、

処分行政庁は、同日付けで本件金員（ただし、原告の損金算入限度額を超える９１６０

万８３８４円を除く部分）を寄附金として前事業年度の損金の額に算入したとして、前

事業年度の法人税の更正処分（減額更正）を行った。［甲１の２・３］ 

（イ）処分行政庁は、平成２１年７月３１日付けで、本件課税期間の消費税等について、別

表２の「本件消費税更正処分等」欄記載のとおりの本件消費税更正処分等を行った。［甲

１の４］ 

エ（ア）原告は、平成２１年９月３０日、本件各処分を不服として、異議申立てをしたところ、

東京国税局長は、同年１２月２１日、同申立てをいずれも棄却する旨の決定を行った。

［甲２、１９］ 

（イ）原告は、平成２２年１月２０日、本件各処分を不服として、審査請求をしたところ、

国税不服審判所長は、同年１１月１日、各審査請求をいずれも棄却する旨の裁決を行っ

た。［甲３］ 

オ 原告は、平成２３年４月２２日、本件訴えを提起した。なお、原告は、本件訴訟において、

後記５の争点以外の点については、本件各処分に従うとしており、原告が本件訴訟で主張し

ている税額等は、別表１及び２の各「本件訴訟における主張（原告）」欄記載のとおりであ

る。［顕著な事実］ 

４ 被告の主張する本件各処分の根拠及び適法性 

 本件各処分の根拠及び適法性に関する被告の主張は、別紙８「本件各処分の根拠及び適法性（被

告の主張）」記載のとおりである。 

５ 争点 

（１）本件受領金がＦ土地の譲渡対価に当たるか否か。［争点１］ 

（２）本件Ｆ土地取引に対する法人税基本通達２－１－１８の適用の有無［争点２］ 

（３）本件受領金が本件事業年度における益金の額に算入すべき金額に当たるか否か。［争点３］ 

（４）本件金員が寄附金に当たるか否か。［争点４］ 

（５）原告が本件金員をＨ譲渡土地建物の不動産販売原価とした行為が、隠ぺい又は仮装に当たる

か否か。［争点５］ 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（本件受領金がＦ土地の譲渡対価に当たるか否か。）について 

（１）被告の主張の要旨 

ア 本件受領金が売買に基づく売買代金であるのか（被告の主張）又は組合契約における出資

金であるのか（原告の主張）を判断するに当たっては、原告及びＥによる表示行為を解釈す

べきであるところ、とりわけ契約書は、契約当事者間で合意した意思内容を明らかにして将

来の紛争を未然に防止するために作成されるのであるから、真実の法律関係とは異なる内容

で契約書に記載せざるを得なかったなどの特段の事情がない限り、契約書の記載どおりの合

意が当事者間で成立したものと認めるべきである。Ｆ土地各売買契約書の前文には、原告を

売主、Ｅを買主として「本日次のとおりの土地売買契約［中略］を締結する。」と記載され

ており、その他の条項（Ｆ土地各売買契約書４条、７条等）に照らしても、原告とＥとの間
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で原告が所有するＦ土地をＥに売却する旨の売買契約が締結されたことは明らかである。ま

た、Ｆ事業各基本協定書は、Ｆ事業基本協定と同時に原告とＥとの間で土地売買契約を締結

し、所有権を移転する旨を明記して、Ｆ事業基本協定とは別個の独立した契約として土地売

買契約を締結することを定めており、その他の規定内容に照らせば、Ｆ事業は、原告がＥに

Ｆ土地を譲渡した上で、Ｅがその所有するＦ土地を共同事業に出資し、Ｆ土地の上に原告及

びＥが共同でＦ建物を建築して、Ｅ所有の土地と原告及びＥの共有に係るＦ建物を同一の譲

受人に譲渡するという内容の事業であることは明らかである。そして、本件受領金に係る領

収証の記載内容や、本件移転登記の事実に鑑みても、原告とＥとの間において、Ｆ土地各売

買契約書の記載に反する内容の契約が締結されたものと認めることはできない。 

 以上によれば、本件受領金は、原告がＦ土地各売買契約書に基づく売買代金として受領し

たものであり、Ｆ土地の譲渡対価に当たるというべきである。 

イ（ア）この点、原告は、本件受領金が共同事業の出資金であり、本件移転登記は担保目的で

所有名義をＥに移したものにすぎないなどと主張している。しかしながら、前述のとお

り、本件Ｆ土地取引は、原告が所有するＦ土地をＥに売却する旨の土地売買契約であり、

本件受領金が組合契約における出資金であると認めることはできない。また、仮に、Ｆ

事業基本協定が組合契約に類する契約であるとしても、本件Ｆ土地取引は、Ｆ事業基本

協定とは別個の契約であって、Ｆ事業基本協定が組合契約であることは、本件Ｆ土地取

引が土地売買契約であることを否定する根拠にはならない。さらに、原告は、組合契約

において、原告及びＥがそれぞれいかなる財産を出資したのか、本件移転登記が担保目

的にすぎないならば、いかなる債権を担保するために、どのような法的性質を有する担

保権が設定されたのかなどについて、具体的な主張立証を何ら行っていない（仮に、Ｅ

がＦ事業に金銭を出資し、原告所有のＦ土地に担保を設定したにすぎないというのなら

ば、Ｆ事業各基本協定書又はＦ事業各推進協定書にその旨を明確に規定した上で、別途

譲渡担保契約を締結し、登記原因を譲渡担保としで所有権移転登記を申請すれば良い。）。 

（イ）原告は、Ｆ土地の代金価額が実勢価格から乖離しているなどと主張している。しかし

ながら、Ｅが、Ｆ事業による利益を見込んだ上で、当時の時価を上回る価額でＦ土地を

購入する動機を有しており、かかる動機を前提として、独立かつ対等の当事者として、

原告との間において売買価額を決定することは合理的にあり得ることであり、Ｆ土地の

代金価額（本件受領金）が実勢価格から乖離しているからといって、これを売買代金で

あるとみることができないわけではない。 

ウ なお、前記検討のとおり、本件受領金は、原告がＦ土地の売買代金として受領したもので

あるところ、土地の譲渡については、消費税法６条１項、別表第一により非課税取引とされ、

課税資産の譲渡等（同法２条９号）には当たらないが、資産の譲渡等（同条８号）には該当

する。したがって、同法３０条２項に規定される課税売上割合の計算においては、消費税法

施行令４８条所定の計算方法により、Ｆ土地及びⓐ土地の譲渡価額の合計額３８億３９７９

万５０００円を資産の譲渡等の対価の額に含めて課税売上割合を計算すべきこととなる（別

紙８の第３の１（３）イ参照）。 

（２）原告の主張の要旨 

ア Ｆ事業の経緯は、以下の（ア）ないし（エ）のとおりであり、同経緯によれば、本件受領

金がＦ土地の譲渡対価でないことは明らかである。 
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（ア）原告は、もともと単独事業として、その所有するＦ土地上に共同住宅を建築して販売す

る事業を行う予定であったが、その事業化までに相当期間を要することが見込まれたこと

から、他の事業の資金を調達するため、Ｆ土地を担保にして１３億円の借入れを行った。

しかしながら、この借入金の返済期限が平成１９年８月に迫り、借入先から返済期限を延

長しない旨の通告を受けたため、原告は、他の企業から出資を受けて、共同事業としてＦ

事業を遂行することとした。 

（イ）原告は、Ｆ事業に強い関心のあったＥとの間で交渉を行い、原告の上記借入金の返済や

事業比率に関する双方の希望を勘案した結果、Ｅとの間で、Ｅの出資金額を総額１８億円

程度とすること、Ｆ事業全体（ＡないしＣ敷地）の事業比率を利益ベースで原告７０％・

Ｅ３０％程度とすることを概ね合意した。 

（ウ）ａ 原告及びＥは、さらに協議を行い、賃貸用マンションの建設を予定していたＡ・Ｂ

敷地について、その事業比率を原告７５％・Ｅ２５％とし、また、Ｃ敷地については、

事業計画が確定していなかったことから、まず、Ａ・Ｂ敷地についての費用負担を定

めて、残額をＣ敷地に割り振るという形で、その事業比率を定めることとした。 

ｂ 原告及びＥは、原告が単独でＺとの間で本件請負契約を締結しており、その後も原

告が主導して工事を進めることを予定していたことから、出資金の割り付けの仕方に

ついては、原告が建築費を負担し、Ｅが土地代という形で負担するという方法が簡便

であると考えた。そこで、原告及びＥは、Ｅの出資金額をＥが負担する土地代とし、

その他の建築費用は原告が負担するという形で、それぞれの出資金を割り付けること

とした。 

ｃ Ａ・Ｂ敷地については、既に建築費用約２６億円が見込まれており、原告及びＥの

事業比率も決まっていたことから、ＥがＡ・Ｂ敷地について負担する土地代は、Ａ・

Ｂ敷地におけるＦ事業の総原価（建築費及び土地代）の２５％に相当する金額に諸費

用等を勘案した金額（８億３４０４万５０００円）とされた。 

ｄ Ｃ敷地における事業比率については、Ｅの出資金から、Ａ・Ｂ敷地におけるＦ事業

のＥ負担分を差し引いた金額が約１０億円であったことから、同金額に近くなるよう

に、Ｃ敷地に関する建築費（見込額）と土地代を調整した結果、原告５８％・Ｅ４２％

とされ、Ｃ敷地におけるＥの負担額は１０億０２５０万円とされた。 

ｅ Ｅは、共同事業（Ｆ事業）への出資金を保全するため、Ｆ土地の所有権を原告から

Ｅに移転登記することを申し入れ、原告は、同申入れに応じることとした。 

（エ）原告及びＥは、上記交渉の結果、Ｆ土地上にＦ建物を建設した上で、Ｆ土地については

Ｅが原告から買い受けた形をとって売主となり、Ｆ建物については原告及びＥが売主とな

って、それぞれ同一の譲受人に売却する旨のＦ事業各基本協定書を締結すると同時に、Ｆ

土地各売買契約書を締結した。 

イ 本件受領金は、次の（ア）ないし（ウ）の点に鑑みれば、Ｆ土地の譲渡対価ではなく、共

同事業の出資金であるというべきである。 

（ア）Ｆ土地の代金価額がＦ事業比率から逆算されたものであること 

 Ｆ土地の代金価額は、Ｆ事業比率から逆算して、Ｅの出資金額を割り付けたものであり、

本件受領金がＦ事業に対する出資金であることは明らかである。なお、路線価に基づいて

Ｆ土地の価額を計算すると約１１億２４８０万円であり、Ｆ土地各売買契約書における代
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金価額（合計１８億５９０４万５０００円）は実勢価格から乖離している。 

（イ）Ｆ土地の所有権移転登記は保全目的にすぎなかったこと 

 Ｅの出資金額は、前記ア（ウ）ａないしｄのとおり、Ｆ土地の代金価額として割り付け

られているところ、本件Ｆ土地取引は、飽くまで共同事業（組合ないし組合類似の契約）

における内部取引であり、Ｅは、Ｆ事業への出資金を保全するために、Ｆ土地の所有名義

を取得したにすぎない。 

（ウ）Ｅに対してＦ土地の完全な所有権が移転されたわけではないこと 

 Ｅは、Ｆ土地の所有名義を取得しているが、Ｆ土地を原告と共に同一の譲受人に売却す

ることを予定しており、Ｆ土地の処分を制限されていた（Ｆ事業各推進協定書１６条）。

また、Ｆ土地の管理、占有は、従前どおり原告が行っており、これらの事情によれば、Ｅ

は、本件Ｆ土地取引によって、Ｆ土地の完全な所有権を取得したわけではなく、Ｆ土地の

所有名義の移転が形式的なものであったことは明らかである。 

ウ（ア）被告は、原告及びＥとの間においてＦ土地各売買契約書が作成されたことのみを理由

として、本件受領金がＦ土地の譲渡代金であると主張している。しかしながら、Ｆ土地

各売買契約書は、共同事業（組合又は組合に類似する契約）のために、その出資の手段

として売買契約の形式をとったものにすぎず、上記主張は、Ｆ事業を実現するためにＦ

土地各売買契約書が締結された事実を看過するものである。 

（イ）被告は、仮にＦ事業基本協定が組合契約に類する契約であったとしても、本件Ｆ土地

取引は別個の独立した契約である旨主張しているが、本件Ｆ土地取引は、Ｆ事業を推進

するに当たって不可欠なものであり、Ｆ事業基本協定と不可分一体のものである。なお、

Ｆ土地各売買契約書には、Ｆ事業の遂行を目的とし、同時にＦ事業基本協定を締結する

旨が記載されており、Ｆ事業の実施が前提とされていることは明らかである。 

２ 争点２（本件Ｆ土地取引に対する法人税基本通達２－１－１８の適用の有無）について 

（１）被告の主張の要旨 

ア 法人税基本通達２－１－１８は、法人が債務の弁済の担保としてその有する固定資産を譲

渡した場合において、その契約書に、①当該担保に係る固定資産を当該法人が従来どおり使

用収益すること、②通常支払うと認められる当該債務に係る利子又はこれに相当する使用料

の支払に関する定めがあることの２つの事項を明らかにし、自己の固定資産として経理して

いるときは、その譲渡はなかったものとして取り扱うこととし、形式上買戻条件付譲渡又は

再売買の予約とされているものであっても、上記のような条件を具備しているものは、譲渡

担保に該当する旨を定めている。 

イ これを本件Ｆ土地取引についてみると、Ｆ土地各売買契約書において、原告がＦ土地を使

用収益できる旨の定めはなく、むしろ、Ｆ土地上に原告とＥが共同してＦ建物を建築するこ

とが前提とされており、原告が従来どおりにＦ土地を使用収益できないことは明らかである。

また、原告がＥから受領した金員について、通常支払うと認められる利子又はこれに相当す

る使用料の支払に関する定めもない。そして、Ｆ土地各売買契約書と同時に締結されたＦ事

業各基本協定書においても、原告が従来どおりにＦ土地を使用収益する旨の定めは存在せず、

Ｆ事業の売却時の月末までに年２．５６％の金利にて精算を行うこととされているが（４条）、

この金利計算の対象となるものは、Ｆ事業に係る諸費用であって、Ｅから受領した金員では

ない。加えて、原告は、Ｆ事業から撤退した際、Ｆ土地各売買契約書の締結時にＥから受領
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した金員の返還もしていない。 

ウ したがって、Ｆ土地各売買契約書は、法人税基本通達２－１－１８が定める譲渡担保の取

扱いにおいて想定されている契約内容と全く異なり、本件Ｆ土地取引は、同通達で、法人が

債務の弁済の担保としてその有する固定資産を譲渡した場合において、その譲渡はなかった

ものとして取り扱うとされる取引に類するものということはできない。 

（２）原告の主張の要旨 

ア Ｆ土地について売買契約に基づくＥへの所有権移転があったとしても、それは形式的なも

のであり（前記１（２）参照）、飽くまでＥの出資金を保全するための譲渡担保であるから、

法人税基本通達２－１－１８が定める譲渡担保の取扱いに準じて、原告からＥに対するＦ土

地の譲渡はなかったものとして取り扱うべきである。 

イ 法人税基本通達２－１－１８については、棚卸資産を譲渡担保に供した場合であっても、

例えば、①借入金（債務）に係る返済期限が定められ、履行不能の場合は担保物である当該

資産を引き渡すが、その時の価額で精算を行うこと、②借入金に係る通常の利子を支払うこ

と、③当該資産に係る固定資産税等の管理費用は譲渡者の負担とすること、④譲渡者が担保

物についても販売行為を行い、売れた都度、その部分について契約を解除して登記名を取り

戻した上で顧客に引き渡すことといった条件が付されている取引については、明らかに借入

れのための担保の提供であると認められるから、法人税基本通達２－１－１８に準じて譲渡

はなかったものとして取り扱うことが相当であると解されている。 

ウ Ｆ事業は、次の（ア）ないし（エ）のとおり、上記イの①ないし④の要件をいずれも満た

すものと解されるから、本件Ｆ土地取引については、法人税基本通達２－１－１８に準じ、

原告からＥに対するＦ土地の譲渡はなかったものとして取り扱うのが相当である。 

（ア）Ｆ事業各推進協定書によれば、借入金（債務）に係る返済は、共同事業終了後における

資金の精算の中で行うこととされていることは明らかであり、前記イ①の要件を満たすも

のと解される。 

（イ）原告は、本件変更等申入書面において、Ｅの原告に対して出資したＦ土地代金相当額（本

件受領金）についても金利計算を行い、推進協定変更覚書にも原告が負担すべき金利が記

載されており、前記イ②の要件を満たすものと解される。なお、Ｆ事業各推進協定書には、

Ｅが支払うＦ土地の原価について原告が金利を負担する旨の規定がないが、これは単に契

約書上の誤記にすぎない。 

（ウ）Ｆ土地各売買契約書は、Ｆ土地の引渡日以降の固定資産税等をＥが負担する旨定めてい

るが、これは共同事業が終了するまでの一時的な立替払いにすぎず、最終的には共同事業

が終了した時点で精算されることになっていたから、前記イ③の要件を満たすものと解さ

れる。 

（エ）前記イ④の要件は、譲渡者が単独で土地を売却する場合を想定した条件であるところ、

Ｆ事業においては、原告がＥと共にＦ物件を売却することとしている。原告及びＥが、形

式的にはＥの単独所有であるＦ土地を共同して売却することとしたのは、Ｆ土地が担保物

であったからこそであり、前記イ④の要件に合致するものと解される。 

３ 争点３（本件受領金が本件事業年度における益金の額に算入すべき金額に当たるか否か。）に

ついて 

（１）被告の主張の要旨 
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ア 法人税法２２条２項は、内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金

の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による

資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のもの

に係る当該事業年度の収益の額とする旨規定している。そして、同条４項は、同条２項に規

定する収益の額は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準（以下「公正処理基準」と

いう。）に従って計算されるものとする旨規定しており、法人の収益の額をどの事業年度に

おいて計上すべきかについても、公正処理基準に従うべきである。 

イ（ア）企業会計上、土地の売却取引に関しては、我が国には包括的な会計基準がなく、一般

的な実現主義（企業会計原則第二 損益計算書原則三Ｂ）が適用（準用）されると解さ

れているところ、実務においては、物件の移転が行われた日をもって売却の会計処理を

行うことが原則であり、特に土地の場合には、契約による所有権の移転の日（法的な権

利の移転の日）をもって売却の会計処理を行うことが多いとされている。 

（イ）法人税の課税所得金額の発生の時点は、所得の実現の時点を基準とすべきであり、原

則として、財貨の移転や役務の提供などによって債権が確定したときに収益が発生する

と解され、その意味では権利確定主義が妥当するとされている。ここにいう権利の確定

の意義については、取引の類型や態様に応じて適切な基準を設定する必要があるが、不

動産の譲渡収益については、原則として、不動産譲渡契約に基づき不動産を引き渡すこ

とによって譲渡対価を受領する権利（債権）が確定した時に、その金額を、法人税法２

２条２項に規定する収益の額として益金の額に算入するのが相当であり、このような取

扱いは、上記（ア）で述べたような企業会計原則や会計慣行とも整合するものである。

なお、このような収益計上時期の取扱いについては、法人税基本通達２－１－２におい

ても明らかにされている。 

ウ 前述のとおり、ある収益の額をどの事業年度の益金の額に算入して計上すべきかは、その

収益が実現した時、すなわち、収入すべき権利が確定した時の属する事業年度の益金の額に

算入することが、公正処理基準に適合するというべきであるところ、本件においては、Ｆ土

地各売買契約書の締結日である平成１９年５月●日に、Ｅから原告に対して、売買代金の総

額１８億５９０４万５０００円（本件受領金）が支払われるとともに、同日に原告からＥに

売買を原因とする本件移転登記が行われ、Ｆ土地の引渡しがあったのであるから、Ｆ土地の

取引に係る原告の収益（債権）は、同日に収入すべき権利が確定しており、その収益の額に

ついて、同日の属する本件事業年度の益金の額に算入すべきであることは明らかである。 

エ（ア）原告は、本件受領金について、①Ｅによる出資金であると主張する一方で、②Ｆ土地

各売買契約書に基づきＦ土地が法的に譲渡され、資金（本件受領金）が譲渡人である原

告に流入していることを前提とした上で、国際会計基準（以下「ＩＡＳ」という。）第

１８号１４項が物品の販売に係る収益認識の条件について定める基準（以下「ＩＡＳ収

益認識基準」という。）や日本公認会計士協会の定める「特別目的会社を活用した不動

産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（以下「流動化実務指針」とい

う。）に準拠して、本件Ｆ土地取引を売却取引ではなく、金融取引として処理すべきで

ある旨主張している。しかしながら、上記①及び②は、相互に矛盾しており、論理的に

整合性を欠く。 

（イ）さらに、法人税法における公正処理基準においては、一般に、棚卸資産の販売収益に
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関して、企業会計上、実現主義が採用されていることを踏まえ、また、権利確定主義に

のっとって、引渡基準（法人税基本通達２－１－１）が採用されているところ、本件Ｆ

土地取引に係る原告の収益（債権）については、前述のとおり（前記ウ）、Ｆ土地各売

買契約書の締結日に収入すべき権利が確定していることは明らかである。 

 それにもかかわらず、原告は、流動化実務指針の考え方を準用して、客観的な根拠が

ないにもかかわらず、原告の主観的な判断により、譲渡した土地のリスクと経済価値が

実質的に移転していないから収益の計上時期を遅らせるべきであると主張しているの

であり、このような会計処理が、公平な所得計算という要請に反し、適正公平な税収の

確保という観点から弊害のあるものであることは明らかである。 

 また、原告は、本件経理処理がＩＡＳ収益認識基準を採用したものであり、公正処理

基準に該当する旨主張しているが、ＩＡＳ第１８号は、日本においては一部の限られた

企業の連結財務諸表及び個別財務諸表に対して任意に適用することが認められた会計

基準であり、企業会計上、必ずしも定着した会計基準であるとはいい難く、また、これ

が直ちに公正処理基準に合致するものであるともいえない。 

（ウ）原告は、企業会計審議会の定める監査基準第１にいう「一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準」（以下「公正会計基準」という。）による会計処理について、法人税法

上、別段の定めがないにもかかわらず、課税の公平の観点から公正処理基準に該当しな

いと解することは、法人税法２２条４項についての法的安定性を失わせ、租税法律主義

（課税要件明確主義）に反する旨主張している。しかしながら、同項における「一般に

公正妥当と認められる会計処理の基準」との文言は、同項の立法趣旨や租税法の目的で

ある租税の公平負担の原則に照らして解釈すれば、それが、企業が会計処理において用

いている基準ないし慣行であり、かつ、公平な所得計算等の法人税法独自の観点からみ

ても、全ての納税者において画一的かつ統一的な規範となり得るものを意味することは

明白であって、原告の主張には理由がない。 

（２）原告の主張の要旨 

ア（ア）本件受領金は、前述のとおり（前記１（２））、Ｆ事業に対する出資金であり、Ｆ土地

について所有権移転登記がされたのは、出資金の保全を目的としたものである。したが

って、本件受領金の支払及び本件移転登記について、売買契約の履行が完了したものと

みることはできない。 

（イ）Ｆ事業の本質は、組合又は組合類似の共同事業契約であり、Ｆ土地各売買契約書は、

この共同事業契約を履行するために締結された内部取引にすぎない。Ｆ土地各売買契約

書における売買代金額は、原告及びＥがＦ事業を推進するに当たり、原告がＥから受領

した出資金を土地に割り付けたものにすぎず、原告に形式上収入があったように見えた

としても、Ｆ土地各売買契約書の締結等により、Ｆ土地の売買による収益が実現したと

いうことはできない（Ｆ事業における収益の帰属時期は、Ｆ事業の目的達成時又は事業

終了等による精算時であるというべきである。）。 

イ（ア）法人税法上の収益の計上時期は、その収入についての権利が確定した時であるから（権

利確定主義）、Ｆ事業についても、共同事業の終了により収益が確定した時にその収益

を計上すべきものであるところ、本件Ｆ土地取引のような内部取引による形式的な売上

げを益金として算入することは、内部取引を重ねることによって架空の売上げの計上を
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認め、粉飾決算を容認することにもなるのであり、公正会計処理には当たらないという

べきである。 

（イ）この点、被告は、棚卸資産である不動産の販売については、一般的に代金の支払が完

了し、所有権移転登記の申請をした時点で引渡しがあったものとして、当該時点におい

て収益を計上すべきである旨主張しているが、同主張は、通常の棚卸資産を一般の最終

需要者に対して販売したような場合についてのみ妥当する基準である。原告は、本件Ｆ

土地取引において、Ｅに対してＦ土地を譲渡した後も、Ｆ事業が継続する限り、Ｆ土地

の価値の変動に伴うリスクをＥと共同して負っており、本件Ｆ土地取引を、譲渡後にお

いて何らのリスクも負わない通常の不動産の譲渡と同一のものとみることはできない。 

ウ（ア）ａ ＩＡＳ収益認識基準は、物品の販売に係る収益認識の条件について、①物品の所

有に伴う重要なリスク及び経済価値を企業が買手に移転したこと、②販売された物

品に対して、所有と通常結び付けられる程度の継続的な管理上の関与も実質的な支

配も企業が保持していないこと、③収益の額を、信頼性をもって測定できること、

④その取引に関連する経済的便益が企業に流入する可能性が高いこと、⑤その取引

に関連して発生した又は発生する原価を、信頼性をもって測定できることの全ての

条件が満たされたときに収益を認識する旨定めている（以下、上記①ないし⑤の条

件を、その番号に応じ、それぞれ「ＩＡＳ基準①」などという。）。なお、ＩＡＳ収

益認識基準は、特殊な物品の売買取引に限って適用される基準ではなく、通常の不

動産取引においても遵守されるべきものであり、会計実務上定着している公正会計

基準の一態様である。 

ｂ 本件経理処理は、ＩＡＳ収益認識基準に依拠したものであるところ、①原告は、

本件Ｆ土地取引によりＦ土地の所有権がＥに移転した後においても、Ｆ土地の維持

管理をしていること、②原告及びＥは、共同でＦ土地上に共同住宅を建設して、そ

れぞれ同一の譲受人に売却することを予定していること、③Ｅは、原告がＦ事業を

継続する限り、Ｆ土地を単独で処分することはできないこと、④Ｆ土地の市場価額

とＦ土地各売買契約書における売買価額との間には著しい乖離があること、⑤原告

は、Ｆ事業において、Ｆ土地の価値の変動に伴い生ずる損益をＥと共に享受するこ

となどの事情によれば、原告がＦ土地の価値の低下による損失のリスクを回避する

ことができないことは明らかである。したがって、本件Ｆ土地取引については、Ｆ

土地に係るリスクと経済価値の全てが譲受人（Ｅ）を通じて他の者に移転したと認

められない限り、共同事業者間における金融取引として会計処理をするのが、公正

会計基準（ＩＡＳ収益認識基準）に準拠した会計処理であるというべきである。 

（イ）この点、流動化実務指針は、公正妥当な会計慣行として定着しているＩＡＳ収益認識

基準の内容を具体的な規定として明らかにしたものであるところ、流動化実務指針は、

不動産の売却の認識について、「不動産が法的に譲渡されていること及び資金が譲渡人

に流入していることを前提に、譲渡不動産のリスクと経済価値のほとんど全てが他の者

に移転した場合に当該譲渡不動産の消滅を認識する方法、すなわち、リスク・経済価値

アプローチによって判断することが妥当である」とし、不動産のリスクとは「経済環境

の変化等の要因によって当該不動産の価値が下落することであり、不動産の経済価値と

は、当該不動産を保有、使用又は処分することによって生ずる経済的利益を得る権利に
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基づく価値をいう。」としている。このような流動化実務指針の内容に照らしても、本

件経理処理が公正会計基準に依拠した会計処理であることは明らかである。なお、原告

は、本件Ｆ土地取引について、流動化実務指針が直接適用ないし準用される旨を主張し

ているわけではないが、前述のとおり、流動化実務指針は、ＩＡＳ収益認識基準の内容

を確認的に明らかにしたものであるから、流動化実務指針の定めるリスク・経済価値ア

プローチは、資産の流動化に関する法律（以下「資産流動化法」という。）に基づく特

定の不動産の売買取引に限って適用されるものではない。 

（ウ）原告の本件事業年度の財務諸表について会計監査を行った公認会計士ら（以下「本件

監査人ら」という。）は、原告の会計処理が適正であった旨の監査証明書を発行してお

り、同事実に照らしても、本件経理処理が公正会計基準に準拠したものであったことは

明らかである。なお、被告は、本件監査人らが会計監査に際して原告の会計処理を単に

看過したにすぎないなどと主張しているが、別の監査法人も、本件経理処理が公正会計

基準に基づく会計処理であると判断していること（甲４６）に照らしても、被告の主張

には理由がない。 

エ（ア）公正会計基準の概念は、原則として、法人税法２２条４項の定める公正処理基準の概

念と一致するところ、本件経理処理については、同項の「別段の定め」に当たる規定は

なく、課税上の公平を害するおそれがあるということもできないから、本件経理処理は、

公正処理基準にも合致するものというべきである。 

（イ）この点、被告は、仮に本件経理処理が公正会計基準に合致していたとしても、原告の

主張する収益の認識基準（リスク・経済価値アプローチ）は、適正公平な税収の確保と

いう観点から弊害があり、公正処理基準に合致しない旨主張している。 

 しかしながら、被告は、ＩＡＳ収益認識基準に準拠した本件経理処理により、いかな

る弊害が生じるのかについて具体的な主張立証をしていない。なお、公正処理基準及び

公正会計基準は、原則として一致するものであるから、公正会計基準に合致する会計処

理が課税上の公平を害するおそれのあるものであるかどうか（適正公平な税収の確保と

いう観点からみた弊害の有無）についての立証責任は、課税庁側である被告にあるとい

うべきである。また、法人税法２２条４項は、「別段の定め」があるものを除き、所得

金額計算の基礎となる収益、費用等については、公正会計基準に委ねることを明確にし

たのであり、上記「別段の定め」がないにもかかわらず、適正な課税及び納税義務の履

行の確保を目的とする法人税法の公平な所得計算という要請に反するか否かという税

法独自の観点を重視するのは相当ではない。 

（ウ）被告は、公正会計基準による会計処理であっても、適正公平な税収の確保という観点

から弊害がある会計処理の方式は、公正処理基準に該当しない旨主張しているが、いか

なる場合であれば公正処理基準に該当しないこととなるのか、納税者側からは判断が極

めて困難であり、企業会計の観点から公正処理基準を確定することができない。仮に課

税の公平上弊害が生じるならば、法人税法２２条２項の「別段の定め」を設ければよい

のであり、かかる別段の定めがないにもかかわらず、課税庁の解釈のみによって、その

例外を認めることは、租税法律主義（課税要件明確主義）に反する。 

４ 争点４（本件金員が寄附金に当たるか否か。）について 

（１）被告の主張の要旨 
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ア（ア）寄附金は、対価を伴わず法人の資産を減少させるものではあるが、その全額を無条件

で損金の額に算入するとすれば、寄附金の出捐による法人の負担が法人税の減収を通じ

て国に転嫁され、課税の公平上適当ではなく、その一方で、寄附金には、法人の収益を

生み出すのに必要な費用としての側面を有するものもあるが、そのどれだけが費用の性

質をもつのかなどを客観的に判定することは困難であることから、法人税法は、行政的

便宜及び公平の維持の観点から、統一的な損金算入限度額を設け、寄附金のうちその限

度額の範囲内の金額は費用として損金算入を認め、それを超える部分の金額は損金に算

入しないことにしたものである（同法３７条）。寄附金の損金不算入制度の上記趣旨か

らすれば、同条７項にいう「贈与又は無償の供与」とは、民法上の贈与に限られず、資

産又は経済的利益を対価なく他に移転する場合であって、その行為について通常の経済

取引として是認できる合理的理由が存在しないものを指すと解するのが相当である。 

（イ）法人税法３７条の制度趣旨及び寄附金の意義（上記（ア））に鑑みれば、法人が他に

金銭その他の資産や経済的利益を移転した場合、それが法人の事業に関連するものであ

ったとしても、通常の合理的な経済取引における反対給付として、直接の対価と評価し

得るものが存在しない場合には、同条の寄附金の額に該当するものと解される。そして、

上記にいう直接の対価と評価し得るものが存在しない場合には、金銭の対価として受け

た資産が単なる名目的なものであり、客観的にみて、支払った金銭に見合う価値をほと

んど有していないと認められる場合も含まれるというべきである。 

イ 原告は、Ｇを通じてＪに支払った本件振込金員（本件金員）について、ＪがＸから取得し

たＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の対価として、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に基

づいて支払ったものである旨主張している。しかしながら、以下の（ア）ないし（ウ）の事

情によれば、本件振込金員は抹消登記手続申請書類の直接の対価に当たらないものと推認す

ることができる。また、原告が本件振込金員の反対給付として何らかの役務の提供を受けた

とみることもできないから（後記（エ））、本件金員の支出は、反対給付を受けることなく、

他に資産を移転したものというべきである。 

（ア）原告が、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に基づき、Ｇを通じて、ＪからＨ物件の付着権利に係る

抹消登記手続申請書類を譲り受けた事実は認められないこと 

ａ（ａ）Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書には、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を譲

渡することなどが記載されているが、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に記載された付着権利

のうち、Ⓞ転抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部移転仮登記は、そもそもＨ物件には

設定されていない。さらに、Ⓚ転根抵当権については、ＧがＰに対してその除去等

を依頼しており（Ｇ・Ｐ業務委託契約書）、ＧがＪに対し、Ⓚ転根抵当権の抹消等

を依頼する必要はなかったのであるから、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書は、取引の内容を

正確に反映していない不自然なものである。 

（ｂ）Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書は、ＧがＪから抹消登記手続申請書類を受領し、その書類

の内容を確認した後、Ｊに金員を支払うこととしている。しかしながら、Ｈ物件の

付着権利に係る抹消登記手続申請書類は、平成１７年１２月２２日に作成されたも

の（戊が抹消の交渉をしたもの）については、ⓑ司法書士事務所（以下「本件事務

所」という。）のⓑ司法書士（以下「ⓑ司法書士」という。）が一部預かり、その他

の書類については、ＵないしＷに渡されている。また、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権
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の抹消登記手続申請書類は、本件事務所のⓓ事務員（以下「ⓓ事務員」という。）

が直接Ⓐの事務所に赴いて入手しており、ＧがＪからＨ物件の付着権利に係る抹消

登記手続申請書類を受領したとは認め難い。したがって、Ｇは、Ｊから抹消登記手

続申請書類を受領していないにもかかわらず、Ｊに対して本件振込金員を支払った

こととなる。 

（ｃ）これらの事情に照らせば、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書は、真実とは異なる内容であっ

て、これに記載されたとおりの合意が成立したものと認めることはできない。 

ｂ Ｉ物件の付着権利の整理に何ら関与していないＪは、外形上、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書

に基づいてＨ物件に係る債権及び抹消登記手続申請書類を取得したとされている。しか

しながら、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書の内容は、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書の内容と酷似してお

り、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書についても、前記ａ（ａ）で述べたことが同様に当てはまる。

また、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書に関するＸ及び丁の証言内容には、不自然、不合理な点が

多く、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書が審査請求時において初めて提出されたことを併せ考えれ

ば、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書は、事後的に作出されたものであると推認することができる。

したがって、Ｊが、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書に基づきＸからＨ物件に係る抹消登記手続申

請書類を譲り受けたと認めることはできない。 

ｃ 原告は、Ｘが、Ｉ物件の付着権利の整理において、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記

手続申請書類を取得していた旨主張している。しかしながら、Ｘがいかなる法的根拠に

基づいて上記書類を取得したのかについての合理的な説明は何らされておらず、原告か

ら資金の融通を受けて交渉を行っていたにすぎないＸが、原告やＲを差し置いてＨ物件

に係る抹消登記手続申請書類を取得したなどということは到底首肯し得るものではな

い。 

ｄ 前記ａないしｃによれば、原告がＧ・Ｊ債権譲渡契約書に基づき、Ｈ物件の付着権利

に係る抹消登記手続申請書類をＪから取得した事実は存在しなかったというべきであ

る。 

（イ）原告は、新たに対価を支払わなくても、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類

の交付を要求することができる立場にあったこと 

ａ Ｈ物件の付着権利（Ⓚ転根抵当権を除く。）の抹消に関する合意は、次の（ａ）ない

し（ｅ）のとおり、Ｉ物件の付着権利の抹消についての交渉の際にされたものと認めら

れる。 

（ａ）ｒ転根抵当権 

 Ｉ物件及びＨ物件に係るｒ転根抵当権の抹消登記手続申請書類のうち、登記原因証

明情報、委任状及び登簿は、いずれも平成１７年１２月２２日に作成されており、Ｈ

物件に係るｒ転根抵当権の抹消についての合意は、Ｉ物件に係るｒ転根抵当権につい

ての交渉の際にされていたものと認められる。 

（ｂ）Ⓛ転根抵当権仮登記 

 Ｉ物件及びＨ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記の抹消登記手続申請書類のうち、登記

原因証明情報及び委任状は、いずれも平成１７年１２月２２日に作成されたものであ

り、Ｈ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記の抹消についての合意は、Ｉ物件に係るⓁ転根

抵当権仮登記についての交渉の際にされていたものと認められる。 
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（ｃ）Ⓐ転根抵当権 

 Ｘは、Ⓐに対し、Ｘ・Ⓐ合意書に基づき、４億３０００万円を支払っているところ、

Ⓐの代表取締役であるⒸは、Ｉ三物件とＨ物件を併せて４億３０００万円で決着した

と認識していること、これ以外の金員は受領していないこと等を供述しており（乙１

０９）、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消についての合意は、Ｉ物件に係るⒶ転根抵

当権についての交渉の際にされていたものと認められる。 

（ｄ）Ⓙ転根抵当権 

 Ｘ・Ⓙ合意書には、Ｘが、Ⓙから、Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒿのⒼ及び戊に対す

る各債権を買い受ける旨が記載されており、Ｈ物件に係るⒿ転根抵当権の抹消につい

ての合意は、Ｉ物件に係るⒿ転根抵当権についての交渉の際にされていたものと認め

られる。なお、Ｉ物件及びＨ物件に係るⒿ転根抵当権の抹消登記手続申請書類のうち、

Ⓙの承諾書は、いずれも平成１８年５月２３日付けで作成されている。 

（ｅ）Ⓖ転根抵当権について 

 Ｘは、上記（ｄ）のとおり、ⒿからⒿのⒼに対する債権を買い受けているところ、

Ｉ物件に係るⒿ転根抵当権の抹消登記手続申請書類には、ⒼがⒼ転根抵当権（Ｉ三物

件及びＨ物件）の抹消を承諾する旨の平成１８年５月２３日付け承諾書が添付されて

いた。したがって、Ｈ物件に係るⒼ転根抵当権の抹消についての合意は、Ｉ物件に係

るⒼ転根抵当権の抹消に関する合意と併せてされたものと認められる。 

ｂ（ａ）Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に記載されているＨ物件に係る各付着権利（Ⓚ転根抵当権

を除く。）の抹消に関する合意は、Ｉ物件の付着権利を抹消するための取引におい

て既にされており、原告がＩ物件の抹消登記手続申請書類を取得した時点において、

Ｈ物件についても各権利者により抹消登記手続申請書類が作成されていたか、作成

することが合意されていたものと認められる。すなわち、各権利者はＩ物件の付着

権利の整理に伴い、原告が出捐した金員を受領することにより、Ｉ物件及びＨ物件

を共同担保とする被担保債権が消滅したとの合意をし、上記各物件について転根抵

当権等の権利を主張しないことに同意していたものと認められる。 

（ｂ）Ｉ物件の付着権利の整理に伴い、戊は、ｒに対して３５０万円を、Ⓛに対して１

２０万円を支払い、また、Ｘは、Ⓙに対して１億７０００万円を、Ⓐに対して４億

３０００万円を支払っているところ、これらの各金員（いずれも原告・Ｒ合意書に

基づき原告が出捐したものである。）以外に、これらの各権利者に対して追加的な

金員の支払がされたとは認められない。なお、Ｘは、ＧがＪに支払った本件振込金

員から各権利者に支払われた金員がないことを明確に証言している。 

（ｃ）これらの事情によれば、Ｉ物件の抹消登記手続申請書類とＨ物件の抹消登記手続

申請書類は、不可分一体であり、前者を取得すれば、当然、後者も取得したと考え

られるものであって、既に前者を取得した原告が、後者を取得するために別途対価

を支払わなければならない筋合いのものではない。 

ｃ（ａ）仮に、原告がＩ物件の事業化を図る当初においてＨ物件の付着権利の抹消に関心

がなかったとしても、Ｉ物件及びＨ物件に係る付着権利が共同担保であることにつ

いては、登記をみれば容易に把握することができる。また、原告がＩ物件について

転根抵当権者を相手に訴訟を提起していたこと等に鑑みれば、原告は、Ｉ物件及び
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Ｈ物件が共同担保であったことを認識していたとみるのが自然である。 

（ｂ）原告・Ｒ合意書は、前後の事実経緯に照らせば、Ｒ・Ｐ業務委託契約書、各Ｒ・

Ｘ合意書に基づき、Ｉ物件及びＨ物件に係る各付着権利の権利者であるｒ、Ⓛ、Ⓚ、

Ⓐ、Ⓙ、Ⓖ、Ⓞ及びⒹに対して支払われるべき金額を踏まえて定められたものであ

り、原告は、原告・Ｒ合意書における業務委託先はＲであるものの、各権利者との

間の交渉は戊及びＸによって行われていることは当然に把握していたものと認め

られる。したがって、原告がＲに預金小切手を交付したとしても、原告は、同小切

手がＸに交付され、Ｉ物件及びＨ物件の付着権利を取得し、抹消するために使用さ

れるであろうことを把握していたと考えるのが自然である。 

（ｃ）以上によれば、原告は、原告・Ｒ合意書が作成された時点において、①原告が出

捐した金銭の支払によって、Ⓚを除く各権利者の有する債権が全て消滅するとの合

意がされ、Ｉ物件の付着権利の消滅に連動して、共同担保として設定されていたＨ

物件の付着権利も消滅したこと、②ｒ、Ⓛ及びⒿは、Ｉ物件と併せてＨ物件につい

ても抹消登記手続申請書類も作成しており、ⒶもＨ物件についての抹消登記手続申

請書類の作成が後日になったとしても、別途対価を要求していたわけではないこと

を認識していたものと認められる。そして、これらの事実を認識していた原告が、

Ｒに対して、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の権利を放棄し、又は

これを譲渡する旨の意思表示をしたことをうかがわせる事実はなく、原告は、これ

らの書類の交付を要求できる立場にあったというべきである。 

ｄ Ｈ物件に係る抹消登記手続申請書類が作成された具体的な事情（前記ａないしｃ）に

鑑みれば、原告は、新たに対価を支払うことなく、同書類の交付を要求できる立場にあ

ったというべきである。 

（ウ）本件振込金員がＨ物件に係る抹消登記手続申請書類の対価として支出されたと考えるの

は極めて不自然であり、同書類については、本件振込金員の反対給付としての対価的意義

を見出すこともできないこと 

ａ（ａ）前記（イ）のとおり、原告は、Ｒに対して、Ｈ物件の抹消登記手続申請書類の交

付を要求できるものというべきである上、戊根抵当権の設定登記の抹消登記請求を

認容する判決が確定しており、乙がＨ物件の転根抵当権者を被告として抹消登記承

諾等請求訴訟（東京地方裁判所平成●●年（○○）第●●号。以下「別件Ｈ物件訴

訟」という。）を提起していたこと（なお、別件Ｈ物件訴訟は、本件振込金員の支

出から３か月足らず後の平成１９年３月●日に乙勝訴の判決が言い渡されてい

る。）等に鑑みれば、本件振込金員の支出があった時点において、関係者は、Ｈ物

件の付着権利に係る登記が判決によって抹消される可能性が十分にあることを認

識していたはずである。したがって、原告は、１億６０００万円もの金員を支出し

て、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得しなくとも、登記の抹消

は可能であったのであり、原告が同金員を支出してまで、早急に抹消登記手続申請

書類を取得する必要性があったと認めることもできない。 

（ｂ）Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類に１億６０００万円の価値がある

ことの合理的な算定根拠は存在せず、丁やＸは、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書やＧ・Ｊ債

権譲渡契約書を作成した経緯や本件振込金員の具体的な流れについて合理的に説
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明することもできていない。 

（ｃ）以上によれば、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得するために

本件振込金員を支出することは、通常の取引として合理性が認められず、不自然で

あるというべきである。 

ｂ 原告は、不動産実務上は抹消登記手続申請書類こそが真に経済的価値を有する旨主張

している。しかしながら、本件においては、抹消すべき付着権利に係る債権が消滅して

いると認められるのであり、そのような状況において、抹消登記手続申請書類自体が経

済的価値を有するものとして取引の対象とされているならば、原告がその具体的状況を

明らかにすべきであるところ、原告は、単に不動産実務上経済的価値を有すると主張す

るのみで、何ら具体的な根拠を示していない。 

ｃ 以上によれば、Ｈ物件の抹消登記手続申請書類は、単なる申請書類としての価値しか

有しておらず、通常の経済取引として、同書類を１億６０００万円もの対価を支払って

取得することに合理性はないというべきである。原告が本件振込金員を対価として同書

類を取得したと考えるのは極めて不自然であり、原告は、Ｊから同書類を買い受けたと

いう経済的な取引の外観を作出した上で、Ｊに対して何ら反対給付を得ることなく資産

を移転したものと考えざるを得ない。また、原告は、いかなる性質の契約により抹消登

記手続申請書類を取得したのか、何ら合理的な主張、立証を行っておらず、同書類は、

本件振込金員の対価的意義を有しないものというほかない。 

（エ）原告が本件振込金員の反対給付として何らかの役務の提供を受けたと評価すべき事実は

ないこと 

 Ｈ物件の付着権利の各権利者は、前記（イ）ａ及びｂのとおり、Ｉ物件の付着権利の整

理の際に、Ｈ物件についても抹消登記手続申請書類を作成する旨の合意をし、Ｈ物件の付

着権利に係る被担保債権について権利を主張しないことに同意していたものと認められ

るところ、本件振込金員を原資としてＨ物件の付着権利に対して金員が支払われた事実は

ない。さらに、本件振込金員を受け取ったと証言するＸや丁は、その使途について何ら合

理的な説明を行っておらず、その証言内容は互いに矛盾している。結局、本件振込金員が

いかなる目的で誰に幾ら支払われたのかは全く不明であり、本件振込金員がＨ物件に係る

付着権利の整理に必要であったことをうかがわせる事実を認めることはできない。また、

本件振込金員が一定の業務の遂行の対価であるとする原告の主張を裏付ける合理的な証

拠や証言も存在しない。 

ウ 以上によれば、本件金員の支出は、資産を対価なく他に移転する場合であって、その行為

について通常の経済取引として是認できる合理的理由が存在しないものであると認められ

るから、本件金員を法人税法３７条に規定する寄附金の額と認定した本件法人税更正処分は

適法である。 

（２）原告の主張の要旨 

ア 原告は、Ｉ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得した際、Ｈ物件の付着権利

に係る抹消登記手続申請書類を取得していなかったのであり、同事実は、次の（ア）ないし

（オ）の事情からも明らかである。 

（ア）原告・Ｒ合意書の物件目録には、Ｉ物件のみが記載されており、Ｈ物件は記載されてい

ない。したがって、原告が、原告・Ｒ合意書に基づき、Ｒに対して、Ｈ物件の付着権利に
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係る抹消登記手続申請書類を引き渡すよう求める法的根拠はない。 

（イ）Ｒ・Ｐ業務委託契約書及び各Ｒ・Ｘ合意書の各物件目録には、Ｉ物件のみが記載されて

おり、Ｈ物件は記載されていない。Ｒは、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類

の引渡しを受けていない以上、同書類を原告に引き渡すことはできない。 

（ウ）原告、Ｕ（Ｔ）及びＸは、それぞれの立場で行動していたのであり、Ｘが、Ｉ物件の付

着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得した際、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続

申請書類を取得していたからといって、原告が同書類を取得していたということはできな

い。この点、Ｕは、原告とは独立した形で、Ｉ物件の付着権利の除去に動いており、Ｔの

代表者として、Ｒ・Ｔコンサルタント契約書を締結し、Ｒの業務を補助するなどしていた

ものである。なお、Ｕは、Ｘの尽力により、Ｉ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書

類を取得できたことから、その労に報いるためにも、併せて取得したＨ物件の付着権利に

係る抹消登記手続申請書類についてはＸ自身が取得することを容認していた。 

（エ）Ｘは、Ｉ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得した際、併せてＨ物件の付

着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得している。しかしながら、Ｈ物件に係る上記書

類は、Ｉ物件の付着権利の抹消が完了した後、本件事務所からＸに送付され、Ｘが保管し

ていたのであり、原告が同書類を取得した事実はない（原告は、Ｈ物件の付着権利に係る

抹消登記手続申請書類が取得されたという認識すらなかった。）。この点、ＸがＨ物件の付

着権利に係る抹消登記手続申請書類をＲに引き渡す意思がなかったことは、Ｘ自身が明確

に述べており、各Ｒ・Ｘ合意書の内容からも明らかである。なお、Ｘは、平成１８年６月

頃から、自らが保有する抹消登記手続申請書類を活用するため、Ⓐ、ｅ及び乙らと交渉を

試みており、また、交渉の糸口をつかむため、利害関係がある旨主張して、別件Ｉ③土地

訴訟や別件Ｈ物件訴訟に補助参加していた。 

（オ）原告にとって、Ｉ物件及びＨ物件に係る各事業は、全く別のプロジェクトであった。次

のａないしｃのとおり、原告には、Ｉ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得

した当時、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得する動機がなかった。 

ａ 原告がＨ物件について事業化を検討し始めたのは、平成１８年１１月頃であり、それ

以前において、原告がＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得すべき理由

はなく、実際に取得してもいなかった（原告は、Ｉ物件の付着権利を除去するに至った

同年５月時点において、Ｈ物件の所有権を取得することすらしていない。）。なお、原告

は、上場企業であり、不動産ブローカーではないから、使用する予定もない物件の付着

権利に係る抹消登記手続申請書類をあらかじめ取得しておくことはない。 

ｂ 原告は、Ｉ物件を取得したものの、その付着権利を抹消することができず、平成１７

年１２月頃までに６０億円近い資金を投じるなど、窮地に陥っており、Ｉ事業物件の付

着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得することが緊急の至上命題であった。原告が、

このような状況において、Ｉ物件と併せてＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書

類を取得しようとすることはあり得ない。 

ｃ 乙は、本件和解により、Ｈ物件の所有者となった後、本件和解に基づき、ｅに対し、

Ｈ物件の付着権利を整理することに協力するように求めた。しかしながら、ｅは、この

要求に対応せず、Ｗは、平成１８年９月頃、乙が、原告と交渉するために、Ｉ物件につ

いて処分禁止の仮処分を行うとの情報を入手した。さらに、戊が、同年１０月頃、Ｗに
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対し、Ｈ物件のⓀ転根抵当権に係る抹消登記手続申請書類の売却を申し入れてきたこと

から、Ｗは、Ｈ物件の付着権利を整理して、Ⓦに売却する事業を原告に提案したのであ

り、原告にとって、Ｈ物件の事業化は偶然であった。なお、Ｗは、Ｈ物件に係る事業計

画を原告に提案するに当たり、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の取得費

用を含めた事業計画を原告に提案しており、原告は、上記取得費用として４億２０００

万円程度を支出することを見込んで事業計画を作成していた。 

イ 被告は、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類が、Ｉ物件の付着権利を除去した

際、戊及びＸに対して交付されていた旨主張している。しかしながら、次の（ア）及び（イ）

のとおり、Ｉ物件の付着権利を除去した際、Ｈ物件に係るⓀ転根抵当権及びⒶ転根抵当権の

抹消登記手続申請書類は取得されていなかったのであり、これらの事情からも、原告及びＧ

が、Ｉ物件とは別に、改めてＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得する必要

があったことは明らかである。 

（ア）Ⓚ転根抵当権について 

 Ｈ物件については、Ⓚ転根抵当権に基づき平成１８年２月●日付けで競売開始決定がさ

れ、Ⓚを債権者とするⓀ差押登記がされていたところ、ⓀがⓀ競売申立ての取下書を作成

したのは、同年１１月２９日であり、Ⓚは、同日、Ｈ物件に付着した権利の抹消を確約す

る書面を交付している。なお、被告は、原告が原告・Ｇ協定書に基づき支払った金員（合

計４億１０００万円）のうち、Ｈ物件に係るⓀ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を取得

するために同日Ｐに支払った２億５０００万円が経費に該当することは否認していない

のであり、残りの金員（本件振込金員）について経費性を否認するというのは、あまりに

不自然な認定である。 

（イ）Ⓐ転根抵当権について 

 Ｉ物件に係るⒶ転根抵当権については、Ⓐが平成１８年５月２日付けで作成した登記原

因証明情報に基づいて抹消登記がされているが、Ⓐが放棄したのは、Ｉ物件に係るⒶ転根

抵当権のみであり、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権は放棄の対象とされていない。また、Ⓐ転

根抵当権に基づき、Ｉ三物件及びＨ物件に関して同年１月●日付けで競売開始決定がされ、

Ⓐ差押登記がされているところ、Ⓐは、同年３月頃に作成されたものと推測されるＸ・Ⓐ

合意書において、Ｉ三物件に係るⒶ競売申立てを取り下げることとしたが、Ｈ物件に係る

競売申立てを取り下げることは合意していない。そして、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹

消登記手続申請書類である登記原因証明情報及び委任状は、改めてⒶによって同年１１月

３０日付けで作成されており、Ｉ物件の付着権利を除去する際に、Ｈ物件に係るⒶ転根抵

当権に係る抹消登記手続申請書類が取得されていなかったことは明らかである。 

ウ（ア）ａ 被告は、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書において、Ｈ物件に対する権利を有さないⓄ及び

Ⓓの各担保権付債権も譲渡の対象とされている点を指摘している。しかしながら、

Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書は、ＸがＩ物件に関してⓆ弁護士に依頼して作成した原告・

Ｒ合意書を書式として利用したため、Ⓞ及びⒹに関する記載が残っていたにすぎな

い。また、Ⓞ及びⒹがＨ物件についても権利を主張してくる可能性も否定できなか

ったことからすれば、念のためⓄ及びⒹについて記載したからといって、Ｇ・Ｊ債

権譲渡契約書が虚偽の契約であるということはできない。 

ｂ 被告は、Ｇが既にＰに対してⓀ転根抵当権の抹消を依頼していたにもかかわらず、
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Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書において、Ⓚの戊に対する担保権付債権の譲渡が定められて

いるのは不自然である旨主張する。しかしながら、戊は、様々な手段を弄して、Ｉ

物件及びＨ物件に根抵当権を設定し、さらに多数の利害関係者に転根抵当権等を設

定するなどした人物であり、不動産業界においては有名な要注意人物であった。こ

のため、戊（Ｐ）に対してⓀ転根抵当権の抹消を依頼したとしても、戊が抹消登記

手続を妨害するなどの事態も想定し得たことから、念のため、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約

書において、Ⓚ転根抵当権の抹消についてもＪに依頼するという内容を規定したに

すぎない。 

（イ）被告は、ＧがＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類をＪから受領したことは

ない旨主張しているが事実に反する。Ｘ及びＪは、Ｘが取得して保管していたＨ物件の

抹消登記手続申請書類を、宅建取引業の免許を有するＪと一緒にディベロッパーに売却

するという目的でＪ・Ｘ債権譲渡契約書を作成した。Ｘ及びＪは、非常に密接な関係に

あり、両者は一体となって、Ｘが所有していた上記書類をＧに引き渡したのであるから、

ＪがＧに対して上記書類を引き渡したことを否定することはできない。 

（ウ）被告は、ＸがⒶの戊に対する債権（被担保債権）を取得している以上、Ｈ物件に係る

Ⓐ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を取得するために、本件振込金員を支払う合理性

はない旨主張している。しかしながら、仮に被担保債権が消滅していたとしても、担保

権者が担保権の抹消に同意しなければ、改めて担保権設定登記抹消登記手続請求訴訟を

提起しなければならず、逆に、担保権が複雑に設定されていたとしても、抹消登記手続

申請書類が全てそろっている限り、担保権を抹消することが可能となることなどから、

不動産実務上は、むしろ抹消登記手続申請書類こそが経済的価値を有しているのであっ

て、被告の上記主張は、不動産実務の実情を全く理解しないものである。 

エ 以上のとおり、原告は、原告・Ｒ合意書に基づき、Ｉ物件の付着権利に係る抹消登記手続

申請書類については取得していたものの、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類は

取得していなかったのであり、Ｇとの間において、同書類を取得することを合意し、Ｇは、

Ｊに対して、その業務を任せていたのである。したがって、原告が、Ｇを通じてＪに対し、

Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の取得に係る対価を支払うことは当然のこ

とであり、本件金員は、寄附金には当たらない。 

５ 争点５（原告が本件金員をＨ譲渡土地建物の不動産販売原価とした行為が、隠ぺい又は仮装に

当たるか否か。）について 

（１）被告の主張の要旨 

 前述のとおり（前記４（１））、本件金員の支出は、資産を対価なく他に移転したものである

ところ、原告は、本件振込金員（本件金員）の支出が、何らの対価性も認められない金員の交

付であるにもかかわらず、外形上債権譲渡及び抹消登記手続申請書類の代金支払という正当な

理由に基づくものと見せ掛けるために内容虚偽の書面であるＧ・Ｊ債権譲渡契約書を作成した

ものというべきである。そして、原告は、内容虚偽の契約書を作成することにより、寄附金を

不動産販売原価に仮装したものであり、原告の行為は、通則法６８条１項に規定する隠ぺい又

は仮装に該当するから、本件法人税賦課決定処分は適法である。 

（２）原告の主張の要旨 

 前述のとおり（前記４（２））、原告は、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書が作成された時点において、
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Ｈ物件の付着権利を除去するために必要な抹消登記手続申請書類を入手しておらず、同書類を

入手するために、Ｇを通じてＪに対して本件振込金員（本件金員）を支払ったものである。よ

って、原告が本件振込金員（本件金員）について隠ぺい又は仮装を行った事実などない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件受領金がＦ土地の譲渡対価に当たるか否か。）について 

（１）前提事実並びに後掲の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件Ｆ土地取引に関し、次のアな

いしオの事実を認めることができ、同認定を覆すに足りる事実ないし証拠はない。 

ア（ア）原告は、平成１６年９月３日、Ｆ土地にあった借地権付建物を購入し、その後、平成

１７年１月３１日、Ｆ土地を取得した。Ｆ土地には、当時、ゴーカート場、パターゴル

フ場等を併設したアミューズメント施設が存在していたところ、Ｆ土地は、防衛施設周

辺の生活環境の整備等に関する法律に基づき、国が所有者からの買入要求に応じること

が法定された区域内にあり、確実な買手が存在するという利点のある土地であった。

［甲４０〔２、３頁〕、乙７の１ないし５］ 

（イ）原告は、平成１７年８月１６日、Ｆ土地を担保として、株式会社ⓔ銀行（以下「本件

借入先」という。）から事業資金として１３億円（以下「本件借入資金」という。）を借

り入れた。［甲４０〔２頁〕、乙７の１ないし５］ 

イ（ア）原告は、平成１８年４月頃、Ｆ土地にⓕ関係者向けの賃貸用マンションを建設した上

で、不動産ファンドに売却するという事業を進めることを計画した。なお、原告は、同

事業について、Ｆ土地を総額８０億円の規模（Ａ・Ｂ敷地について４７億円、Ｃ敷地に

ついて３３億円）で売却することを見込んでいた。［甲４０〔２、３頁〕］ 

（イ）原告は、平成１９年５月１５日、Ａ・Ｂ敷地に建設する共同住宅（Ａ・Ｂ棟）につい

て、Ｚとの間において、本件請負契約を締結した。［甲１０、４０〔６頁〕］ 

（ウ）原告は、当初、前記（ア）の事業を単独で実施することを予定していたが、本件借入

先から、本件借入資金の返済期限（平成１９年８月）を延長しない旨の通告を受け、返

済資金を直ちに捻出することは不可能であったことから、同事業については、他の企業

からの資金提供を受けて、共同事業の形で実施することとした。［甲４０〔４頁〕］ 

（エ）原告は、Ｅが前記（ア）の事業に強い関心を持っているとの情報を得たことから、Ｅ

と交渉し、平成１９年５月２２日までには、原告及びＥが同事業を共同事業の形で実施

することが決まった。原告は、Ｅに対し、本件借入資金を上回り、かつ、事業割合を２

５％程度に抑える程度の資金提供を受けることを要望していたが、交渉の結果、Ｆ土地

における事業全体に係る事業比率を原告７０％、Ｅ３０％程度とし、原告がＥから総額

１８億円の資金提供を受けることとなった。［甲４０〔４、５頁〕、証人ⓖ〔４ないし６

頁〕、弁論の全趣旨］ 

ウ（ア）Ｅは、原告との共同事業に参加する前提として、Ｆ土地の所有権を取得することを強

く要望していた。原告及びＥは、Ｅの上記要望に加え、原告が既にＺとの間で本件請負

契約を締結していたこと（前記イ（イ））などから、協議の結果、①Ｆ建物の建物原価

については、原告がこれを負担することとし、②Ｆ土地の土地原価については、Ｅが原

告からＦ土地を購入することにより、Ｅがこれを負担するという前提で事業計画を立て

ることを合意した。［甲４０〔６ないし８頁〕、証人ⓖ〔４、６頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）原告及びＥは、平成１９年５月１６日、①Ａ・Ｂ敷地の土地原価を８億８２０４万５
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０００円（このうち土地代金８億３４０４万５０００円）、Ｆ建物（Ａ・Ｂ棟）の建物

原価を２６億６７００万円（このうち建築費２４億８０００万円）とし、②Ｃ敷地の土

地原価を１０億６０００万円（このうち土地代金１０億２５００万円）、Ｆ建物（Ｃ棟）

の建物原価を１５億０４００万円（このうち建築費１３億３０００万円）とすることを

計画し、上記①及び②について、それぞれ同日付け事業収支目論見書を作成した。Ａ・

Ｂ敷地の代金額は、本件請負契約によりＦ建物（Ａ・Ｂ棟）の建物原価が約２６億円と

見込まれていたこと、Ｆ土地における事業全体に係る事業比率（前記イ（エ））等を踏

まえて決定されたものであり、また、Ｃ敷地の代金額は、Ｅが資金提供を予定していた

金額（前記イ（エ））からＡ・Ｂ敷地の代金額を控除することによって決定された。［甲

５の１・２、甲４０〔５ないし７頁〕、弁論の全趣旨］ 

（ウ）Ｆ土地の路線価は、一坪当たり約１４万２０００円（１㎡当たり約４万３０００円）

であった。［甲１９、弁論の全趣旨］ 

エ（ア）原告及びＥは、Ｅが原告からＦ土地を取得し、原告がＦ土地上にＦ建物を建設した上

で、Ｆ土地についてはＥが売主となり、Ｆ建物については原告及びＥが売主となって、

同一の譲受人にＦ物件を売却するという事業（Ｆ事業）を実施することを合意し、同合

意に基づき、平成１９年５月２２日、Ｆ事業各基本協定書及びＦ土地各売買契約書を締

結した。なお、Ｆ事業各基本協定書においては、Ｆ土地は、Ｅが単独で取得するのに対

し、Ｆ建物は、原告及びＥが建物売主比率に相当する共有持分を取得することとされて

いるところ（Ｆ事業各基本協定書５条、６条）、建物売主比率は、土地原価と建物原価

との割合によって定まることとされ、建物原価が原価全体（土地原価及び建物原価）に

占める割合がＦ事業比率（原告分）を上回れば、その分の建物原価をＥが負担すること

によって、Ｆ建物の持分を取得するという仕組みになっている（Ｆ事業各基本協定書３

条）。［前提事実（２）ア、イ］ 

（イ）Ｅは、平成１９年５月●日、原告に対し、Ｆ土地の売買代金として、本件受領金（合

計１０億２５００万円）を支払い、同日、Ｆ土地について本件移転登記を備えた。原告

は、同月頃、本件借入先に対し、本件借入資金を返済し、本件借入先がＦ土地に設定し

た抵当権は抹消された。［前提事実（２）ウ、乙７の１ないし５］ 

（ウ）原告及びＥは、平成１９年７月２３日、Ｆ事業各推進協定書を締結し、Ｆ建物の建物

売主比率を決定するなどした。［前提事実（２）エ］ 

（エ）原告は、本件受領金について、その実質はＦ事業に対する出資金であるとして、本件

事業年度における収益に計上せず、前受金として経理した（本件経理処理）。なお、原

告の経理担当者であるⓖ及び本件監査人らは、当時、本件経理処理が税務上どのように

取り扱われるかについて、特段の検討をしていたわけではなかった。［前提事実（２）

カ（ア）、甲４０〔９ないし１１頁〕、証人ⓖ〔１４ないし１６、２２、２３頁〕］ 

オ（ア）原告は、本件請負契約に基づき、Ｚに対し、平成２０年８月２９日までに上棟時一時

金（現金約２億４０００万円）を支払わなければならず、また、同時期にＣ敷地の造成

費用も支払わなければならなかったが、これらの費用を支払うための資金繰りが付かな

かった。原告は、Ｅと協議した結果、これらの費用をＥに支払ってもらうこととし、Ｅ

との間において、推進協定変更覚書を締結して推進協定書（Ａ・Ｂ）におけるＦ事業比

率を変更するなどし、本件解約合意書（Ｃ）を締結して推進協定書（Ｃ）を解約した。
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［前提事実（２）オ（ア）ないし（ウ）、甲４０〔８頁〕、証人ⓖ〔９頁〕］ 

（イ）原告は、Ｚに対して、本件請負契約に基づく請負代金（竣工時代金）の支払のために、

平成２０年１１月末を支払期限とする額面１７億７８７０万円の約束手形を振り出し

ていたが、同手形を決済するための資金繰りが付かなくなった。原告は、Ｅと協議の上、

上記請負代金をＥに支払ってもらう代わりに、原告が新・推進協定書（Ａ・Ｂ）におけ

る原告の地位及び権利・義務をＥに譲渡することを合意し、本件解約合意書（Ａ・Ｂ）

を締結した。［前提事実（２）オ（エ）、甲１０、４０〔９頁〕］ 

（２）前記認定事実を踏まえて検討するに、原告は、本件借入先から本件借入資金の返済を求めら

れたことを契機として、Ｆ土地における事業をＥとの共同事業として実施することとし（認定

事実イ（ウ）・（エ））、原告及びＥは、協議の結果、①Ｅが、原告からＦ土地を購入することに

よって土地原価を負担し、②原告が、建物原価を負担することを合意して（認定事実ウ（ア）・

（イ））、この合意に基づき、Ｆ土地各売買契約書及びＦ事業各基本協定書を締結したのである

（認定事実エ（ア））。さらに、Ｆ土地各売買契約書４条は、売買代金全額の支払と同時に、Ｆ

土地の所有権が原告からＥに移転する旨を定めているところ（前提事実（２）イ（イ）ｄ）、

原告は、Ｆ土地の売買代金として、Ｅから本件受領金を受領し、Ｆ土地の所有名義も原告から

Ｅに移転されたのであって（認定事実エ（イ））、これらの事実経緯に照らせば、本件受領金が

Ｆ土地の譲渡対価（売買代金）に当たることは明らかである。 

（３）ア この点、原告は、本件受領金が、Ｆ土地の譲渡対価ではなく、Ｅによる出資金である旨

主張しているところ、前記認定のとおり、Ｅが、Ｆ土地各売買契約書の締結に先立ち、原

告との共同事業に約１８億円を提供することを合意しており（認定事実イ（エ））、原告及

びＥは、Ｆ土地における事業全体に係る事業比率を踏まえて、Ｆ土地の代金額を決定して

いる（認定事実ウ（イ））。 

 しかしながら、Ｅは、Ｆ土地における事業に参加する前提として、Ｆ土地の所有権を取

得することを要望し、この要望に沿う形で、ＥがＦ土地を原告から購入して土地原価を負

担することが合意され（認定事実ウ（ア））、Ｅは、Ｆ事業各基本協定書において、Ｆ土地

の単独の売主として位置付けられているのである（認定事実エ（ア））。そうである以上、

Ｆ事業（Ｆ事業各基本協定書）においては、ＥがＦ土地各売買契約書に基づきＦ土地の所

有権を取得していることが前提とされているのであり、Ｆ土地各売買契約書に基づく売買

代金（本件受領金）がＦ土地の譲渡対価であることは明らかである。また、Ｆ土地の代金

額について、Ｅの共同事業に対する出資金額が割り付けられることによって決定されたも

のであると解する余地があるとしても、Ｆ土地各売買契約書及びＦ土地各基本協定書の内

容に鑑みれば、Ｅは、①本件受領金を対価として、原告からＦ土地の所有権を確定的に取

得することとした上で、②Ｆ土地を、Ｆ建物の底地としてＦ事業に提供（出資）したもの

と解するのが相当であり、本件受領金がＦ事業に対する出資金であるということはできな

い。 

イ（ア）原告は、本件受領金がＦ土地の譲渡対価ではないことを基礎付ける事情として、Ｆ

土地の代金額が、Ｆ事業比率から逆算されたものであり、Ｆ土地の実勢価格から乖離

していることを指摘している。しかしながら、Ｅが原告に支払うＦ土地の代金額は、

Ｆ事業における土地原価として建物売主比率に反映される仕組みとなっており（認定

事実エ（ア））、Ｆ事業が具体化するまでの経緯（認定事実イないしエ）に鑑みても、
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Ｅは、Ｆ土地上にＦ建物を建築し、Ｆ土地をＦ建物と共に第三者に転売したならば、

Ｆ土地の購入金額（本件受領金）を上回る利益が得られることを見込んで、Ｆ土地各

売買契約書を締結したものと推認することができる。そうである以上、本件受領金が

Ｆ土地の実勢価格を上回っているからといって、本件受領金がＦ土地の売買代金に当

たらないということはできない。 

（イ）原告は、Ｅが、Ｆ事業への出資金の保全として、Ｆ土地の所有名義を取得したにす

ぎないなどと主張している。しかしながら、前記検討のとおり、Ｆ事業（Ｆ事業各基

本協定書）においては、ＥがＦ土地の所有権を確定的に取得していることが事業の前

提とされていることに鑑みれば、原告の上記主張に理由がないことは明らかである。 

（ウ）原告は、ＥがＦ土地の完全な所有権を取得したわけではないなどと主張していると

ころ、Ｆ事業各推進協定書１６条は、原告及びＥが他の共同事業者の承諾なしにＦ土

地及びＦ建物を処分することができない旨を定めている（前提事実（２）エ（イ）ｇ）。

しかしながら、前記検討のとおり、Ｅは、Ｆ土地の所有権を取得した上で、Ｆ土地を

Ｆ建物の底地としてＦ事業に提供（出資）したものと解されるのであり、Ｅが、Ｆ事

業各推進協定書に基づき、Ｆ土地及びＦ建物の処分を制限する旨を別途合意したから

といって、ＥがＦ土地の完全な所有権を所得していないなどということはできない。 

（４）以上によれば、本件受領金は、原告がＦ土地の譲渡対価（売買代金）としてＥから受領した

ものというべきである。 

２ 争点２（本件Ｆ土地取引に対する法人税基本通達２－１－１８の適用の有無）について 

（１）法人税基本通達２－１－１８は、債務の弁済の担保としてその有する固定資産を譲渡した場

合において、その契約書に、①当該担保に係る固定資産を当該法人が従来どおり使用収益する

こと、②通常支払うと認められる当該債務に係る利子又はこれに相当する使用料の支払に関す

る定めがあることの２つの事項を明らかにし、自己の固定資産として経理しているときは、そ

の譲渡はなかったものとして取り扱うこと等を定めているところ、前記検討のとおり、Ｅは、

Ｆ土地各売買契約書に基づき、Ｆ土地の所有権を確定的に取得したものと解すべきであるから、

Ｆ土地の譲渡がなかったものとして取り扱うべき理由はない。 

（２）この点、原告は、Ｆ土地について売買契約に基づく所有権の移転があったとしても、それは

Ｅの出資金を保全するための譲渡担保であるなどと主張している。しかしながら、前記検討の

とおり、本件受領金は、Ｆ土地の譲渡対価として受領されたものであるから、本件受領金が出

資金であることを前提とする原告の主張には理由がない。また、譲渡担保とは、債務の弁済を

担保するため、債務者の財産の所有権を形式上債権者に移転するものであるところ、原告の主

張によっても、Ｅが原告に対し、いかなる債権を有しているのかは明らかでない。さらに、Ｆ

事業は、Ｆ土地を第三者に売却することを予定しているのであって、Ｆ事業における収益の多

寡にかかわらず、Ｅが原告に対してＦ土地の所有権を回復させることは想定されていないので

あるから、この点からも、本件Ｆ土地取引による所有権の移転を譲渡担保とみる余地はない。

なお、Ｅが、Ｆ土地の所有権の取得を希望したのは、原告の資力不足その他の原因により、Ｆ

事業の継続が困難となった場合に備えて、少なくともＦ土地の所有権を確保しておくためであ

ったものと解されるが、このことをもって、ＥがＦ土地に譲渡担保を設定したと見ることはで

きない。 

（３）以上によれば、Ｆ土地各売買契約書に基づくＦ土地の譲渡について、法人税基本通達２－１
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－１８が適用されることはないというべきである。 

３ 争点３（本件受領金が本件事業年度における益金の額に算入すべき金額に当たるか否か。）に

ついて 

（１）ア 法人税法上、内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算

入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資本等取引以外の取引に係る当該事業年

度の収益の額とするものとされ（同法２２条２項）、当該事業年度の収益の額は、一般に

公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算すべきものとされている（同条４項）。

したがって、ある収益をどの事業年度に計上すべきかについては、一般に公正妥当と認め

られる会計処理の基準（公正処理基準）に従うべきであり、これによれば、収益は、その

実現があった時、すなわち、その収入すべき権利が確定したときの属する年度の益金に計

上すべきものと解される（最高裁平成●●年（○○）第●●号同５年１１月２５日第一小

法廷判決・民集４７巻９号５２７８頁参照）。 

イ これを本件についてみるに、原告は、平成１９年５月●日、Ｅとの間において、Ｆ土地

各売買契約書を締結し、同日、Ｆ土地の売買代金１８億５９０４万５０００円（本件受領

金）を受領した上、Ｆ土地について売買を原因とする本件移転登記をしているのである（前

提事実（２）ウ）。これらの事実関係によれば、同日の時点において、原告のＥに対する

Ｆ土地各売買契約書に基づく代金支払請求権が確定していたことは明らかであり、実際に

Ｆ土地の売買代金（本件受領金）が支払われ、本件移転登記がされたことに照らしても、

同日の時点において、本件Ｆ土地取引による収益の実現があったというべきである。 

ウ したがって、本件受領金は、本件事業年度における益金の額に算入すべき金額に当たる。 

（２）この点、原告は、本件受領金がＦ事業に対する出資金であることを前提として、Ｆ土地各売

買契約書の締結等によって、Ｆ土地の売買による収益が実現したということはできない旨主張

している。しかしながら、前記１において検討説示したとおり、本件受領金は、Ｆ土地各売買

契約書に基づく売買代金（Ｆ土地の譲渡対価）であるというべきであるから、本件受領金が出

資金であることを前提とする原告の主張には理由がない。 

（３）ア さらに、原告は、本件Ｆ土地取引について、Ｆ土地に係るリスクと経済価値の全てが譲

受人（Ｅ）を通じて他の者に移転したと認められない限り、共同事業者間の金融取引とし

て会計処理をすべきであり、本件経理処理は、公正会計基準であるＩＡＳ収益認識基準に

準拠したものであるなどと主張している。 

イ 原告の主張は、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ収益認識基準を満たさないことを前提として、

本件経理処理が公正処理基準に適合するものであると主張するものと解されるが、以下の

検討によれば、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ収益認識基準を満たさないということはできない。 

（ア）ＩＡＳ基準①について 

ａ 原告が本件受領金（Ｆ土地の譲渡対価）を全額取得して、本件移転登記もしている

以上、Ｆ土地の経済価値の全てが原告からＥに移転したことは明らかである。なお、

Ｅは、別途、Ｆ土地各基本協定書を締結して、他の共同事業者の同意を得ることなく

Ｆ土地及びＦ建物を処分しないことや、土地原価及び建物原価につき、Ｆ物件の売却

時に年利２．５６％の金利で精算することなどを原告と合意しているが、このことを

もって、本件Ｆ土地取引において、Ｆ土地の経済価値が原告に留保されていると解す

ることはできない。 
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ｂ Ｆ土地各売買契約書は、Ｆ土地の再実測により面積に差異が生じても売買代金の増

減は請求しないこと（２条）、原告が売買代金全額の支払を受けるのと同時に、Ｆ土

地をＥに引き渡すこと（４条）、Ｆ土地の引渡日以降は、Ｆ土地の固定資産税等をＥ

の負担とすること（７条）などを定めているところ（前提事実（２）イ（イ））、原告

がＦ土地ないし本件Ｆ土地取引について特段の義務を負担することを定めた規定も

見当たらないことを併せ考えれば、本件Ｆ土地取引において、Ｆ土地の所有に伴う重

要なリスクが原告に留保されたものと解することはできない。 

ｃ この点、原告は、Ｆ事業が継続する限り、Ｆ土地の価値の低下に伴うリスクをＥと

共同して負っている旨主張している。しかしながら、前記検討のとおり、Ｆ土地の所

有権は、Ｆ土地各売買契約書に基づき、原告からＥに移転しており、原告が、本件Ｆ

土地取引によって、Ｆ土地の譲渡対価（本件受領金）を確定的に取得している以上、

Ｆ土地の経済的価値が変動することによるリスク等についても、本件Ｆ土地取引の時

点において、原告からＥに対して確定的に移転したものと解すべきである。なお、Ｆ

土地の経済的価値が低下した場合には、Ｆ事業全体の事業利益も低下するという関係

にはあるが、このような関係は、Ｆ事業がＦ土地を第三者に売却することを含む内容

であることによって生じるものにすぎず、上記関係があるからといって、本件Ｆ土地

取引において、Ｆ土地の経済的価値の変動に伴うリスク等が原告に留保されていたと

いうことはできない。 

ｄ 以上によれば、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ基準①を満たさないということはできない。 

（イ）ＩＡＳ基準②について 

 Ｆ土地の所有権は、前記検討のとおり、本件Ｆ土地取引に伴い、原告からＥに移転し

たのであり、前記（ア）において検討した事情に照らしても、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ

基準②を満たさないということはできない。なお、原告は、原告が本件Ｆ土地取引後に

Ｆ土地の維持管理をしていたことなどを指摘しているが、原告は、Ｆ事業の共同事業者

であり、Ｆ事業に必要な範囲でＦ土地の維持管理等を行ったからといって、Ｆ土地の所

有者としての負担を原告が負ったことになるわけでないことは明らかである。 

（ウ）ＩＡＳ基準③ないし⑤について 

 本件Ｆ土地取引によって、Ｆ土地の取得原価とＥに対する売却額（本件受領金）との

差額が原告の収益に含まれることは明らかであり、前記（ア）ａにおいて検討した事情

に照らしても、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ基準③ないし⑤を満たさないということはでき

ない。 

ウ 以上のとおり、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ収益認識基準を満たさないということはできな

いから、ＩＡＳ収益認識基準が公正会計基準ないし公正処理基準に該当するか否かを検討

するまでもなく、本件Ｆ土地取引がＩＡＳ収益認識基準を満たさないことを前提として、

本件経理処理が公正処理基準に適合する旨の原告の主張に理由はない。 

（４）なお、原告は、本件監査人らが、本件事業年度における原告の財務諸表が公正会計基準に準

拠した適正なものである旨の監査報告書（甲２０の１・２）を作成しており、別の監査法人も

本件経理処理が公正会計基準に準拠したものである旨の見解書（甲４６）を作成したことを指

摘して、本件経理処理が公正会計基準に準拠したものである旨主張している。しかしながら、

上記監査報告書は、本件経理処理について特段の記載がされているわけではなく、上記見解書
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も、本件経理処理に関する監査法人の意見が記載されたものにすぎない。そして、公認会計士

がある会計処理について公正会計基準に準拠している旨の書面を作成したからといって、その

ことにより、当該会計処理が当然に公正会計基準に準拠することになるわけでなく、前記（１）

ないし（３）における検討に照らしても、原告の上記主張には理由がない。また、原告は、本

件経理処理に関し、流動化実務指針にも言及しているが、流動化実務指針は、資産流動化法の

定める特定目的会社（資産流動化法２条３項）を活用した不動産の流動化について適用される

ものであることは明らかであり（甲２３）、本件において、流動化実務指針の適用が問題とな

る余地はない。 

４ 争点４（本件金員が寄附金に当たるか否か。）について 

（１）前提事実並びに後掲の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、Ｉ事業及びＨ事業に関し、次のア

ないしマの事実を認めることができ、同認定を覆すに足りる事実ないし証拠はない。 

ア（ア）Ｗは、ＥがＯの所有する不動産の購入を検討していた際の担当者であり、乙の関係者

とも懇意にしていたことなどから、ｅがＯとの間の売買契約に基づきＩ物件に係る所有権

を確保し、Ｉ物件に付着した戊根抵当権を抹消する見通しが付いたとの情報を得た。さら

に、Ｗは、ｅのⓠ会長からＩ土地の売却先について相談を受けていたこともあり、甲（原

告）に対し、原告がＩ事業物件を取得して付着権利を整理した後、大手の不動産業者に売

却するという事業（Ｉ事業）を提案した。Ｗは、甲が同提案に応じたことから、平成１５

年１２月以降、ⓅがＩ事業物件を譲り受けた上で、後日、その地位を原告が譲り受けるこ

とができるように調整を行った。なお、Ｗは、平成１６年３月にＥを退社し、同年７月に

は原告の顧問となっている。［甲３９〔１ないし４、１２ないし１８頁〕、乙６０の１〔３

６頁〕、証人Ｗ〔１ないし３頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）ａ Ⓟは、平成１６年４月２３日、ｅらから、Ｉ事業物件を売買代金１００億円にて

買い受けた。なお、Ⓟとｅらとの間の不動産売買契約書には、Ⓟがｅらに対し、手

付金３億円のほか、Ｉ物件の付着権利を除去するための費用として７億円を支払い、

ｅらは、平成１７年１月３１日までに一切の付着権利を除去すること、残代金９０

億円は、付着権利の除去その他の条件が成就したときに支払うことなどが定められ

ていた。［前提事実（３）ウ（ア）ａ、乙６６］ 

ｂ 原告は、平成１６年５月２８日及び同年９月１５日、Ⓟ及びｅらとの間において、

上記ａの不動産売買契約におけるⓅの地位の全部を原告が譲り受ける旨の合意を

し、同年１１月２日までに、Ｉ譲渡土地について所有権移転登記を備えた。上記合

意においては、Ⓟがｅらに支払った１０億円を売買代金に充当すること、原告がｅ

らに対して売買代金の一部（１５億円）を直ちに支払うことなどが定められていた。

［前提事実（３）ウ（ア）ｂ、乙６７の１・２］ 

イ（ア）甲は、Ｉ事業の進行を全面的にＷに任せることとし、Ｗは、ｅに協力する形で、Ｉ物

件の付着権利の権利者らとの交渉を行った（なお、Ｗは、平成１７年２月には、原告の

完全子会社として設立されたＶの代表取締役となった。）。しかしながら、ｅは、付着権

利を整理するための費用をなるべく抑えて、最悪の場合には、訴訟によって解決すれば

良いと考えていたこともあり、上記権利者らとの交渉は、金額面で折り合いが付かなか

った。また、Ｏ・戊訴訟において、戊根抵当権の抹消登記手続を命じる旨の判決がされ、

同年４月●日に同判決が確定したことから、Ｗは、戊根抵当権の転根抵当権等も整理で
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きるだろうと予想していたが、その後、転根抵当権等の権利者らが抹消登記手続の承諾

を拒むことが明らかとなり、同権利者らとの間の交渉は難航した。［前提事実（３）イ

（ア）ｃ、甲３６〔６、７頁〕、３９〔１８、１９頁〕、証人Ｗ〔３、５、６頁〕、証人

ⓖ〔１１、１２頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）原告は、Ｉ物件の付着権利が平成１７年１月末までに整理されることを見込んで、相

当額の資金を投入したにもかかわらず、Ｉ事業の目途が立たないことから、借入金の金

利負担が原告の経営を圧迫するようになった。原告は、同年７月までの間に、Ｉ物件に

係る転根抵当権等の権利者らを被告として、その抹消登記手続を求める別件Ｉ物件訴訟

を提起し、同年８月●日、Ｉ物件に係る本件各転根抵当権等について、処分禁止仮処分

の登記を行った。［甲３６〔６、７頁〕、３９〔１９頁〕、乙１１ないし１５の各１・２、

乙９１〔別添２８２頁〕、弁論の全趣旨］ 

（ウ）なお、ｅは、平成１７年８月２３日頃、Ｉ③土地の転根抵当権等の権利者らを被告と

して、その抹消登記手続等を求める旨の別件Ｉ③土地訴訟を提起し、また、乙は、同年、

Ｈ物件の転根抵当権等の権利者らを被告として、その抹消登記手続等を求める旨の別件

Ｈ物件訴訟を提起した。［甲５８、５９、乙９１〔別添２７７頁〕、弁論の全趣旨］ 

ウ（ア）Ｕは、戊が、戊根抵当権の転根抵当権等の権利者から抹消登記手続申請書類を取得す

るので買い取ってもらいたい旨の意向を有しているとの情報を得たことから、甲に対し、

戊と交渉して金銭的解決を図ることを提案した。甲は、Ｕに対し、Ｉ事業についてはＷ

に任せており、戊から上記書類を取得できるかどうか分からない段階において、原告と

して戊との交渉を進めることはできないが、戊が本当に抹消登記手続申請書類を売却す

るならば、原告が最終的に同書類を買い取る旨を約した。Ｕは、甲の対応を受けて、個

人としての責任と判断において、戊との交渉を進めることとした。［甲３６〔７、８頁〕、

３７〔４、５頁〕、証人Ｕ〔２、３、７、３１、３２頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）Ｕは、Ｘを通じて、戊が経済的に相当困窮しており、上記（ア）の情報が事実である

ことを確認した（なお、戊は、平成１７年４月●日、東京地方裁判所において破産宣告

を受けている。）。Ｕは、戊との交渉方法について、Ｘに相談したところ、Ｘは、Ｕに対

し、戊を信頼することはできないので、戊と直接取引するのではなく、戊がＸと面識の

あるⓆ弁護士に取引を依頼する形にして、抹消登記手続申請書類の代金をⓆ弁護士に振

り込み、同書類の引渡しを確認した時点で、Ⓠ弁護士が戊に上記代金を交付するという

方法を提案した。Ｘが知人を介して調整した結果、戊は、上記方法による取引に応じる

こととし、最終的には、戊が、Ｉ物件に係るⒹ根抵当権一部移転仮登記、Ⓚ転根抵当権、

Ⓛ転根抵当権仮登記及びⓄ転抵当権仮登記の抹消登記手続申請書類を取りまとめて、戊

の代理人であるⓆ弁護士が関与する形で取引をすることとなった。［甲３６〔８頁〕、３

７〔４、５頁〕、乙９１〔別添１９１頁〕、証人Ｕ〔６頁〕、証人Ｘ〔２ないし４頁〕、弁

論の全趣旨］ 

（ウ）Ｕは、甲に対し、前記（ア）の情報が事実であること等を説明したところ、甲は、戊

から現実に抹消登記手続申請書類を取得していない状況では、Ｗとの関係もあり、原告

として正式に動くことはできず、Ｕの行動も知らないこととするが、現実に上記書類を

取得した場合には、その代金を支払う旨を合意した。Ｕは、甲の対応を受けて、Ｕが表

に出ない方が良いと考えて、ＵのＥ勤務当時の後輩であるＳが代表取締役を務めるＲに
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対し、Ｉ物件に係る本件各転根抵当権等の抹消登記手続申請書類を取得するために動い

てもらうこととした。そして、Ｕ及びＳは、ＲがＴに対してコンサルタント業務を委託

することによって、引き続きＵ（Ｔ）がＩ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類

の取得に関与することとし、平成１７年１２月２０日、Ｒ・Ｔコンサルタント契約書を

締結した。［前提事実（３）ウ（イ）ｂ、甲３６〔８、９頁〕、証人Ｕ〔４、５、３３、

３４頁〕、弁論の全趣旨］ 

（エ）Ｕは、平成１７年１２月頃、ⓑ司法書士に対し、Ｉ物件に係る本件各転根抵当権等を

除去するため、一旦Ｒが転根抵当権等を取得することとするので、Ｒに対する移転登記

手続に必要な書類をそろえてもらいたい旨を依頼し、ⓓ事務員が申請書類の準備等を担

当した。ⓓ事務員は、Ｉ物件及びＨ物件が共同担保とされていたことから、①Ｉ物件に

係る本件各転根抵当権等の移転登記手続申請書類とは別に、②Ｉ③土地及びＨ物件の付

着権利に係る抹消登記手続申請書類も準備した。［甲４１〔２、３頁〕、証人ⓓ〔２、３

頁〕、弁論の全趣旨］ 

エ（ア）Ｒは、Ｉ物件の付着権利（Ⓚ転根抵当権、ｒ転根抵当権、Ⓛ転根抵当権仮登記、Ⓓ根

抵当権一部移転仮登記及びⓄ転抵当権仮登記）に係る移転登記手続申請書類を取得する

ため、平成１７年１２月２１日、Ⓠ弁護士を立会人として、Ｐ（戊）との間において、

Ｒ・Ｐ業務委託契約書を締結した。なお、Ｒ・Ｐ業務委託契約書の契約当事者がＰとな

ったのは、戊が破産宣告を受けていたためであり（前記ウ（イ））、実質的な取引の当事

者は、戊であった。戊は、Ｒ・Ｐ業務委託契約書について、Ｒに対する移転登記が完了

するまでは代金の一部の支払が留保されることへの不満を述べ、その結果、Ｓは、個人

の連帯保証人として、Ｒ・Ｐ業務委託契約書に署名・捺印した。［前提事実（３）ウ（イ）

ａ（ａ）、甲３６〔９、１０頁〕、乙８１、１０４〔別紙１〕、証人Ｕ〔７頁〕、弁論の全

趣旨］ 

（イ）Ｒは、平成１７年１２月２１日、Ｒ・Ｐ業務委託契約書に基づく支払の一部として、

５０００万円をⓆ弁護士の口座に振り込んだ。同金員は、Ｕが自己資金を原資として同

日Ｒに送金した６０００万円の一部であった。［前提事実（３）ウ（イ）ａ（ｂ）、甲３

６〔１０頁〕、４９、乙１０４〔別紙２〕、証人Ｕ〔５頁〕］ 

オ（ア）Ｕ、Ｓ、戊、Ⓚ、Ⓠ弁護士及びⓓ事務員は、平成１７年１２月２１日、●●公証役場

に集まった。Ⓚ及びＳ（Ｒ）は、同所において、ⓓ事務員が準備した登記原因証明情報

等に押印するなどして、Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権の移転登記手続申請書類をⓓ事務員

に交付した。なお、上記登記原因証明情報には、ＲがⓀに対し、戊のⓀに対する残債務

を全額弁済し、債権者に代位することについてⓀが承諾したことによって、Ｉ物件に係

るⓀ転根抵当権がⓀからＲに移転した旨が記載されていた。［甲３６〔１０頁〕、４１〔３

頁〕、乙１０５、証人ⓓ〔１、２頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）戊は、平成１７年１２月２１日、Ⓚに対し、Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権の移転登記手

続申請書類の対価の一部として、１０００万円を支払った。［前提事実（３）ウ（ウ）

ａ（ａ）、乙８９の１、弁論の全趣旨］ 

（ウ）Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権について、平成１７年１２月●日、ⓀからＲに対する移転

登記がされた。［前提事実（３）ウ（ウ）ａ（ｂ）］ 

カ（ア）Ｕ、Ｓ、戊、ｔ（ｒ）、Ⓝ（Ⓛ）、Ⓞ、Ⓕ（Ⓓ）、Ⓠ弁護士及びⓓ事務員は、平成１７
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年１２月２２日、●●公証役場に集まり、ｔ、Ⓝ、Ⓞ、Ⓕ、戊及びＳは、同所において、

以下のａないしｄのとおり、移転登記手続申請書類等をⓓ事務員に交付した。［甲３６

〔１０頁〕、４１〔４頁〕、証人ⓓ〔２、３頁〕、弁論の全趣旨］ 

ａ（ａ）ｔ（ｒ）及びＳ（Ｒ）は、Ｉ物件に係るｒ転根抵当権について、ⓓ事務員が準

備した登記原因証明情報等に押印するなどして、Ｉ物件に係るｒ転根抵当権の移

転登記手続申請書類をⓓ事務員に交付した。［乙９１〔別添１７５ないし１７９

頁〕］ 

（ｂ）ｔ（ｒ）は、Ｉ③土地及びＨ物件に係るｒ転根抵当権について、ⓓ事務員が準

備した登記原因証明情報等に押印するなどして、Ｉ③土地及びＨ物件に係るｒ転

根抵当権の抹消登記手続申請書類をⓓ事務員に交付した。［乙９１〔別添１６０

ないし１６４頁〕］ 

ｂ（ａ）Ⓝ（Ⓛ）及びＳ（Ｒ）は、Ｉ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記について、ⓓ事務

員が準備した登記原因証明情報等に押印するなどして、①Ｉ物件に係るⓁ転根抵

当権仮登記の移転仮登記手続申請書類、②Ｉ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記の抹

消登記手続申請書類をⓓ事務員に交付した。［甲４１〔４頁〕、乙９１〔別添１９

９ないし２０１頁〕、弁論の全趣旨］ 

（ｂ）Ⓝ（Ⓛ）は、Ｉ③土地及びＨ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記について、ⓓ事務

員が準備した登記原因証明情報等に押印するなどして、Ｉ③土地及びＨ物件に係

るⓁ転根抵当権仮登記の抹消登記手続申請書類をⓓ事務員に交付した。［乙９１

〔別添２１３ないし２１５頁〕］ 

ｃ Ⓞは、Ⓞ転抵当権仮登記について、ⓓ事務員が準備した登記原因証明情報等に押印

するなどして、Ⓞ転抵当権仮登記の移転仮登記手続申請書類及び抹消登記手続申請書

類をⓓ事務員に交付した。［乙１０６、弁論の全趣旨］ 

ｄ Ⓓ（Ⓕ）は、Ⓓ根抵当権一部移転仮登記について、ⓓ事務員が準備した登記原因証

明情報等に押印するなどして、Ⓓ根抵当権一部移転仮登記の移転仮登記手続申請書類

及び抹消登記手続申請書類をⓓ事務員に交付した。［乙１０７、弁論の全趣旨］ 

（イ）戊は、平成１７年１２月２２日、移転登記手続申請書類等（前記（ア）ａないしｄ）

の対価として、ｒに対して３５０万円を、Ⓞに対して１１００万円を、Ⓛに対して１２

０万円を、Ⓓに対して４００万円を、それぞれ支払った。なお、Ⓛは、同日付けで、戊

との間に何らの債権債務がないことを確認する旨の確認書を作成している。［前提事実

（３）ウ（ウ）ｂないしｅの各（ａ）、乙１０４〔別紙８の２〕、弁論の全趣旨］ 

（ウ）Ｉ物件に係るｒ転根抵当権について、平成１７年１２月●日、Ｒに対する移転登記が

され、また、Ｉ物件に係るⓄ転抵当権仮登記、Ⓛ転根抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部

移転仮登記について、同日、Ｒに対する移転仮登記がされた。［前提事実（３）ウ（ウ）

ｂないしｅの各（ｂ）］ 

（エ）Ｒは、平成１８年１月１０日、Ｒ・Ｐ業務委託契約書に基づく支払の一部として、２

０００万円をⓆ弁護士の口座に振り込んだ。同金員は、Ｕが自己資金を原資としてＲに

送金したものであった。［前提事実（３）ウ（イ）ａ（ｂ）、甲３６〔１０頁〕、５０、

証人Ｕ〔５頁〕］ 

（オ）戊は、平成１８年１月１８日及び同月３０日、Ⓚに対し、Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権
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の移転登記手続申請書類の対価の一部として、１０００万円ずつ、合計２０００万円を

支払った。［前提事実（３）ウ（ウ）ａ（ａ）、乙８９の２・３、弁論の全趣旨］ 

キ Ⓐは、Ⓐ競売申立てを行い、平成１８年１月●日、Ｉ三物件及びＨ物件について、担保不

動産競売開始決定を原因とするⒶ差押登記がされた。［前提事実（３）イ（イ）ｂ（ｃ）］ 

ク（ア）甲（原告）は、Ｉ物件の付着権利の一部がＲに移転登記されたこと（前記オ（ウ）、

カ（ウ））を受けて、Ｉ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を金銭で取得する

ことにより、Ｉ物件の付着権利を整理することとし、Ｕ及びＲに対し、そのための資金

の手当をすることとした。［甲３６〔１０、１１頁〕］ 

（イ）Ｒは、平成１８年２月３日、Ｒ・Ｐ業務委託契約書に基づく残額の支払として、２億

６５００万円をⓆ弁護士の口座に振り込んだ（同金員には、原告がＲに提供した１億７

０００万円に加えて、Ｕが自己資金を原資としてＲに提供した８５００万円が含まれて

いる。）。Ｔは、同日、Ｒから、Ｒ・Ｔコンサルタント契約書に基づく業務委託料として、

１８６０万円の支払を受けた。［前提事実（３）ウ（イ）ａ（ｂ）、甲３６〔１０、１１

頁〕、証人Ｕ〔８頁〕、弁論の全趣旨］ 

（ウ）戊は、平成１８年２月３日、Ⓚに対し、Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権の移転登記手続申

請書類の対価（残額）として、２億５５００万円を支払った。［前提事実（３）ウ（ウ）

ａ（ａ）、乙８９の４、弁論の全趣旨］ 

ケ Ｕ及びＳ（Ｒ）は、前記経緯により、ｒ転根抵当権及びⓁ転根抵当権仮登記について、Ｉ

③土地及びＨ物件に係る抹消登記手続申請書類も保有することとなったが（前記カ（ア）ａ・

ｂの各（ｂ））、原告が必要としていたのは、Ｉ物件に係る抹消登記手続申請書類のみであっ

た上、ＸがＩ③土地及びＨ物件に係る抹消登記手続申請書類の取得を希望したことから、Ｉ

物件の付着権利の整理に協力してくれたことに対する手数料の代わりとして、これらの書類

をＸに取得させることとした。ただし、Ｘは、上記書類をⓑ司法書士に預かってもらうこと

とし、ⓓ事務員は、Ｕの依頼を受けて、本件事務所において同書類を保管していた。［甲３

６〔１１頁〕、３７〔８頁〕、４１〔５ないし７頁〕、証人Ｕ〔３６、３７頁〕、証人Ｘ〔５な

いし７、３０ないし３４頁〕、弁論の全趣旨］ 

コ Ⓚは、Ⓚ競売申立てを行い、平成１８年２月●日、Ｈ物件について、担保不動産競売開始

決定を原因とするⓀ差押登記がされた。［前提事実（３）イ（イ）ｆ（ｂ）］ 

サ（ア）Ｒは、Ｘに対し、Ⓐ及びⒿと交渉して、Ｉ物件に係るⒶ転根抵当権及びⒿ転根抵当権

の抹消登記手続申請書類を取得するように依頼した。［甲３６〔１１頁〕、３７〔８頁〕］ 

（イ）ａ Ｘは、Ⓐと交渉した結果、Ｉ三物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類

を、４億３０００万円で取得するという話を取りまとめた。 

ｂ Ｘは、Ⓙと交渉した結果、Ⓙ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を、１億９００

０万円で取得するという話を取りまとめた。 

［甲３６〔１１頁〕、３７〔８ないし１１頁〕、証人Ｘ〔７ないし９、２７、２８頁〕、

弁論の全趣旨］ 

（ウ）Ｕは、上記金額でＩ物件に係るⒶ転根抵当権及びⒿ転根抵当権を取得することについ

て、原告の了解を得た上、平成１８年３月頃、ⓑ司法書士に対し、Ｉ物件に係るⒶ転根

抵当権及びⒿ転根抵当権の抹消登記手続に必要な書類をそろえてもらいたい旨を依頼

した。なお、ⓓ事務員は、Ｉ物件に係る転根抵当権の抹消登記手続申請書類とは別に、
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Ｉ③土地及びＨ物件に係る転根抵当権の抹消登記手続申請書類も準備した。［甲３６

〔１１頁〕、４１〔４、５頁〕、証人ⓓ〔３頁〕、弁論の全趣旨］ 

（エ）原告は、平成１８年３月２０日、株式会社ⓗ銀行横浜中央支店において、①４億３０

００万円、②１億５０００万円、③４０００万円の各預金小切手（合計６億２０００万

円）の振出しを受けて、同日、Ｒに対し、上記各預金小切手を交付し、Ｕが、これらの

小切手を保管した。［甲３６〔１１、１２頁〕、乙１０４〔別紙１５〕］ 

シ（ア）Ｘは、平成１８年３月頃、Ⓐとの間において、Ｕ（Ｔ）を立会人として、Ｘ・Ⓐ合意

書を締結し、同月２０日、Ⓐの事務所内において、Ｕ及びⓓ事務員の同席の下、Ⓐに対

し、Ｘ・Ⓐ合意書に基づく支払として、上記サ（エ）①の小切手を交付した（なお、同

小切手は、Ｘが抹消登記手続申請書類に対する対価の前払としてＵから受領したもので

ある。）。Ⓐは、ⓓ事務員が準備した登記原因証明情報等に押印するなどして、①Ｉ物件

に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類、②Ｉ③土地に係るⒶ転根抵当権の抹消登

記手続申請書類をⓓ事務員に交付した。なお、上記登記原因証明情報には、Ⓐが戊に対

し、Ｉ三物件に係るⒶ転根抵当権の設定契約を解除する旨を約した旨が記載されていた。

［甲３６〔１１、１２頁〕、３７〔９ないし１１頁〕、４１〔５頁〕、５１、乙９１〔別

添２２６ないし２２８頁〕、９４、１０４〔別紙１５〕、証人Ｕ〔１１、１２頁〕、証人

Ｘ〔９、１０頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）Ｘは、平成１８年３月２２日、Ⓙとの間において、Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒿ転根

抵当権及びⒿ差押登記について、Ｘ・Ⓙ合意書を締結し、同日、Ｔの㋑支店の事務所内

において、Ｕ及びⓓ事務員の同席の下、Ⓙに対し、Ｘ・Ⓙ合意書に基づく支払として、

前記サ（エ）②の小切手を交付するなどして、１億７０００万円を支払った（なお、Ｘ

は、抹消登記手続申請書類に対する対価の前払として、前記サ（エ）②及び③の各小切

手をＵから受領し、同③の小切手については自ら払戻しを受けている。）。Ⓙは、ⓓ事務

員が準備した承諾書（戊根抵当権の抹消を原因として抹消登記されることについての承

諾書）に押印して、承諾書２通（Ｉ物件に係るもの並びにＩ③土地及びＨ物件に係るも

の）及び印鑑登録証明書２通をⓓ事務員に交付した。また、Ⓙは、Ⓙ債権差押えを取り

下げる旨の取下書（以下「Ⓙ差押命令取下書」という。）を作成して、これをⓓ事務員

に交付した。［前提事実（３）ウ（エ）ｂ、甲３６〔１１、１２頁〕、３７〔８、９頁〕、

４１〔４、５頁〕、乙９１〔別添６１、６２、１４３ないし１４５頁〕、１０４〔別紙１

５〕、証人Ｕ〔１０、１１頁〕、証人Ｘ〔６頁〕］ 

（ウ）Ｘは、前記経緯により、①Ｘ・Ⓐ合意書に基づき、Ｉ③土地に係るⒶ転根抵当権の抹

消登記手続申請書類を、また、②Ｘ・Ⓙ合意書に基づき、㋐Ｉ③土地及びＨ物件に係る

Ⓙ転根抵当権の抹消登記手続申請書類、㋑Ｉ③土地及びＨ物件に係るⒿ差押命令取下書

を、それぞれ保有することとなった。Ｘは、これらの書類をⓑ司法書士に預かってもら

うこととし、ⓓ事務員は、Ｕの依頼を受け、本件事務所において同書類を保管していた。

［甲３６〔１４頁〕、４１〔５ないし７頁〕、証人ⓓ〔３頁〕、証人Ｕ〔１２頁〕、証人Ｘ

〔６、７頁〕、弁論の全趣旨］ 

ス（ア）Ｉ物件に係るｒ転根抵当権については、平成１８年４月●日、同年３月２２日解除を

原因とする抹消登記がされた。［前提事実（３）ウ（ウ）ｂ（ｂ）］ 

（イ）Ｉ物件に係るⓄ転抵当権仮登記、Ⓛ転根抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部移転仮登記
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については、いずれも、平成１８年４月●日、Ｒに対する移転仮登記（前記カ（ウ））

が錯誤を原因として抹消された上、同年３月２２日放棄又は解除を原因とする抹消登記

がされた。［前提事実（３）ウ（ウ）ｃないしｅの各（ｂ）］ 

（ウ）Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権について、平成１８年４月●日、同年３月２２日解除を原

因とする抹消登記がされた。［前提事実（３）ウ（ウ）ａ（ｂ）］ 

セ Ｒは、Ｘを通じてＩ物件に係るⒶ転根抵当権及びⒿ転根抵当権の抹消登記手続申請書類等

を取得したことから（前記シ（ア）・（イ））、平成１８年５月８日、Ｘとの間において、上記

書類等の取得を依頼する内容の各Ｒ・Ｘ合意書を作成した。［前提事実（３）ウ（オ）ｂ、

甲３７〔９、１１頁〕、証人Ｘ〔９、１０頁〕］ 

ソ 原告は、Ｉ物件に係るｒ転根抵当権、Ⓚ転根抵当権、Ⓞ転抵当権仮登記、Ⓛ転根抵当権仮

登記、Ⓓ根抵当権一部移転仮登記、Ⓐ転根抵当権及びⒿ転根抵当権の抹消登記手続申請書類

並びにⒿ差押命令取下書を取得するため、平成１８年５月８日、Ｒとの間において、原告・

Ｒ合意書を作成した（なお、原告・Ｒ合意書の書式は、Ⓠ弁護士が作成したものである。）。

原告は、同日、Ｒに対し、原告・Ｒ合意書に基づく売買代金（９億８３００万円）を支払う

とともに、既に提供済みの資金（前記ク（イ）、サ（エ））について精算処理を行った。［前

提事実（３）ウ（オ）ａ、甲３６〔１３頁〕、３７〔６頁〕］ 

タ（ア）Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒿ差押登記については、平成１８年５月●日、同年４月２

５日取下げを原因とする抹消登記がされた。［前提事実（３）ウ（カ）ｂ（ｂ）］ 

（イ）Ｉ三物件に係るⒶ差押登記については、平成１８年５月●日、同月２日取下げを原因

とする抹消登記がされた。［前提事実（３）ウ（カ）ａ（ｂ）］ 

（ウ）Ｉ物件に係るⒶ転根抵当権については、平成１８年５月●日、同月２日放棄を原因と

する抹消登記がされた。［前提事実（３）ウ（カ）ａ（ａ）］ 

（エ）Ｉ物件に係る戊根抵当権について、平成１８年５月●日、平成１７年４月●日判決を

原因として抹消登記がされ、また、同日、Ｉ物件に係るⒿ転根抵当権及びⒼ転根抵当権

について、戊根抵当権抹消を原因とする抹消登記がされた。なお、Ⓗは、遅くとも平成

１８年５月までの間に、Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒼ転根抵当権が戊根抵当権の抹消を

原因として抹消登記されることについての承諾書を作成していた。［前提事実（３）ウ

（カ）ｂ・ｃ、乙１１ないし１５の各１・２、乙９１〔別添５０ないし５７頁〕、弁論

の全趣旨］ 

チ（ア）ⓓ事務員は、平成１８年６月１６日、Ｕの指示を受け、Ｘに対し、①Ｉ三物件及びＨ

物件に係るⒿ転根抵当権の抹消登記手続申請書類、②Ｉ三物件に係るⒶ転根抵当権の抹

消登記手続申請書類を送付した。［甲４１〔５ないし７、９ないし１１頁〕、５２、証人

ⓓ〔５、６頁〕、証人Ｘ〔７頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）ａ Ｘは、平成１８年６月２６日、別件Ｉ③土地訴訟において、同訴訟の被告である

Ⓐ及びⒿが戊に対して有している債権を取得したとして、Ⓐ及びⒿの補助参加人と

して別件Ｉ③土地訴訟に補助参加した。［甲３７〔１２、１３頁〕、５７、５８、証

人Ｘ〔１１、１２頁〕］ 

ｂ Ｘは、平成１８年６月頃、別件Ｈ物件訴訟において、同訴訟の被告であるｒ、Ⓛ

及びⒿから、戊に対する債権を取得したとして、同人らの補助参加人として別件Ｈ

物件訴訟に補助参加した。なお、別件Ｈ物件訴訟においては、Ⓐも被告とされてい
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るが、Ｘは、Ⓐの補助参加人とはなっていない。［甲３７〔１２、１３頁〕、５９、

証人Ｘ〔１２頁〕、弁論の全趣旨］ 

（ウ）Ｘは、Ⓐとの間において、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を買い取る

よう繰り返し交渉をしたが、Ⓐは、Ｈ物件を乙から取得する見通しが立たないとして、

これに応じなかった。また、Ｘは、Ｈ物件をⒶに売却してもらうため、乙の自宅を訪問

したが、乙との交渉も失敗した。［甲３７〔１１、１２頁〕、証人Ｘ〔１２、１３頁〕、

弁論の全趣旨］ 

ツ 戊は、平成１８年夏頃から、原告やｅに対し、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請

書類を売却したいと申し入れるなどしていた。また、戊は、同年１０月頃、原告に対し、Ｈ

物件に係るｒ転根抵当権及びⓁ転根抵当権仮登記の抹消登記手続申請書類を返還してもら

いたい旨を要求し、Ｒに対しても、同様の要求を繰り返していた。［甲３９〔２１、２２頁〕、

乙１０４〔別紙１〕、証人Ｗ〔１５、１６頁〕、証人Ｕ〔２９、３０、３３頁〕、証人ⓖ〔１

４頁〕、弁論の全趣旨］ 

テ（ア）乙は、本件和解において、Ｉ三物件やＨ物件の付着権利の処理につき、可能な限り相

協力して解決に当たる旨をｅと合意していたが、Ｉ物件の付着権利が除去されたことを

受けて、平成１８年夏頃、ｅに対し、Ｉ物件と同様、Ｈ物件の付着権利についても抹消

するよう要求するようになった（なお、乙は、Ｈ物件を売却して、Ｏの債務整理の費用

を捻出しようと考えていた。）。しかしながら、ｅは、乙の上記要求を取り合わず、Ｉ物

件の付着権利の抹消は原告が行ったものであるから、Ｈ物件の付着権利の抹消について

も、原告に言えばよいという対応をした。乙は、ｅの上記対応を受けて、原告に対して

Ｈ物件の付着権利の整理を要求することとし、原告との交渉のきっかけをつかむため、

Ｉ事業物件について処分禁止の仮処分をかけることを計画し、Ｗは、その旨の情報を入

手した。［甲３９〔２０、２１頁〕、乙６０の２、証人Ｗ〔８、９、１４、１５頁〕、弁

論の全趣旨］ 

（イ）Ｗは、原告からⓇらに対し、Ｉ事業物件を平成１８年１２月頃には売却することがで

きるように調整を進めていたことから、Ｉ事業を実現するためには、Ｈ物件の付着権利

を整理することによって、乙による仮処分（上記（ア））を避ける必要があるものと考

えた。Ｗは、Ｘが別件Ｈ訴訟において補助参加人として参加していたことなどから（前

記チ（イ）ｂ）、Ｘ又はＲがＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を保有して

いると推測しており、また、戊が原告やｅに対してＨ物件の付着権利に係る抹消登記手

続申請書類の売却を申し入れていたこと（前記ツ）から、戊及びＸ（Ｒ）が保有してい

る抹消登記手続申請書類を買い取ることによって、Ｈ物件の付着権利を整理しようと考

えた。さらに、Ｗは、Ｈ物件の北側敷地を開発していたⓌに対し、Ｈ物件の購入を打診

したところ、Ｈ物件の購入には前向きではあるが、Ｈ物件の付着権利が整理されなけれ

ば、Ｈ物件を購入することはできないとの対応であったことから、甲に対し、原告がＨ

物件を購入して、その付着権利を整理した上で、Ⓦに売却するという事業を提案した。

その結果、Ｈ物件の付着権利の整理については、Ｗが戊と交渉し、甲（原告）がＲ（Ｘ）

と交渉することとなった。［甲３９〔２１ないし２５頁〕、証人Ｗ〔８、９、１４ないし

１７頁〕、弁論の全趣旨］ 

ト（ア）甲は、Ｕに対し、Ｈ物件の付着権利の整理について相談したところ、Ｕは、Ｈ物件の
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付着権利に係る抹消登記手続申請書類の一部は、Ｘが取得しているとして、同人に対し

て、上記書類の売却及び付着権利の整理を依頼することを提案した。［甲３６〔１４頁〕、

証人Ｕ〔１３、１４頁〕］ 

（イ）Ｕは、平成１８年秋頃、Ｘに対し、乙がＨ物件を原告に売却する意向を有していると

して、ＸがⒶと交渉してＨ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を取得した

上で、Ｘが既に保有している抹消登記手続申請書類（前記ケ、シ（ウ））と併せて原告

に売却することを提案し、Ｘは、これに応じた。［甲３６〔１４、１５頁〕、３７〔１４

頁〕、証人Ｘ〔１３頁〕、弁論の全趣旨］ 

ナ（ア）原告がＸからＨ物件に係る付着権利の抹消登記手続申請書類を取得することについて

は、その後、個人であるＸからではなく、宅建取引業の免許を有している会社から取得

する形の方が良いということとなった。Ｘは、これを受けて、丁が代表取締役を務める

Ｊが原告に対して上記抹消登記手続申請書類を売却するという形を取ることとした。丁

は、以前からＸと知り合いであり、平成１８年当時において、丁がＸに対し、Ｊの事務

所の一角を、Ｘの事務所代わりに使用させるという関係にあった。なお、Ｊは、これ以

前において、原告又はＧとの間で取引をしたことはない。［甲３６〔１５、１６頁〕、３

７〔１５、１６頁〕、３８〔２、３頁〕、証人Ｕ〔１８、２０ないし２２頁〕、証人丁〔１、

２頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）Ｘは、Ｊとの間において、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を原告に売

却する取引を共同して行うことを合意し、Ｘ及び丁（Ｊ）は、ＸがＪに対してＨ物件に

係る転根抵当権等の抹消登記手続申請書類を売却したという形を整えるため、平成１８

年９月２０日付けでＪ・Ｘ債権譲渡契約書を作成した。なお、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書の

書式は、原告・Ｒ合意書の書式を利用して、Ｘが作成したものであり、譲渡代金は１０

万円とされていた。［前提事実（３）エ（ア）、甲１６、３６〔１６頁〕、３８〔２、３

頁〕、証人Ｕ〔２３頁〕、証人Ｘ〔２０、２１頁〕、証人丁〔５ないし７、１８、１９頁〕、

弁論の全趣旨］ 

ニ Ｗは、乙が原告に対して良い感情を持っていなかったことなどから、Ｗの知り合いである

丙が代表取締役を務めるＧを取引に関与させようと考えて、丙を乙に紹介するなどの調整を

行った。原告は、平成１８年１１月頃、Ｇとの間において、原告及びＧの共同事業としてＨ

譲渡土地建物を取得することを合意し、その後、同月２７日付けで原告・Ｇ協定書を作成し

た。［前提事実（３）エ（ウ）ａ、甲３６〔１５頁〕、３９〔２４、２５頁〕、弁論の全趣旨］ 

ヌ（ア）Ｗが戊と交渉した結果、戊からＨ物件に係るⓀ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を

取得できることとなったことから、Ｇは、平成１８年１１月２２日、Ｐ（戊）との間に

おいて、Ｇ・Ｐ業務委託契約書を締結した（なお、実質的な取引の主体は、戊である。）。

［前提事実（３）エ（イ）ａ、甲３９〔２３、２４頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）原告は、平成１８年１１月２８日、Ｇに対し、原告・Ｇ協定書に基づき、Ｈ物件の付

着権利を除去するための費用として、３億１０００万円を支払った。なお、原告・Ｇ協

定書には、Ｈ事業に係る費用について、原告が、Ｇの負担分を含めて立替払いすること、

Ｈ物件の付着権利を除去するための費用として、原告がＧに３億１０００万円を支払っ

たことを確認することなどが記載されていた。［前提事実（３）エ（ウ）ｂ、甲１１］ 

（ウ）Ｇは、平成１８年１１月２９日、戊（Ｐ）に対し、Ｇ・Ｐ業務委託契約書に基づき、
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Ｈ物件に係るⓀ転根抵当権の抹消登記手続申請書類の対価として、２億５０００万円

（同金員は、原告から受領した金員〔上記（イ）〕を原資とするものである。）を支払っ

た。戊は、同日、同金員をⓀに対して支払い、Ⓚは、Ｗの知り合いの司法書士（ⓘ）が

準備した書類に押印するなどして、Ｗに対し、①Ｈ物件に係るⓀ転根抵当権の抹消登記

手続申請書類、②Ⓚ競売申立てを取り下げる旨の取下書を交付した。なお、戊及びⓀは、

同日、連名により、Ｖ宛ての確約書を作成しており、同確約書には、Ｉ三物件及びＨ物

件について、Ⓚ及び戊が関与する付着権利を抹消して、一切の債権債務のない状態とす

ること、乙、ｅ及び原告に対して、今後何らの異議申立てをしないことを確約する旨が

記載されていた。［前提事実（３）エ（イ）ｂ、甲３９〔２４頁〕、乙１００、１０１、

弁論の全趣旨］ 

（エ）Ｗは、ⓑ司法書士に対し、Ｈ物件に係るⓀ転根抵当権の抹消登記手続を依頼し、Ⓚか

ら取得した抹消登記手続申請書類（上記（ウ））を交付した。［甲４１〔８、９頁〕、弁

論の全趣旨］ 

ネ（ア）Ｘは、Ⓐの関係者を繰り返し接待するなどして、粘り強く交渉し、その結果、平成１

８年１１月頃、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を取得できることと

なった。［甲３７〔１４、１５頁〕、証人Ｕ〔１４、１５頁〕、証人Ｘ〔１４、２５、３

４ないし３７頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）Ｕは、平成１８年１１月頃、ⓑ司法書士に対し、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登

記手続申請書類をそろえるように依頼した。ⓓ事務員は、同月３０日、同書類を準備し

て、Ⓐの事務所を訪問し、その後、Ⓐから、①Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手

続申請書類、②Ｈ物件に係るⒶ競売申立てを取り下げる旨の取下書を受領した。［甲４

１〔７、８、１０頁〕、乙９１〔別添２４２ないし２４５頁〕、１１０、弁論の全趣旨］ 

（ウ）Ｕは、平成１８年１１月２８日、ⓑ司法書士に対し、Ｈ物件に係るｒ転根抵当権、Ⓖ

転根抵当権、Ⓐ転根抵当権、Ⓙ転根抵当権及びⓁ転根抵当権仮登記について、各抹消登

記手続を依頼した。なお、Ｘは、これに先立ち、ⓓ事務員から送付されたＨ物件に係る

Ⓙ根抵当権の抹消登記手続申請書類（前記チ（ア））を、ⓓ事務員に交付しており、同

書類は、本件事務所において保管されていた。［甲４１〔９、１０頁〕、５３、証人ⓓ〔７

頁〕］ 

ノ（ア）Ｇは、Ｊが保有しているＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得するた

め、平成１８年１２月１日、Ｊとの間において、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書を作成した。な

お、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書の書式は、Ｘが原告・Ｒ合意書の書式に基づいて作成したも

のであり、その代金額（１億６０００万円）は、Ｘの意向を踏まえて定められたもので

あった。［甲１２、３７〔６頁〕、３８〔４頁〕、証人丁〔２、７頁〕、証人Ｘ〔１４、１

５頁〕、弁論の全趣旨］ 

（イ）Ｇは、平成１８年１１月２８日及び平成１９年１月３１日、Ｊに対し、Ｇ・Ｊ債権譲

渡契約書に基づき、原告から受領した金員（前記ヌ（イ））を原資として、合計１億６

０００万円（本件振込金員）を支払い、Ｈ物件の付着権利（ｒ転根抵当権、Ⓛ転根抵当

権仮登記、Ⓙ転根抵当権及びⒶ転根抵当権）に係る抹消登記手続申請書類を取得した。

なお、Ｊ（丁）は、本件振込金員のうち、少なくとも合計１億３５００万円を引き出し

て、Ｘに支払った。［前提事実（３）エ（エ）ｂ、乙１３０、証人丁〔２５ないし３１
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頁〕、弁論の全趣旨］ 

ハ Ｈ物件に係るⓀ差押登記について、平成１９年１月●日、同月１０日取下げを原因とする

抹消登記がされた。［前提事実（３）エ（オ）ａ（ｂ）］ 

ヒ Ｉ③土地及びＨ物件に係る戊根抵当権について、平成１９年２月●日、ｅに移転する旨の

移転登記がされた。なお、ｅは、平成１８年１２月２７日、戊の破産管財人弁護士ⓙ（以下

「戊管財人」という。）との間において、破産裁判所の許可を得た上で、戊のⓜに対する債

権（戊根抵当権の被担保債権）を譲り受けていたところ、戊管財人とｅとの間において、Ｉ

③土地及びＨ物件に係る戊根抵当権も移転する旨の合意をしたとして、平成１９年２月１９

日、戊根抵当権の移転について破産裁判所の許可を得ており、上記移転登記の登記原因証明

情報には、①戊根抵当権は、無効なものであるが、本件各転根抵当権等の権利者の同意が得

られないため、抹消することができない状況であること、②戊根抵当権の抹消が未了のまま、

破産手続が終了した場合、戊が、本来無効なはずの戊根抵当権を有効なものであるとして、

濫用的な処分を行うおそれがあること、③上記濫用的な処分がされることを避けるため、戊

管財人とｅとの間において、戊根抵当権の移転を合意したのであり、この合意は、戊根抵当

権の有効・無効に何らの影響を及ぼすものではないことなどが記載されている。［乙１６な

いし５５の各１・２、乙９１〔別添６３ないし１１７頁〕］ 

フ（ア）東京地方裁判所は、平成１９年３月●日、別件Ｈ物件訴訟について、乙の請求を一部

認めて、①Ｈ物件に係る戊根抵当権設定登記の抹消登記手続についての承諾、②Ｈ物件

に係るｒ転根抵当権、Ⓙ転根抵当権、Ⓚ転根抵当権及びⒶ転根抵当権に係る各設定登記

並びにⓁ転根抵当権仮登記の各抹消登記手続を命じる内容の判決をし、同判決は、同年

４月●日確定した。［甲５９］ 

（イ）東京地方裁判所は、平成１９年３月●日、別件Ｉ③土地訴訟について、ｅの請求を全

て認容し、Ｉ③土地に係るｒ転根抵当権、Ⓐ転根抵当権、Ⓙ転根抵当権及びⓀ転根抵当

権に係る各設定登記並びにⓁ転根抵当権仮登記及びＩ③土地の一部に係るⒹ根抵当権

一部移転仮登記の各設定登記の抹消登記手続を命じる内容の判決をした。なお、同判決

は、ｒ、Ⓛ、Ⓐ、Ⓓ及びⒿについては、同年４月●日確定し、Ⓚについては、控訴及び

上告を経て、平成２０年２月●日確定している。［甲５８］ 

ヘ Ｇは、平成１９年４月４日、乙との間において、乙・Ｇ売買契約書を締結して、Ｈ譲渡土

地建物を代金１１億７０００万円により取得した。なお、乙・Ｇ売買契約書には、次の（ア）

及び（イ）の定めが含まれている。［前提事実（３）エ（カ）、甲１３］ 

（ア）目的（１条） 

ａ 乙は、Ｈ譲渡土地建物を現況有姿にてＧに売り渡し、Ｇはこれを買い受ける。 

ｂ 乙及びＧは、協力して、Ｈ譲渡外土地に付着する瑕疵の除去を行う。 

（イ）買主の瑕疵除去義務（６条） 

ａ Ｇは、乙に対して、自己の費用と責任で、Ｈ譲渡外土地に係るｒ転根抵当権、Ⓐ転根

抵当権及びⒿ転根抵当権の各設定登記、Ⓛ転根抵当権仮登記並びにⒶ差押登記の抹消を

しなければならない。 

ｂ Ｇは、乙に対し、上記ａ記載の義務を履行するため、抹消登記必要書類を引き渡さな

ければならない。 

ホ（ア）Ｈ物件に係るｒ転根抵当権について、平成１９年４月●日、平成１７年１２月２２日
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放棄を原因とする抹消登記がされ、Ｈ物件に係るⓁ転根抵当権仮登記及びⒶ転根抵当権

について、平成１９年４月●日、同日放棄を原因とする抹消登記がされた。［前提事実

（３）エ（オ）ｂないしｄ］ 

（イ）Ｈ物件に係る戊根抵当権について、平成１９年４月●日、同年３月２０日解除を原因

とする抹消登記がされ、同年４月●日、Ⓖ転根抵当権及びⒿ転根抵当権について、戊根

抵当権の抹消を原因とする抹消登記がされた。［前提事実（３）エ（オ）ｅ・ｆ、乙２

８ないし５５の各１・２］ 

（ウ）Ｈ物件に係るⒶ差押登記について、平成１９年４月●日、同月４日取下げを原因とす

る抹消登記がされた。［前提事実（３）エ（オ）ｄ（ｂ）］ 

マ Ｇは、平成１９年５月３０日、Ⓦに対し、Ｈ⑤土地を、代金１７億４８００万円で売却し

た。［前提事実（３）エ（キ）］ 

（２）前記認定事実を踏まえて検討するに、原告は、Ｇに対し、原告・Ｇ協定書に基づき、Ｈ物件

の付着権利を除去するための費用として、３億１０００万円を支払い（認定事実ヌ（イ））、さ

らに、Ｇは、Ｊとの間において、Ｊが保有しているＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請

書類を取得するため、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書を締結し（認定事実ノ（ア））、上記金員を原資と

して、１億６０００万円をＪに支払い、上記書類を取得したのである（認定事実ノ（イ））。そ

して、原告は、乙からＨ物件の付着権利の整理を要求されたことなどから、Ｇとの共同事業と

して、Ｈ譲渡土地建物を乙から取得して転売する事業を計画したのであり（認定事実テ）、Ｇ

が、乙・Ｇ売買契約書に基づき、自己の費用と責任において、Ｈ譲渡外土地の付着権利を除去

すべき義務を負っていたこと（認定事実ヘ（イ））に照らしても、本件金員は、Ｈ譲渡土地建

物を取得してⓌに売却するための費用として支出されたものであるということができる。 

（３）ア 被告は、原告が、Ｇを通じて、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に基づき、Ｈ物件の付着権利に係

る抹消登記手続申請書類を譲り受けた事実を認めることはできない旨主張している。 

イ（ア）ａ この点、被告は、上記主張を基礎付ける事情として、Ｈ物件に設定されていな

いⓄ転抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部移転仮登記が、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に

記載されていること等を指摘する。 

ｂ しかしながら、前記認定のとおり、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書の書式は、Ｘが原告・

Ｒ合意書の書式に基づいて作成したものであり（認定事実ノ（ア））、Ｈ物件に設

定されていないⓄ転抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部移転仮登記が記載された

り、Ｘが交渉に関与していないⓀ転根抵当権が記載されたりしているのは、Ｘが

原告・Ｒ合意書の書式をそのまま用いてしまったことによるものであると推認す

ることができ、このような記載があることをもって、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書が全

体として信用できないということはできない。 

ｃ さらに、Ｘは、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書が作成される以前において、その保有す

る抹消登記手続申請書類を原告に売却することを予定していたのであり（認定事

実ト、ナ）、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書が、ＸがＩ物件の付着権利の整理への関与を

通じてＨ物件の付着権利（ｒ転根抵当権、Ⓛ転根抵当権仮登記及びⒿ転根抵当権）

に係る抹消登記手続申請書類を取得済みであり（認定事実ケ、シ（ウ））、かつ、

ＸがⒶと交渉して、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類等も取得

した（認定事実ネ（ア）・（イ））という状況において作成されたものであること
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に鑑みれば、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書の趣旨は、ＪからＧに対し、Ｊ（Ｘ）が保有

している全ての抹消登記手続申請書類等を売却することにあったものと推認す

ることができ、同認定を覆すに足りる事実ないし証拠はない。 

（イ）ａ 被告は、前記主張（前記ア）に関して、ＧがＪからＨ物件の付着権利に係る抹

消登記手続申請書類を受領していないにもかかわらず、本件振込金員をＪに支払

った旨主張する。 

ｂ しかしながら、Ｘは、Ｈ物件の付着権利（ｒ転根抵当権、Ⓛ転根抵当権仮登記

及びⒿ転根抵当権）に係る抹消登記手続申請書類を本件事務所において保管して

いたものと認められるところ（認定事実ケ、シ（ウ）、ネ（ウ））、後に検討する

とおり（後記ウ参照）、Ｘは、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書に基づき、Ｊに対して上記

書類を売却することとしたものと認められるところ、Ｘから上記書類を譲り受け

たＪが、Ｇとの間において、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書を作成したという事実経過に

照らせば、上記書類は、本件事務所に保管された状況の下、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約

書及びＧ・Ｊ債権譲渡契約書によって、Ｘ、Ｊ、Ｇへと、順次引き渡されたとい

うことができる。 

ｃ さらに、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類についてみても、

Ｘは、Ｘが上記書類を取得した場合には、Ｊが原告（Ｇ）に対して売却すること

を前提として、Ⓐと交渉し、その結果、上記書類が作成されるに至ったのである

（認定事実ト（イ）、ナ、ネ（ア）・（イ））。このような事実経過に鑑みれば、Ｈ

物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類が、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書によ

る売却対象に含まれていたことは明らかであり、上記書類は、本件事務所に保管

された状況の下、Ｘ、Ｊ、Ｇへと、順次引き渡されたということができる。 

ｄ 以上によれば、ＧがＪからＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を受

領していないにもかかわらず本件振込金員を支払った旨の前記主張（前記ａ）に

理由はない。 

ウ（ア）被告は、前記主張（前記ア）に関し、Ｈ物件に設定されていないⓄ転抵当権仮登記

及びⒹ根抵当権一部移転仮登記が、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書に記載されていること等を

指摘し、Ｘ及び丁の証言内容も不自然であるなどとして、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書が事

後的に作出されたものである旨主張している。 

（イ）ａ そこで検討するに、前記認定のとおり、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書の書式は、Ｘが

原告・Ｒ合意書の書式に基づいて作成したものであり（認定事実ナ（イ））、Ｈ物

件に設定されていないⓄ転抵当権仮登記及びⒹ根抵当権一部移転仮登記が記載

されたり、Ｘが交渉に関与していないⓀ転根抵当権が記載されたりしているのは、

Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書と同様、Ｘが原告・Ｒ合意書の書式をそのまま用いてしま

ったことによるものであると推認することができるから、被告の指摘する事情を

もって、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書が全体として信用できないということはできない。 

ｂ また、Ｇは、Ｊとの間において、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書

類を取得する旨のＧ・Ｊ債権譲渡契約書を作成して、本件振込金員を支払ってい

るところ（前提事実（３）エ（エ））、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書は、Ｊが上記書類を

取得することを前提としており、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書は、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約
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書の上記内容とも整合しているということができる。 

（ウ）そして、前掲各証拠によれば、前記認定のとおり、Ｘは、Ｘが保有しているＨ物件

の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を原告（Ｇ）に売却するに当たり、Ｊを契約

当事者とするため、ＸがＪに対して上記書類を売却するという形を取ることとして、

Ｘ・Ｊ債権譲渡契約書を作成したものと認めることができ（認定事実ト、ナ）、同認

定を覆すに足りる事実ないし証拠はない。 

（エ）ａ この点、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書は、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請

書類の売却代金を１０万円としており（認定事実ナ（イ））、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約

書に比べて、極めて低廉であるといわざるを得ない。また、証拠（甲３８〔３頁〕、

証人丁〔２頁〕）によれば、Ｊ（丁）は、Ｈ物件の付着権利を整理するための具

体的な交渉には全く関与していなかったものと認められる。しかしながら、Ｘが

Ｊとの間でＪ・Ｘ債権譲渡契約書を作成した経緯（認定事実ト、ナ）に鑑みれば、

Ｊ（丁）が具体的な交渉に関与しないことが特段不自然であるということはでき

ず、その代金額が低廉であることをもって、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書が事後的に作

出されたものであると推認することもできない。 

ｂ なお、被告は、Ｘ及び丁による証言内容が不自然である旨の指摘をしているが、

Ｘ及び丁による証言に曖昧な部分が含まれていることは否定できないところで

あり、例えば、Ｊ・Ｘ債権譲渡契約書に基づく合意内容の詳細や、本件振込金員

の使途等については、証拠上明らかではないといわざるを得ない。 

 しかしながら、Ｊが、ＧからＧ・Ｊ債権譲渡契約書に基づく譲渡代金として、

本件振込金員を受領したこと（前提事実（３）エ（エ）、認定事実ノ（イ））に照

らしても、Ｘ及びＪが、Ｇ（原告）との関係において、Ｘの保有する抹消登記手

続申請書類をＪに売却したことを前提として行動していたことは明らかであり、

そうである以上、ＸとＪとの間の合意内容いかんによって、ＧがＪに対して支払

った本件振込金員が、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の対価とし

ての性格を失うことになると解することはできない。また、Ｘ及びＪが本件振込

金員の使途等を明らかにしないからといって、Ｊ・Ｇ債権譲渡契約書に基づく抹

消登記手続申請書類の譲渡が実質のないものであるということもできない。なお、

被告は、Ｊ・Ｇ債権譲渡契約書が審査請求時において提出されており、Ｊに対す

る税務調査において、Ｊ・Ｇ債権譲渡契約書が提出されなかったことなどを指摘

しているが、被告の指摘する事情を踏まえても、Ｊ・Ｇ債権譲渡契約書が事後的

に作出されたものであるということはできず、これを認めるに足りる事実ないし

証拠もない。 

エ（ア）被告は、前記主張（前記ア）に関し、Ｘが、原告から資金の融通を受けて交渉を行

っていたにすぎず、原告やＲを差し置いて、Ｈ物件に係る抹消登記手続申請書類を取

得するなどということはあり得ない旨主張している。 

（イ）しかしながら、前記認定のとおり、Ｘは、Ｕに対し、Ⓠ弁護士を介在させる形で戊

と取引をすることを提案して、このような形での取引を実現するための調整を行った

り（認定事実ウ（イ））、自らもⒿ及びⒶとの間の交渉業務を行ったり（認定事実サ

（ア）・（イ））していたのであり、ＸがＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書
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類の取得を希望していたこと（認定事実ケ）を併せ考えれば、Ｘが、Ｉ物件の付着権

利の整理への関与を通じ、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得した

こと（認定事実ケ、シ（イ）・（ウ））が、事実経緯として、特段不自然、不合理であ

るということはできない。 

 なお、前掲各証拠によれば、原告が、Ｈ物件の付着権利の整理を検討したのは、乙

がＩ事業物件について処分禁止の仮処分をかけるとの情報を得たことを契機とした

ものであると認められるところ（認定事実テ）、原告が、これ以前において、Ｈ物件

に対する利害関係を有していたことを認めるに足りる事実ないし証拠はなく、原告が、

Ｉ物件の付着権利の整理を進めていた当時において、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登

記手続申請書類を必要とする状況にあったものということもできない。 

（ウ）さらに、前記認定のとおり、Ｘは、平成１８年６月、ⓓ事務員から、Ｉ三物件及び

Ｈ物件に係るⒿ転根抵当権の抹消登記手続申請書類並びにＩ三物件に係るⒶ転根抵

当権の抹消登記手続申請書類の送付を受けており、また、戊に対する債権を譲り受け

たとして、別件Ｉ③土地訴訟及び別件Ｈ物件訴訟に補助参加しているところ（認定事

実チ（ア）・（イ））、これらの事実に照らしても、Ｘは、Ｉ物件の付着権利の整理への

関与を通じ、Ｉ③土地及びＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得して

いたものと推認することができ、同認定を覆すに足りる事実ないし証拠はない。 

（エ）なお、Ｘは、平成１７年分及び平成１８年分の所得税の確定申告書において、Ｔか

らの給与所得を申告しているが（前提事実（１）ケ）、全証拠を精査しても、ＸとＴ

との間における雇用関係の有無・内容は明らかでなく、Ｘが、独立した契約当事者と

して、各Ｒ・Ｘ合意書やＸ・Ｊ債権譲渡契約書を作成していること（前提事実（３）

ウ（オ）ｂ、エ（ア））に鑑みれば、Ｘが、Ｔ又は原告の従業員として、Ｉ物件及び

Ｈ物件の付着権利の整理に関与したものと解することはできない。 

オ 以上によれば、原告が、Ｇを通じ、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に基づき、Ｈ物件の付着権利

に係る抹消登記手続申請書類を譲り受けた事実を認めることはできない旨の被告の主張

（前記ア）を採用することはできない。 

（４）ア 被告は、原告が、Ｉ物件の付着権利の抹消についての交渉によって、新たに対価を支払

わなくても、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の交付を要求することができ

た旨主張している。 

イ そこで検討するに、原告は、Ｉ物件の付着権利の整理に関し、Ｒとの間において、原告・

Ｒ合意書を作成しているところ、原告・Ｒ合意書は、飽くまでＩ物件の付着権利に係る抹

消登記手続申請書類を取得することを内容とするものであるから（前提事実（３）ウ（オ）

ａ、認定事実ソ）、原告が、原告・Ｒ合意書に基づき、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記

手続申請書類を取得したということはできず、原告がＩ物件の付着権利の整理に際してＲ

その他の関係者から同書類を取得したことを認めるに足りる事実ないし証拠はない。 

ウ（ア）この点、被告は、前記主張（前記ア）を基礎付ける事情として、Ｈ物件の付着権利

（Ⓚ転根抵当権を除く。）に係る抹消登記手続申請書類が、Ｉ物件の付着権利の抹消

についての交渉の際に既に作成されていたことなどを指摘する。 

（イ）しかしながら、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類等は、Ｉ物件に

係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類が平成１８年３月に作成されたにもかか
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わらず、同年１１月末に至るまで作成されていない（認定事実シ（ア）、ネ（イ））。

また、Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒿ競売申立ては、同年４月に取り下げられていると

ころ（認定事実タ（ア））、Ｉ三物件に係るⒶ競売申立ては、同年５月に取り下げられ

ているのに対し、Ｈ物件に係るⒶ競売申立てを取り下げる旨の取下書が作成されたの

は、同年１１月である（認定事実タ（イ）、ネ（イ））。さらに、Ｘが、別件Ｉ③土地

訴訟においては、Ⓐの補助参加人として補助参加しているにもかかわらず、別件Ｈ訴

訟においては、Ⓐの補助参加人とはなっていないこと（認定事実チ（イ）ｂ）を併せ

考えれば、Ⓐが、Ｉ三物件に係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類を作成した時

点において、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権を抹消することについても合意していたもの

と認めることはできず、その他これを認めるに足りる事実ないし証拠はない。この点、

Ⓒは、Ｉ三物件及びＨ物件に係るⒶ転根抵当権を併せて４億３０００万円で抹消する

ことを合意したという趣旨の供述をしている（乙１０９）。しかしながら、同供述は、

Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権を抹消するために別途対価を受領したことはない旨を述

べるものにすぎず、これをもって、Ｉ三物件に係るⒶ転根抵当権の移転登記手続申請

書類を作成した時点において、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権を抹消することについての

具体的な合意があったことを推認することはできない。 

 なお、仮に、ⒶがＸとの間において上記内容の合意をしていたとしても、このこと

をもって、Ⓐが原告との間においてＨ物件に係るⒶ転根抵当権を抹消することについ

て合意したこととなるわけではなく、また、原告が、Ⓐに対し、Ｈ物件に係るⒶ転根

抵当権の抹消登記手続申請書類の引渡しを要求できるわけではないというべきであ

る。 

（ウ）また、Ｈ物件の付着権利のうち、Ｈ物件に係るｒ転根抵当権、Ⓛ転根抵当権仮登記、

Ⓙ転根抵当権及びⒼ転根抵当権については、いずれもＩ物件に係る付着権利の抹消に

ついての交渉の際に、これらの付着権利に係る抹消登記手続申請書類等が併せて作成

されていたことが認められる（認定事実カ（ア）ａ・ｂ、シ（イ）、タ（エ））。 

 しかしながら、Ｉ物件の付着権利の権利者との間で交渉等を行っていたのは戊及び

Ｘであり、Ｒは、①戊（Ｐ）との間において、Ｒ・Ｐ業務委託契約書を、②Ｘとの間

において、各Ｒ・Ｘ合意書を作成しているところ、これらの書面は、いずれもＩ物件

の付着権利に係る移転登記又は抹消登記手続申請書類を引き渡すべき旨を定めたも

のであって、Ｈ物件に係る抹消登記手続申請書類に関する特段の定めはない（前提事

実（３）ウ（イ）ａ（ａ）、（オ）ｂ）。そうである以上、Ｒが、戊又はＸに対し、Ｈ

物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の引渡しを要求することができる立場

にあったということはできず、その他これを認めるに足りる事実ないし証拠もない。

なお、前記認定のとおり、戊は、原告及びＲに対し、Ｈ物件の付着権利（ｒ転根抵当

権及びⓁ転根抵当権仮登記）の抹消登記手続申請書類を返還してもらいたい旨を繰り

返し要求しており（認定事実ツ）、同事実に照らしても、Ｒ又は原告が、Ｒ・Ｐ業務

委託契約書及び各Ｒ・Ｘ合意書に基づき、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請

書類を取得することは予定されていなかったものと推認することができる。 

エ（ア）被告は、前記主張（前記ア）を基礎付ける事情として、Ｈ物件の付着権利を抹消す

るために、Ｈ物件の付着権利の権利者に対する追加的な金員の支払がされていないこ
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とを指摘している。 

（イ）そこで検討するに、前述のとおり、Ｈ物件の付着権利のうち、ｒ転根抵当権、Ⓛ転

根抵当権仮登記、Ⓙ転根抵当権及びⒼ転根抵当権に係る抹消登記手続申請書類は、い

ずれもＩ物件に係る付着権利の抹消について交渉した際に作成されており、Ｉ物件と

区別してＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得するための金員が支

払われたわけではない。また、Ｈ物件に係るⒶ転根抵当権についても、ＸがⒶの関係

者を接待するなどした事実は認められるものの（認定事実ネ（ア））、Ｘは、Ｈ物件に

係るⒶ転根抵当権の抹消登記手続申請書類の対価を支払ったことはない旨証言して

いる（証人Ｘ〔３４、３５頁〕）。 

（ウ）しかしながら、前記検討のとおり（前記イ）、原告・Ｒ合意書は、飽くまでもＩ物

件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得することを内容とするものである

から、原告・Ｒ合意書に基づき支払われた金員についても、飽くまで上記書類の取得

に対する対価であると解さざるを得ず、同金員がＨ物件の付着権利に係る抹消登記手

続申請書類の取得に対する対価としての意義をも有していたことを認めるに足りる

事実ないし証拠はない。また、Ｒ・Ｐ業務委託契約書及び各Ｒ・Ｘ合意書についても、

前記検討のとおり（前記ウ（ウ））、Ｉ物件の付着権利に係る移転登記又は抹消登記手

続申請書類を引き渡すべき旨を定めたものであるから、これらの書面に基づき戊（Ｐ）

及びＸに支払われた金員についても、飽くまで上記書類の取得に対する対価であると

解さざるを得ず、同金員がＨ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の取得に対

する対価としての意義をも有していたことを認めるに足りる事実ないし証拠はない。 

（エ）なお、前述のとおり、Ｉ物件の付着権利の権利者との間の交渉等をしていたのは戊

及びＸであるところ、原告が、自ら出捐した金員により、Ｈ物件の付着権利に係る抹

消登記手続申請書類も作成された事実を認識していたことを認めるに足りる事実な

いし証拠はない。 

 この点、Ｕは、原告の非常勤取締役であり（前提事実（１）キ）、原告が、Ｕを通

じて、原告が出捐した金員により、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類も

作成されたことを認識していたのではないかが問題となるが、Ｕは、原告が必要とし

ていたのはＩ物件の付着権利の整理であり、原告に対してＨ物件の付着権利に係る抹

消登記手続申請書類を取得したこと等について説明した事実はなく、そのような説明

をすべき義務もない旨の証言をしている（証人Ｕ〔９、１０頁〕）。そして、原告がＩ

物件の付着権利の整理を進めていた当時において、Ｈ物件の付着権利の整理を企図し

ていたことをうかがわせる事実ないし証拠はなく、また、Ｕが、前記認定のとおり、

Ｕ個人の判断に基づき、Ｉ物件の付着権利を整理するために戊と交渉することとして、

Ｒ・Ｔコンサルタント契約書を締結し、自己資金を提供するなどしていたという経緯

（認定事実ウ、エ、カ（エ）、ク（イ））に鑑みれば、Ｕが原告に対してＨ物件の付着

権利に係る抹消登記手続申請書類が作成されたこと等について説明しなかったこと

が、特段不自然であるということはできない。 

 さらに、原告が、原告の出捐した金員により、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手

続申請書類が作成された事実を認識していたものと仮定したとしても、前記検討のと

おり（前記エ（ウ））、原告・Ｒ合意書に基づき支払われた金員は、Ｉ物件の付着権利
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に係る抹消登記手続申請書類を取得するための対価であると解される以上、原告がＲ

その他の関係者に対し、Ｈ物件に係る付着権利の抹消登記手続申請書類の交付を要求

することができることになるわけではない。 

オ（ア）被告は、前記主張（前記ア）に関し、原告が、Ｉ物件及びＨ物件に係る付着権利が

共同担保であることを容易に認識し得たのであり、原告・Ｒ合意書が作成された時点

において、共同担保であるＨ物件の付着権利も消滅していたことを認識していたはず

である旨主張している。 

（イ）そこで検討するに、ｒ転根抵当権、Ⓐ転根抵当権、Ⓖ転根抵当権、Ⓙ転根抵当権、

Ⓚ転根抵当権及びⓁ転根抵当権仮登記は、いずれもＩ三物件及びＨ物件を共同担保と

するものであるから（前提事実（３）イ（イ）ａ、ｂ、ｄないしｇ）、上記各権利は、

その被担保債権が全額弁済されたならば、Ｉ三物件及びＨ物件のいずれとの関係にお

いても消滅すべきものであるということができる。そして、原告・Ｒ合意書には、「債

権」をその抹消登記手続申請書類一式と引換えに買い受ける旨が記載されていること

から、原告は、原告・Ｒ合意書に基づき、Ｉ三物件及びＨ物件を共同担保とする被担

保債権を取得したのであり、Ｉ物件のみならず、Ｉ③土地及びＨ物件の付着権利につ

いても、その処分権限を有することになったのではないかが問題となる。 

 しかしながら、原告・Ｒ合意書に添付された物件目録には、Ｉ物件のみが記載され

ており（甲１４）、抹消登記手続申請書類を交付すべきものとして列挙された付着権

利についても、いずれもＩ物件を対象とするものであることが明記されている（前提

事実（３）ウ（オ）ａ）。また、Ｒ・Ｐ業務委託契約書及び各Ｒ・Ｘ合意書について

も、原告・Ｒ合意書と同様、Ｉ物件のみを記載した物件目録が添付された上、Ｉ物件

に係る付着権利が列挙されている（甲１８、乙８１、８８）。 

 さらに、前記認定のとおり、①Ⓚが、Ｉ物件に係るⓀ転根抵当権の移転登記手続申

請書類を作成した際、戊のⓀに対する残債務は全額弁済されたとしていたにもかかわ

らず、その後、Ｈ物件についてⓀ競売申立てを行っていること（認定事実オ（ア）、

コ）、②Ｘが、別件Ｉ③土地訴訟及び別件Ｈ訴訟において、戊に対する債権を譲り受

けたとして、補助参加していたこと（認定事実チ（イ））に鑑みれば、Ｉ物件の付着

権利の権利者が、原告・Ｒ合意書に基づき、原告がＨ物件の付着権利についての処分

権限を取得したものと認識していたとも解し難い。 

 以上に加えて、原告は、Ｉ事業を実現させるため、Ｉ物件の付着権利を速やかに除

去しなければならない状況にあり（認定事実イ）、原告がＩ③土地及びＨ物件の付着

権利を整理する必要があったことをうかがわせる事実ないし証拠もないことを併せ

考えれば、原告・Ｒ合意書、Ｒ・Ｐ業務委託契約書及び各Ｒ・Ｘ合意書は、いずれも

Ｉ物件の付着権利を抹消するため、移転登記又は抹消登記手続申請書類を取得するこ

とを目的として作成されたものであると認めることができ（認定事実エ（ア）、セ、

ソ）、同認定を覆すに足りる事実ないし証拠はない。 

 そうである以上、原告・Ｒ合意書によって、Ｈ物件の付着権利が消滅したというこ

とはできないから、これを前提とする被告の前記主張（前記（ア））を採用すること

はできない。 

カ 以上によれば、原告が、Ｉ物件の付着権利の整理に際し、Ｈ物件の付着権利に係る抹消
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登記手続申請書類を取得したということはできず、また、新たに対価を支払わなくても、

Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類の交付を要求することができる立場にあ

ったということもできないから、被告の前記主張（前記ア）に理由はない。 

（５）ア 被告は、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類について、本件振込金員の反対

給付としての対価的意義を認めることはできないなどと主張している。 

イ しかしながら、本件振込金員は、原告がＧに対してＨ物件の付着権利を除去するための

費用として支払った金員を原資として、ＧからＪに対し、Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書に基づき

支払われたものであるところ（認定事実ヌ（イ）、ノ（ア）・（イ））、前記検討のとおり（前

記（４）参照）、原告（Ｇ）が、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得し

又は取得し得る立場にあったということができないことを併せ考えれば、本件振込金員は、

Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類（Ｊが保有しているもの）を取得するため

の対価として支払われたものであると推認することができ、同認定を覆すに足りる事実な

いし証拠はない。 

ウ なお、前記検討のとおり（前記（４）エ（イ））、Ｈ物件の付着権利の権利者に対し、Ｉ

物件の付着権利を整理する際に支払われた金員とは別にＨ物件の付着権利に係る抹消登

記手続申請書類を作成してもらうための対価が支払われたという事実はないところ、Ｇ・

Ｊ債権譲渡契約書における代金額（１億６０００万円）がどのような経過で定められたの

かは明らかでない。しかしながら、①Ⓚが、２億８５００万円を受領した上で、Ｉ物件に

係るⓀ転根抵当権の移転登記手続申請書類として、Ｒが戊のⓀに対する残債務を全て弁済

したこと等を記載した登記原因証明情報を作成していたにもかかわらず、さらに、Ｈ物件

に係るⓀ転根抵当権の抹消登記手続申請書類の対価として、２億４０００万円を受領して

同書類を作成していること（認定事実オ（ア）、カ（オ）、ク（ウ）、ヌ（ウ））、②Ｈ物件

の付着権利の整理は、Ｉ事業土地に対する処分禁止の仮処分がされるという情報を入手し

たことを契機として検討されたものであるところ（認定事実テ（ア）・（イ））、Ｉ事業は、

Ｉ譲渡土地の持分を、２１７億８０００万円で売却するという大型事業であったこと（前

提事実（３）ウ（キ））、③Ｇは、Ｈ譲渡土地建物を１１億７０００万円で取得した上、Ⓦ

に対して１７億４８００万円で転売していること（前提事実（３）エ（カ）・（キ））に鑑

みれば、本件振込金員（１億６０００万円）が、Ｊの保有しているＨ物件の付着権利に係

る抹消登記手続申請書類を取得するための対価として不相当に高額であるということは

できず、その他本件振込金員の対価的意義を疑わせる事情は見当たらない。 

（６）以上によれば、本件振込金員（本件金員）は、Ｈ物件の付着権利に係る抹消登記手続申請書

類の対価として支払われたものであるというべきであり、本件金員が寄附金に該当するという

ことはできない。そして、前記検討のとおり（前記（２））、本件金員は、Ｈ譲渡土地建物を取

得してⓌに売却するための費用であるから、Ｈ譲渡土地建物がⓌに売却された日（前提事実

（３）エ（キ））の属する本件事業年度において、不動産販売原価として、損金に算入される

べきものである。 

５ 争点５（原告が本件金員をＨ譲渡土地建物の不動産販売原価とした行為が、隠ぺい又は仮装に

当たるか否か。）について 

 被告は、本件振込金員（本件金員）の支出が、何らの対価性も認められない金員の交付である

ことを前提として、本件金員をＨ譲渡土地建物の不動産販売原価とした行為が、隠ぺい又は仮装
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に該当する旨主張している。 

 しかしながら、前記４において検討したとおり、本件振込金員（本件金員）は、原告が、Ｈ物

件の付着権利に係る抹消登記手続申請書類を取得するための対価として、Ｇを通じてＪに支払っ

たものであると解されるから、被告の上記主張は、その前提を欠くものといわざるを得ない。な

お、被告は、原告が内容虚偽の書面であるＧ・Ｊ債権譲渡契約書を作成したと主張しているが、

Ｇ・Ｊ債権譲渡契約書が内容虚偽の書面であるということはできず、また、原告がＧ・Ｊ債権譲

渡契約書の作成に関与したことをうかがわせる事実ないし証拠もない。 

 以上によれば、原告が本件金員を不動産販売原価とした行為が隠ぺい又は仮装（通則法６８条

１項）に当たるということはできず、本件全証拠を精査しても、これを認めるに足りる事実ない

し証拠はない。 

６ 本件各処分の適法性等について 

（１）本件法人税更正処分 

 前記１ないし４の検討によれば、①本件受領金は、Ｆ土地の譲渡対価に当たり、本件事業年

度における益金に算入すべき金額に当たるのに対し、②本件金員は、寄附金には当たらず、本

件事業年度における損金として算入すべきものである。これらに基づき、原告の本件事業年度

における法人税に係る所得金額及び納付すべき法人税額を計算した結果は、別表８「本件事業

年度の法人税額の計算（当裁判所の認定）」記載のとおりであり、本件法人税更正処分のうち、

法人税に係る所得金額６５億１６４１万３４５１円、納付すべき税額１９億４７８２万２１０

０円を超える部分は違法である。 

（２）本件法人税賦課決定処分 

ア 重加算税について 

 前記５において検討したとおり、原告が本件金員を不動産販売原価とした行為が隠ぺい又

は仮装（通則法６８条１項）に当たるということはできないから、本件法人税賦課決定処分

のうち重加算税を賦課した部分は違法である。 

イ 過少申告加算税について 

 本件法人税更正処分に伴って課されるべき過少申告加算税の額は、本件法人税更正処分に

基づき新たに納付すべき税額２億４６９６万７５００円から、通則法６５条４項の「正当な

理由があると認められる事実に基づく税額」として、国税通則法施行令２７条の規定に基づ

いて算出された金額であると認められる１７９６万６４００円（別紙８の第２の２（２）参

照）を控除した額２億２９００万円（通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数

金額を切り捨てた額の金額）に対して１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である２

２９０万円となり、本件法人税賦課決定処分における過少申告加算税の額と同額である。よ

って、本件法人税賦課決定処分のうち過少申告加算税を賦課した部分は適法である。 

（３）本件消費税等更正処分等 

 前述のとおり、本件受領金は、Ｆ土地の譲渡対価に当たり、本件事業年度における益金に算

入すべき金額に当たるところ、原告の本件課税期間の消費税等に係る課税標準額、控除対象仕

入税額及び納付すべき税額は、それぞれ別表７記載のとおりであると認められ、本件消費税等

更正処分等について、これを取り消すべき違法事由を認めるに足りる事実ないし証拠はない。 

第５ 結論 

 以上によれば、原告の請求は、主文第１項記載の限度において理由があるから、これを認容す
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ることとし、その余の請求は理由がないからいずれも棄却することとして、主文のとおり判決す

る。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 増田 稔 

   裁判官 村田 一広 

   裁判官 不破 大輔 
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（別紙１） 

代理人等目録 

 

１ 原告訴訟代理人等 

（１）原告訴訟代理人弁護士 

 下村 文彦、伊藤 惠子、植草 美穂、松田 一彦、佐藤 慎、水倉 友理 

（２）原告補佐人税理士 

 小林 栢弘、佐藤 幹雄 

２ 被告指定代理人 

 堤 正明、齋藤 誠密、青木 典一、松丸 憲司、殖栗 健一、佐々木 大介、小西 雄貴 

以上 
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（別紙２） 

物件目録（Ｆ） 

 

１（１）所 在  沖縄県中頭郡●● 

 地 番  ●● 

 地 目  宅地 

 地 積  ４９９９．９０㎡ 

（２）所 在  沖縄県中頭郡●● 

 地 番  ●● 

 地 目  宅地 

 地 積  ２．３４㎡ 

（３）所 在  沖縄県中頭郡●● 

 地 番  ●● 

 地 目  宅地 

 地 積  ２．２１㎡ 

２ 所 在  沖縄県中頭郡●● 

 地 番  ●● 

 地 目  宅地 

 地 積  ４２３５．２５㎡ 

３ 所 在  沖縄県中頭郡●● 

 地 番  ●● 

 地 目  宅地 

 地 積  １６９４５．７６㎡ 

以上 
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（別紙３） 

物件目録（Ｈ） 

 

１ 土地 

（１）別紙５「Ｉ・Ｈ物件」において⑤として太線で囲まれた土地（以下「Ｈ⑤土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｈ丁目 

 地  番   ●●、●● 

        ●● 

 地目・地積  （省略） 

（２）別紙５において⑥として太線で囲まれた土地（以下「Ｈ⑥土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｈ丁目 

 地  番   ●● 

        ●● 

 地目・地積  （省略） 

（３）別紙５において⑦として太線で囲まれた土地（以下「Ｈ⑦土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｈ丁目 

 地  番   ●●、●● 

        ●●、●●、●●、●● 

        ●●、●● 

        ●● 

        ●●、●● 

        ●● 

 地目・地積  （省略） 

（４）別紙５において⑧として太線で囲まれた土地（以下「Ｈ⑧土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｈ丁目 

 地  番   ●●、ⓡ（ただし、持分１０００分の８０７）、 

        ●●、●●、●●、●●、●●、●● 

 地目・地積  （省略） 

（５）別紙５において⑨として太線で囲まれた土地（以下「Ｈ⑨土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｈ丁目 

 地  番   ●● 

 地目・地積  （省略） 

２ 建物（以下、（１）及び（２）の各建物を併せて「Ｈ建物」という。） 

（１）所  在   武蔵野市Ｈ丁目●● 

 家屋番号   ●● 

 種  類   共同住宅 

 構  造   鉄筋コンクリート造陸屋根塔屋付３階建 

 床 面 積   １階 ２８２．９７㎡／２階 ２８２．９７㎡ 

        ３階 ２７４．６７㎡／塔屋 １５．６６㎡ 

（２）（主たる建物の表示） 
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 所  在   武蔵野市Ｈ丁目●● 

 家屋番号   ●● 

 種  類   共同住宅 

 構  造   鉄筋コンクリート造屋階付３階建 

 床 面 積   １階 １９５．７３㎡／２階 ２１９．１７㎡ 

        ３階 ２１９．１７㎡／屋階 １２．７９㎡ 

（附属建物の表示） 

 符  号   １ 

 種  類   物置 

 構  造   鉄筋コンクリート造スレート葺平屋建 

 床 面 積   １４．８７㎡  

以上 
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（別紙４） 

物件目録（Ｉ） 

 

１ 土地 

（１）別紙５「Ｉ・Ｈ物件」において①として太線で囲まれた土地（以下「Ｉ①土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｌ丁目 

 地  番   ●●、●●、●● 

        ●● 

 地目・地積  （省略） 

（２）別紙５において②として太線で囲まれた土地（以下「Ｉ②土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｌ丁目 

 地  番   ●● 

 地目・地積  （省略） 

（３）別紙５において③として太線で囲まれた土地（以下「Ｉ③土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｌ丁目 

 地  番   ●●～●● 

 地目・地積  （省略） 

（４）別紙５において④として太線で囲まれた土地（以下「Ｉ④土地」という。） 

 所  在   武蔵野市Ｌ丁目 

 地  番   ㋐、ⓣ 

 地目・地積  （省略） 

２ 建物（以下、（１）及び（２）の建物を併せて「Ｉ建物」という。） 

（１）所  在   武蔵野市Ｌ丁目●● 

 家屋番号   ●● 

 種類・構造・床面積  （省略） 

（２）所  在   武蔵野市Ｌ丁目●● 

 家屋番号   ●● 

 種類・構造・床面積  （省略） 

以上 
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別紙５ 省略 
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（別紙６） 

関係法令等の定め 

 

第１ 法人税法 ［平成１９年法律第６号による改正前のもの］ 

１ 法人税法２２条（各事業年度の所得の金額の計算） 

（１）１項 

 内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の

額を控除した金額とする。 

（２）２項 

 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、

別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、

無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の

額とする。 

（３）３項 

 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、

別段の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする。 

一 当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額 

二及び三 ［省略］ 

（４）４項 

 第２項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は、一般に公正妥当と認

められる会計処理の基準に従って計算されるものとする。 

（５）５項 ［省略］ 

２ 法人税法３７条（寄附金の損金不算入） 

（１）１項 

 内国法人が各事業年度において支出した寄附金の額（［括弧書き内省略］）の合計額のうち、

その内国法人の当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当該事業年度の所得の金額を基礎

として政令で定めるところにより計算した金額（［括弧書き内省略］）を超える部分の金額は、

当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

（２）２項ないし６項［省略］ 

（３）７項 

 前各項に規定する寄附金の額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いずれの名義をもってする

かを問わず、内国法人が金銭その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無償の供与（広告宣伝

及び見本品の費用その他これらに類する費用並びに交際費、接待費及び福利厚生費とされるべ

きものを除く。次項において同じ。）をした場合における当該金銭の額若しくは金銭以外の資

産のその贈与の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額によるも

のとする。 

（４）８項 

 内国法人が資産の譲渡又は経済的な利益の供与をした場合において、その譲渡又は供与の対

価の額が当該資産のその譲渡の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時におけ

る価額に比して低いときは、当該対価の額と当該価額との差額のうち実質的に贈与又は無償の
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供与をしたと認められる金額は、前項の寄附金の額に含まれるものとする。 

（５）９項ないし１２項 ［省略］ 

第２ 消費税法 ［平成１９年法律第６号による改正前のもの］ 

１ 消費税法２条（定義） 

（１）１項 

 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一ないし七 ［省略］ 

八 資産の譲渡等 事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供

（［括弧書き内省略］）をいう。 

九 課税資産の譲渡等 資産の譲渡等のうち、第６条１項の規定により消費税を課さないこと

とされるもの以外のものをいう。 

十及び十一 ［省略］ 

十二 課税仕入れ 事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又

は役務の提供（［括弧書き内省略］）を受けること（［括弧書き内省略］）をいう。 

十三ないし二十 ［省略］ 

（２）２項ないし４項 ［省略］ 

２ 消費税法５条（納税義務者） 

（１）１項 

 事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等につき、この法律により、消費税を納める

義務がある。 

（２）２項 ［省略］ 

３ 消費税法６条（非課税） 

（１）１項 

 国内において行われる資産の譲渡等のうち、別表第一に掲げるものには、消費税を課さない。 

（２）２項 ［省略］ 

４ 消費税法３０条（仕入れに係る消費税額の控除） 

（１）１項 

 事業者（［括弧書き内省略］）が、国内において行う課税仕入れ又は保税地域から引き取る課

税貨物については、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する課税期間

の第４５条第１項第２号に掲げる課税標準額に対する消費税額（以下この章において「課税標

準額に対する消費税額」という。）から、当該課税期間中に国内において行った課税仕入れに

係る消費税額（当該課税仕入れに係る支払対価の額に１０５分の４を乗じて算出した金額をい

う。以下この章において同じ。）及び当該課税期間における保税地域からの引取りに係る課税

貨物（［括弧書き内省略］）につき課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に相当する

額を除く。次項において同じ。）の合計額を控除する。 

一 国内において課税仕入れを行った場合 当該課税仕入れを行った日 

二及び三 ［省略］ 

（２）２項 

 前項の場合において、同項に規定する課税期間における課税売上高が５億円を超えるとき、

又は当該課税期間における課税売上割合が１００分の９５に満たないときは、同項の規定によ
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り控除する課税仕入れに係る消費税額及び同項に規定する保税地域からの引取りに係る課税

貨物につき課された又は課されるべき消費税額（以下この章において「課税仕入れ等の税額」

という。）の合計額は、同項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める方法により計算した金額とする。 

一 当該課税期間中に国内において行った課税仕入れ及び当該課税期間における前項に規定

する保税地域からの引取りに係る課税貨物につき、課税資産の譲渡等にのみ要するもの、課

税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等（以下この号において「その他の資産の譲渡等」という。）

にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するものに

その区分が明らかにされている場合  イに掲げる金額にロに掲げる金額を加算する方法 

 イ 課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ及び課税貨物に係る課税仕入れ等の税額の

合計額 

 ロ 課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ及び課税貨物

に係る課税仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計算した金額 

二 前号に掲げる場合以外の場合 当該課税期間における課税仕入れ等の税額の合計額に課

税売上割合を乗じて計算する方法 

（３）３項ないし５項 ［省略］ 

（４）６項 

 第１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額とは、課税仕入れの対価の額（対価として

支払い、又は支払うべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益の額と

し、当該課税仕入れに係る資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該課税仕入れに係る役

務を提供する事業者に課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべ

き地方消費税額（これらの税額に係る附帯税の額に相当する額を除く。第９項第１号において

同じ。）に相当する額がある場合には、当該相当する額を含む。）をいい、第１項に規定する保

税地域からの引取りに係る課税貨物とは、保税地域から引き取った一般申告課税貨物又は特例

申告書の提出若しくは特例申告に関する決定に係る課税貨物をいい、第２項に規定する課税期

間における課税売上高とは、当該事業者が当該課税期間中に国内において行った課税資産の譲

渡等の対価の額（第２８条第１項に規定する対価の額をいう。以下この項及び第９項第１号に

おいて同じ。）の合計額のうちに当該事業者が当該課税期間中に国内において行った課税資産

の譲渡等の対価の額の合計額の占める割合として政令で定めるところにより計算した割合を

いう。 

（５）７項ないし１０項 ［省略］ 

第３ 国税通則法（以下「通則法」という。） ［平成１９年法律第６号による改正前のもの］ 

１ 通則法６５条（過少申告加算税） 

（１）１項 

 期限内申告書（［括弧書き内省略］）が提出された場合（［括弧書き内省略］）において、［中

略］更正があったときは、当該納税者に対し、その［中略］更正に基づき第３５条第２項（期

限後申告等による納付）の規定により納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算し

た金額に相当する過少申告加算税を課する。 

（２）２項ないし５項 ［省略］ 

２ 通則法６８条（重加算税） 
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（１）１項 

 ６５条１項（過少申告加算税）の規定に該当する場合（［括弧書き内省略］）において、納税

者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺい

し、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたとき

は、当該納税者に対し、政令で定めるところにより、過少申告加算税の額の計算の基礎となる

べき税額（その税額の計算の基礎となるべき事実で隠ぺいし、又は仮装されていないものに基

づくことが明らかであるものがあるときは、当該隠ぺいし、又は仮装されていない事実に基づ

く税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額）に係る過少申告加算税

に代え、当該基礎となるべき税額に１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重

加算税を課する。 

（２）２項ないし４項 ［省略］ 

第４ 法人税法施行令 ［平成２０年政令第１５６号による改正前のもの］ 

 法人税法施行令１３９条の４（資産に係る控除対象外消費税額等の損金算入） 

１ １項 

 内国法人の当該事業年度（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第３０条第２項（仕入れに

係る消費税額の控除）に規定する課税売上割合に準ずる割合として財務省令で定めるところによ

り計算した割合が１００分の８０以上である事業年度に限る。）において資産に係る控除対象外

消費税額等が生じた場合において、その生じた資産に係る控除対象外消費税額等の合計額につき、

その内国法人が当該事業年度において損金経理をしたときは、当該損金経理をした金額は、当該

事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

２ ２項 

 内国法人の当該事業年度（前項に規定する事業年度を除く。）において生じた資産に係る控除

対象外消費税額等が次に掲げる場合に該当する場合において、その該当する資産に係る控除対象

外消費税額等の合計額につき、その内国法人が当該事業年度において損金経理をしたときは、当

該損金経理をした金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

一 棚卸資産に係るものである場合 

二 ２０万円未満である場合（前号に掲げる場合を除く。） 

３ ３項 

 内国法人の当該事業年度において生じた資産に係る控除対象外消費税額等の合計額（前２項の

規定により損金の額に算入される金額を除く。以下この条において「繰延消費税額等」という。）

につき当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入する金額は、その内国法人が当該繰延

消費税額等につき当該事業年度において損金経理をした金額のうち、当該繰延消費税額等を６０

で除しこれに当該事業年度の月数を乗じて計算した金額の２分の１に相当する金額に達するま

での金額とする。 

４ ４項 ［省略］ 

５ ５項 

 第１項から第３項までに規定する資産に係る控除対象外消費税額等とは、内国法人が消費税法

第１９条第１項（課税期間）に規定する課税期間につき同法第３０条第１項の規定の適用を受け

る場合で、当該課税期間中に行った同法第２条第１項第９号（定義）に規定する課税資産の譲渡

等につき課されるべき消費税の額及び当該消費税の額を課税標準として課されるべき地方消費
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税の額に相当する金額並びに同法第３０条第２項に規定する課税仕入れ等の税額及び当該課税

仕入れ等の税額に係る地方消費税の額に相当する金額をこれらに係る取引の対価と区分する経

理をしたときにおける当該課税仕入れ等の税額及び当該課税仕入れ等の税額に係る地方消費税

の額に相当する金額の合計額のうち、同条第１項の規定による控除をすることができない金額及

び当該控除をすることができない金額に係る地方消費税の額に相当する金額の合計額でそれぞ

れの資産に係るものをいう。 

６ ６項 

 前項に規定する課税仕入れ等の税額に係る地方消費税の額に相当する金額又は控除をするこ

とができない金額に係る地方消費税の額に相当する金額とは、それぞれ地方消費税を税率が１０

０分の１の消費税であると仮定して消費税法の規定の例により計算した場合における同法第３

０条第２項に規定する課税仕入れ等の税額に相当する金額又は同条第１項の規定による控除を

することができない金額に相当する金額をいう。 

７ ７項ないし９項 ［省略］ 

８ １０項 

 第３項、第４項及び第７項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

これを１月とする。 

９ １１項ないし１６項 ［省略］ 

第５ 法人税基本通達 

１ 法人税基本通達２－１－１（棚卸資産の販売による収益の帰属の時期） 

 棚卸資産の販売による収益の額は、その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入

する。 

２ 法人税基本通達２－１－２（棚卸資産の引渡しの日の判定） 

 ２－１－１の場合において、棚卸資産の引渡しの日がいつであるかについては、例えば出荷し

た日、相手方が検収した日、相手方において使用収益ができることとなった日、検針等により販

売数量を確認した日等当該棚卸資産の種類及び性質、その販売に係る契約の内容等に応じその引

渡しの日として合理的であると認められる日のうち法人が継続してその収益計上を行うことと

している日によるものとする。この場合において、当該棚卸資産が土地又は土地の上に存する権

利であり、その引渡しの日がいつであるかが明らかでないときは、次に掲げる日のうちいずれか

早い日にその引渡しがあったものとすることができる。 

① 代金の相当部分（おおむね５０％以上）を収受するに至った日 

② 所有権移転登記の申請（その登記の申請に必要な書類の相手方への交付を含む。）をした日 

３ 法人税基本通達２－１－１４（固定資産の譲渡による収益の帰属の時期） 

 固定資産の譲渡による収益の額は、別に定めるものを除き、その引渡しがあった日の属する事

業年度の益金の額に算入する。ただし、その固定資産が土地、建物その他これに類する資産であ

る場合において、法人が当該固定資産の譲渡に関する契約の効力発生の日の属する事業年度の益

金の額に算入しているときは、これを認める。 

（注）本文の取扱いによる場合において、固定資産の引渡しの日がいつであるかについては、

２－１－２の例による。 

４ 法人税基本通達２－１－１８（固定資産を譲渡担保に供した場合） 

 法人が債務の弁済の担保としてその有する固定資産を譲渡した場合において、その契約書に次
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の全ての事項を明らかにし、自己の固定資産として経理しているときは、その譲渡はなかったも

のとして取り扱う。この場合において、その後その要件のいずれかを欠くに至ったとき又は債務

不履行のためその弁済に充てられたときは、これらの事実の生じたときにおいて譲渡があったも

のとして取り扱う。 

① 当該担保に係る固定資産を当該法人が従来どおり使用収益すること。 

 ② 通常支払うと認められる当該債務に係る利子又はこれに相当する使用料の支払に関する定

めがあること。 

（注）形式上買戻条件付譲渡又は再売買の予約とされているものであっても、上記のような条

件を具備しているものは、譲渡担保に該当する。 

以上 
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別紙７の１及び別紙７の２ 省略 
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（別紙８） 

本件各処分の根拠及び適法性（被告の主張） 

 

第１ 本件法人税更正処分について 

１ 本件法人税更正処分の根拠 

 被告が、本件訴訟において主張する原告の本件事業年度の法人税に係る所得金額及び納付すべ

き税額は、それぞれ別表５「本件事業年度の法人税額の計算（被告の主張）」記載のとおりであ

り、各項目の金額は次に述べるとおりである。 

（１）所得金額（別表５⑪欄） ６６億６８４１万３４５１円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 申告所得金額（別表５①欄） ５６億９３１８万８４６０円 

 上記金額は、本件法人税確定申告書に記載された所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算される金額（別表５⑦欄） ９億８１９９万６５９４円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（オ）の金額の合計額である。 

（ア）売上げに係る利益として益金の額に算入される金額（別表５②欄） 

 ７億７００３万７７５８円 

 上記金額は、①平成１９年５月２２日付けでＦ土地各売買契約書に基づき原告がＥに対

して譲渡したＦ土地の譲渡対価の額１８億５９０４万５０００円からその譲渡した同土

地の原価の額１４億３２３７万９６６７円を差し引いた金額４億２６６６万５３３３円

と、②平成１９年８月９日付けで原告とⓝ株式会社（以下「ⓝ」という。）との間で締結

した不動産売買契約に基づき原告がⓝに対して譲渡した名古屋市に所在する販売用不動

産（以下「ⓐ土地」という。）の譲渡対価の額１９億８０７５万円からその譲渡したⓐ土

地の原価の額１６億３７３７万７５７５円を差し引いた金額３億４３３７万２４２５円

との合計額であり、これらの金額は、Ｆ土地及びⓐ土地とも、契約締結日にＥ及びⓝに対

して引き渡されていることから、本件事業年度の益金の額に算入される金額である。 

（イ）不動産販売原価のうち損金の額に算入されない金額（別表５③欄） １億５２００万円 

 上記金額は、原告が、前事業年度において、Ｇを通じてＪに支払った金額であり、原告

は、同金額を、Ｈ物件に付着した根抵当権等付きの債権及び抹消登記手続申請書類一式の

取得対価の額として、Ｈ譲渡土地建物の不動産販売原価に仮装し、本件事業年度の損金の

額に算入したが、同金額は、前事業年度においてＪに対する寄附金の額として損金の額に

算入されるべき金額であり、本件事業年度の損金の額には算入されない金額である。 

（ウ）益金の額に算入される貸倒引当金繰入限度超過額の戻入額（別表５④欄） 

 ５９８８万８１０１円 

 上記金額は、前事業年度に係る法人税の更正処分において、法人税法（平成１９年法律

第６号による改正前のもの。以下同じ。）５２条２項の規定により、一括評価金銭債権に

係る貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額として損金の額に算入されたものであり、同条

９項の規定により本件事業年度の益金の額に算入されるものである。 

（エ）交際費等の損金不算入額（別表５⑤欄） ７万０６８６円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を減算した金額であり、措置法６１条の４に規

定する交際費等の額に該当することから、同条の規定に基づき損金の額に算入されない金
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額である。 

ａ 交際費等に係る控除対象外消費税額等の合計額 ２１８万１４２５円 

 上記金額は、次の（ａ）の金額から、同金額に（ｂ）の割合を乗じて算出した金額（交

際費等に係る控除対象消費税額等の合計額７８万９３５２円）を減算した金額である。 

（ａ）交際費等に係る仮払消費税等の額の合計額 ２９７万０７７７円 

 上記金額は、原告が交際費等の損金不算入額を算出するために作成した書面（乙１

３６）の「控除対象外消費税の内訳」の「共通・非売対仕入に係る消費税額」の「計」

欄に記載された金額と同額である。 

（ｂ）本件事業年度における「課税売上割合に準ずる割合として財務省令で定めるところ

により計算した割合」について ２６．５７０５５１２２３３％ 

 被告が本件訴訟において主張する法人税法施行令１３９条の４第１項の「課税売上

割合に準ずる割合として財務省令で定めるところにより計算した割合」は、次のⅰの

金額のうちにⅱの金額の占める割合（以下「本件課税売上割合」という。）である（消

費税法３０条６項に規定する課税売上割合〔後記第３の１（３）イ参照〕と同じであ

る。）。 

ⅰ 資産の譲渡等の対価の額の合計額 ４６７億１８６２万１６６０円 

 上記金額は、次の（ⅰ）及び（ⅱ）の金額の合計額である。 

（ⅰ）確定申告における資産の譲渡等の対価の額の合計額 

 ４２８億７８８２万６６６０円 

 上記金額は、本件消費税等確定申告書付表２（乙１３５・２枚目）の⑦欄に

記載された金額と同額である。 

（ⅱ）Ｆ土地及びⓐ土地の譲渡に係る対価の額の合計額 

 ３８億３９７９万５０００円 

 上記金額は、Ｆ土地の譲渡対価１８億５９０４万５０００円及びⓐ土地の譲

渡対価１９億８０７５万円の合計額（甲１の２・３枚目「加算項目１」参照）

であり、資産の譲渡等の対価の額となる金額である。 

ⅱ 課税資産の譲渡等の対価の額の合計額 １２４億１３３９万５２９９円 

 上記金額は、本件消費税等確定申告書付表２（乙１３５・２枚目）の④欄に記載

された金額と同額である。 

ｂ 確定申告における交際費等に係る控除対象外消費税額等の合計額 

 ２１１万０７３９円 

 上記金額は、本件法人税確定申告書別表十五（乙１３４・１７枚目）の「租税公課控

除対象外消」の「差引交際費等の額」欄に記載された金額と同額である。 

（オ）雑収入として益金の額に算入される金額（別表５⑥欄） ４９円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を減算した金額である。 

ａ 雑収入とすべき金額 ７２円 

 上記金額は、次の（ａ）の金額から（ｂ）の金額を控除した金額と（ｃ）の金額との

差額であり、本件事業年度の益金の額に算入すべき金額である。 

（ａ）仮受消費税等の金額 ６億２０６６万９７７５円 

 上記金額は、原告が作成した本件課税期間に係る勘定科目別の消費税集計表（乙１
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３７。以下「本件消費税集計表」という。）５枚目の「Ｂ／Ｓ・Ｐ／Ｌ総合計」の「積

上げ仮受消費税」欄に記載された金額と同額である。 

（ｂ）仮払消費税等の金額（控除対象外消費税額等に相当する金額を除く。） 

 ６億１８６３万６１０３円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）１０枚目の「Ｂ／Ｓ・Ｐ／Ｌ総合計」

の「積上消費税合計」欄に記載された金額７億８３１３万６５９５円に、Ｆ土地及び

ⓐ土地の譲渡原価のうち前払金計上額８７３０万８５００円（甲１の２・３枚目「加

算項目１」参照）に係る仮払消費税等に相当する金額の合計額４３６万５４２５円を

加算し、控除対象外消費税額等の合計額１億６８８６万５９１７円（別表６「控除対

象外消費税額等の計算等（被告の主張）」順号「２５」欄）を減算した金額である。 

（ｃ）納付すべき消費税等の額 ２０３万３６００円 

 上記金額は、本件消費税等更正処分の通知書（甲１の４）１枚目の「更正又は決定

の金額」の「１１」欄に記載された金額１６２万６９００円と「１７」欄に記載され

た金額４０万６７００円の合計額と同額である。 

ｂ 確定申告における雑収入計上額 ２３円 

 上記金額は、仮払消費税等及び仮受消費税等の清算に関して、原告が雑収入に計上し

た金額である（乙１３８・「Ⅱ 消費税仕訳」の「２．税務上」の「雑収入」欄参照）。 

ウ 所得金額から減算される金額（別表５⑩欄） ６７７万１６０３円 

 上記金額は、次の（ア）及び（イ）の金額の合計額である。 

（ア）租税公課として損金の額に算入される金額（別表５⑧欄） ２８６万５９７２円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を減算した金額である。 

ａ 損金の額に算入される控除対象外消費税額等の合計額（別表６順号「２６」欄） 

 １億６２１２万９７０７円 

 上記金額は、次の（ａ）ないし（ｅ）の金額の合計額である。 

（ａ）課税売上げと非課税売上げに共通して要する資産に係る控除対象外消費税額等で棚

卸資産に係るもののうち損金の額に算入される額（別表６順号「１２」欄） 

 ６９９４万７０２４円 

 上記金額は、次のⅰの金額からⅱの金額を減算した金額（７２２８万９４７６円）

のうち、原告が損金経理をした金額（６９９４万７０２４円）に相当する金額である。 

ⅰ 棚卸資産に係る仮払消費税等の額の合計額 ９８４４万７５２７円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）の６枚目の「販売用不動産」、「仕掛

販売用不動産」及び「共同事業出資金」の「共通積上消費税」欄に記載された２３

５０円、７９０２万１７５４円及び１９４２万３４２３円の合計額である。 

ⅱ 棚卸資産に係る控除対象消費税額等 ２６１５万８０５１円 

 上記金額は、上記ⅰの金額に本件課税売上割合を乗じて算出した金額である。 

（ｂ）課税売上げと非課税売上げに共通して要する資産に係る控除対象外消費税額等で２

０万円未満のもののうち損金の額に算入される額（別表６順号「１３」欄） 

 ８４万５９７７円 

 上記金額は、次のⅰの金額からⅱの金額を減算した金額（８７万４３１０円）のう

ち、原告が損金経理をした金額（８４万５９７７円）に相当する金額である。 
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ⅰ ２０万円未満の仮払消費税等の額の合計額 １１９万０６８１円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）６枚目の「建物」、「車両運搬具」及

び「工具器具備品」の「共通積上消費税」欄に記載された５４万２５６０円、２０

万０２６７円及び３８万５９１０円並びに同７枚目の「電話加入権」及び「ソフト

ウェア」の「共通積上消費税」欄に記載された１４４円及び６万１８００円の合計

額である。 

ⅱ ２０万円未満の資産に係る控除対象消費税額等 ３１万６３７１円 

 上記金額は、上記ⅰの金額に本件課税売上割合を乗じて算出した金額である。 

（ｃ）課税売上げと非課税売上げに共通して要する経費に係る控除対象外消費税額等のう

ち損金の額に算入される額（別表６順号「１５」欄） ８８４４万５１６２円 

 上記金額は、次のⅰの金額からⅱの金額を減算した金額である。 

ⅰ 経費に係る仮払消費税等の額の合計額 １億２０４４万９１７０円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）６枚目の「前払広告費」及び「その

他前払費用」の「共通積上消費税」欄に記載された５２８万１６７３円及び１４８

３万３６０９円並びに同７枚目の「株式交付費」及び「社債発行費」の「共通積上

消費税」欄に記載された１３００円及び７６万３８００円並びに同１０枚目の「合

計」の「共通積上消費税」欄に記載された金額９９５６万８７８８円の合計額であ

る。 

ⅱ 経費に係る控除対象消費税額等 ３２００万４００８円 

 上記金額は、上記ⅰの金額に本件課税売上割合を乗じて算出した金額である。 

（ｄ）非課税売上げに要する資産に係る控除対象外消費税額等のうち損金の額に算入され

る額（別表６順号「２０」欄） １万９０４８円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）６枚目の「仕掛販売用不動産」の「非

売対課仕入積上消費税」欄に記載された金額と同額である。 

 なお、Ｆ土地の譲渡原価に係る控除対象外消費税額等１３９万４３００円（同原価

のうち前払金計上額２７８８万６０００円（甲１の２・３枚目「加算項目１」参照）

に係る仮払消費税等に相当する金額）及びⓐ土地の譲渡原価に係る控除対象外消費税

額等２９７万１１２５円（同原価のうち前払金計上額５９４２万２５００円（甲１の

２・３枚目「加算項目１」参照）に係る仮払消費税等に相当する金額）の合計額４３

６万５４２５円は、非課税売上げに要するものであることから、棚卸資産に係る控除

対象外消費税額等となるところ、同金額は損金経理をしていないため、本件事業年度

の損金の額に算入されない。 

（ｅ）非課税売上げに要する経費に係る控除対象外消費税額等のうち損金の額に算入され

る額（別表６順号「２３」欄） ２８７万２４９６円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）１０枚目の「合計」の「非売対課仕入

積上消費税」欄に記載された金額と同額である。 

ｂ 確定申告における損金の額に算入された控除対象外消費税額等の合計額 

 １億５９２６万３７３５円 

 上記金額は、本件消費税集計表（乙１３７）１０枚目の「Ｂ／Ｓ・Ｐ／Ｌ総合計」の

「控除対象外消費税」欄に記載された金額と同額である。 
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 なお、本件法人税確定申告書別表十六（十）（乙１３４・２２枚目）の「１１」欄に

おいて、仮払消費税等の額のうち仮受消費税等の額から控除されない部分の金額（控除

対象外消費税額等）として記載されている書き込み前の金額の１億５９２７万４６１５

円は、仮払消費税等及び仮受消費税等の清算に関して、税務上の修正仕訳を行う前の金

額である（乙１３８・「Ⅱ 消費税仕訳」の「１．会計上」の「租税公課」欄参照）。 

（イ）貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額（別表５⑨欄） ３９０万５６３１円 

 上記金額は、本件法人税確定申告書において貸倒引当金の繰入限度超過額とした９億０

１５０万円と法人税法５２条の規定に基づき再計算して算出された繰入限度超過額８億

９７５９万４３６９円との差額であり、損金の額に算入される金額である。 

（２）所得金額に対する法人税額（別表５⑫欄） ２０億００５２万３９００円 

 上記金額は、上記（１）の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の

端数を切り捨てた後の金額）に法人税法６６条１項に定める税率１００分の３０を乗じて計算

した金額である。 

（３）控除所得税額等（別表５⑬欄） ７１０万１７１１円 

 上記金額は、本件法人税確定申告書に記載された控除所得税額等の金額と同額である。 

（４）納付すべき法人税額（別表５⑭欄） １９億９３４２万２１００円 

 上記金額は、上記（２）の金額から上記（３）の金額を控除した金額（通則法１１９条１項

の規定に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）である。 

（５）確定申告に係る法人税額（別表５⑮欄） １７億００８５万４６００円 

 上記金額は、本件法人税確定申告書に記載された差引所得に対する法人税額と同額である。 

（６）差引納付すべき法人税額（別表５⑯欄） ２億９２５６万７５００円 

 上記金額は、上記（４）の金額から上記（５）の金額を差し引いた金額であり、本件法人税

更正処分により原告が新たに納付すべき法人税額である。 

２ 本件法人税更正処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する本件事業年度の法人税に係る所得金額は、前記１（１）のと

おり６６億６８４１万３４５１円、納付すべき法人税額は、前記１（４）のとおり１９億９３４

２万２１００円であるところ、本件法人税更正処分における本年事業年度の所得金額は６６億６

８４１万３４１８円、納付すべき法人税額は１９億９３４２万２１００円であり、被告が本件訴

訟において主張する所得金額の範囲内であり、納付すべき法人税額と同額であるから、本件法人

税更正処分は適法である。 

第２ 本件法人税賦課決定処分の根拠及び適法性について 

 前記第１のとおり、本件法人税更正処分は適法であるところ、本件法人税更正処分により新た

に納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうち、次の２（２）を除いて、本件法人税更正処

分前における税額の計算の基礎とされていないことについて、通則法６５条４項にいう正当な理

由があるとは認められない。したがって、原告が本件法人税更正処分により新たに納付すべき税

額を基礎として、次のとおり計算して行った本件法人税賦課決定処分はいずれも適法である。 

１ 重加算税 

 前記第１の１（１）イ（イ）で述べたとおり、原告は、前事業年度においてＧを通じてＪに支

払った寄附金に当たる金額（１億５２００万円）をＨ物件に付着した根抵当権等付き債権及び抹

消登記手続申請書類一式の取得の対価の額として、Ｈ物件の不動産販売原価に仮装し、その仮装
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したところに基づき本件法人税確定申告書を提出していたことから、当該仮装に係る税額につき、

通則法６８条１項の規定に基づき、過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額に係る過少

申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相

当する重加算税が課されることとなる。 

 したがって、通則法６８条１項の規定により原告に課される重加算税の額は、上記仮装に係る

税額４５６０万円（１億５２００万円に１００分の３０を乗じた額）に対して１００分の３５の

割合を乗じて算出した金額１５９６万円となる。 

２ 過少申告加算税 

 本件法人税更正処分に伴って課されるべき過少申告加算税の額は、本件法人税更正処分に基づ

き新たに納付すべき税額２億９２５６万７５００円から、次の（１）及び（２）の税額を控除し

た額２億２９００万円（通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた

後の金額）に対して１００分の１０の割合を乗じて算出した金額２２９０万円となる。 

（１）４５６０万円 

 上記１のとおり、過少申告加算税に代えて重加算税が課されることとなる税額 

（２）１７９６万６４００円 

 上記金額は、通則法６５条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」とし

て、国税通則法施行令２７条の規定に基づいて算出された金額である。すなわち、前記第１の

１（１）イ（ウ）の益金の額に算入される貸倒引当金繰入限度超過額の戻入額は、前事業年度

において、貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額として損金に算入されたことに伴い、翌事業

年度である本件事業年度においていわゆる洗替計算による貸倒引当金の益金算入額が過少と

なるためこれを税務計算上否認（いわゆるかえり否認）したものであって、通則法６５条４項

の「正当な理由がある」と認められる。 

第３ 本件消費税等更正処分の根拠及び適法性 

１ 本件消費税等更正処分の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件課税期間の消費税等に係る課税標準額、控除対象

仕入税額及び納付すべき税額はそれぞれ別表７「本件課税期間の消費税等の額の計算（被告の主

張）」のとおりであり、各項目の金額は次に述べるとおりである。 

（１）課税標準額（別表７①欄） １２４億１３３９万５０００円 

 上記金額は、本件消費税等確定申告書に記載された課税標準額と同額である。 

（２）課税標準額に対する消費税額（別表７②欄） ４億９６５３万５８００円 

 上記金額は、本件消費税等確定申告書に記載された課税標準額に対する消費税額と同額であ

る。 

（３）控除税額（別表７③欄） ４億９４９０万８８９６円 

 上記金額は、次のアの金額にイの割合を乗じて算出した金額とウ及びエの金額との合計額で

ある。 

ア 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの（別表

７⑩欄）  １億７６０６万９９４０円 

 上記金額は、課税仕入れ等の税額のうち、課税売上げ（課税資産の譲渡等）と非課税売上

げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する税額の合計額であり、本件消費税等確定申告

書（同付表２⑮欄）に記載された金額と同額である。 
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イ 課税売上割合（別表７⑧欄） ２６．５７０５５１２２３３％ 

 上記割合は、消費税法（平成１９年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）３０条

２項及び同条６項に規定する課税売上割合（課税期間中の課税売上高（国内における課税資

産の譲渡等の対価の額（税抜き）の合計額）／課税期間中の総売上高（国内における資産の

譲渡等の対価の額（税抜き）の合計額）のこと）であり、次の（ア）の金額を（イ）の金額

で除して算出したものである。 

（ア）課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（別表７④欄） １２４億１３３９万５２９９円 

 上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、本件消費

税等確定申告書（同付表２④）に記載された金額と同額である。 

（イ）資産の譲渡等の対価の額の合計額（別表７⑤欄） ４６７億１８６２万１６６０円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、次のａ及びｂ

の金額の合計額である。 

ａ 申告額（別表７⑥欄） ４２８億７８８２万６６６０円 

 上記金額は、本件消費税等確定申告書（同付表２⑦欄）に記載された資産の譲渡等の

対価の額である。 

ｂ 土地売上高（別表７⑦欄） ３８億３９７９万５０００円 

 上記金額は、Ｆ土地及びⓐ土地の譲渡対価の合計額であり、本件課税期間の資産の譲

渡等の対価の額となる金額である。 

ウ 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げにのみ要するもの（別表７⑨欄） 

 ４億４８１１万９４３７円 

 上記金額は、課税仕入れ等の税額のうち、課税売上げ（課税資産の譲渡等）にのみ要する

税額であり、本件消費税確定申告書（同付表２⑭欄）に記載された金額と同額である。 

エ 貸倒れに係る税額（別表７⑪欄） ６７０６円 

 上記金額は、本件消費税確定申告書に記載された貸倒れに係る税額である。 

（４）差引税額（別表７⑫欄）［納付すべき消費税額］ １６２万６９００円 

 上記金額は、上記（２）の金額から、上記（３）の金額を控除した金額（通則法１１９条１

項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

（５）控除不足還付税額（別表７⑬欄） ２５６万２４８７円 

 上記金額は、本件消費税確定申告書に記載された控除不足還付税額と同額である。 

（６）差引納付すべき消費税額（別表７⑭欄） ４１８万９３００円 

 上記金額は、前記（４）の金額と上記（５）の金額を合計した金額（通則法１１９条１項の

規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）であり、本件消費税等更正処分

により原告が新たに納付すべき消費税額である。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額（別表７⑮欄） １６２万６９０４円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同法７２条の８２の規定に基づき、前記（２）

から前記（３）の金額を控除した金額である。 

（８）譲渡割額の納税額（別表７⑯欄）［納付すべき地方消費税額］ ４０万６７００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３に基づき、上記（７）の金額に税率１００分の２５を乗

じて計算した金額（同法２０条の４の２第３項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り

捨てた後の金額）である。 
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（９）譲渡割額の還付額（別表７⑰欄） ６４万０６２１円 

 上記金額は、本件消費税等確定申告書に記載された譲渡割額の還付額と同額である。 

（10）差引納付すべき地方消費税額（別表７⑱欄） １０４万７３００円 

 上記金額は、前記（８）の金額と上記（９）の金額を合計した金額（地方税法２０条の４の

２第３項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）であり、本件消費税

等更正処分により原告が新たに納付すべき地方消費税額である。 

（11）新たに納付すべき消費税等の合計額（別表７⑲欄） ５２３万６６００円 

 上記金額は、前記（６）の金額と上記（10）の金額の合計額であり、本件消費税等更正処分

により原告が新たに納付すべき消費税額と地方消費税額の合計額である。 

２ 本件消費税等更正処分の適法性 

 被告が本訴において主張する原告の本件課税期間の納付すべき消費税及び地方消費税は、前記

１（４）・（11）のとおりであり、本件消費税等更正処分における本件課税期間の納付すべき消費

税額及び地方消費税額といずれも同額であるから、本件消費税等更正処分は適法である。 

第４ 本件消費税等賦課決定処分の根拠及び適法性 

１ 上記第３で述べたとおり、本件消費税等更正処分は適法であるところ、原告が本件消費税等更

正処分により新たに納付すべき消費税等の合計額の計算の基礎となった事実のうち、これらが本

件消費税等更正処分前における税額の基礎とされていなかったことについては、通則法６５条４

項にいう「正当な理由」があるとは認められない。 

 したがって、通則法６５条１項、同条２項、地方税法附則９条の４及び同附則９条の９の規定

により原告に課される過少申告加算税の額は、前記第３の１（11）の新たに納付すべき消費税等

の合計額５２３万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金

額）に１００分の１０の割合を乗じて計算した５２万３０００円と納付すべき消費税等の合計額

５２３万円のうち５０万円を超える部分に相当する税額４７３万円に１００分の５の割合を乗

じて計算した２３万６５００円との合計額７５万９５００円となる。 

２ 被告が本訴において主張する本件消費税等更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額

は、上記１のとおりであり、本件消費税等賦課決定処分における過少申告加算税の金額と同額で

あるから、本件消費税等賦課決定処分は適法である。 

以上 
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（別表１） 

本件法人税更正処分等の経緯 

（単位：円） 

 確定申告 更正の請求 
更正の請求 

に対する通知 

本件法人税 

更正処分等 

本件訴訟における主張

（原告） 

年月日 平成20年5月29日 平成21年6月1日 平成21年7月31日 平成21年7月31日 － 

所得金額 5,693,188,460 4,881,171,930 
更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

6,668,413,418 6,091,041,671 

納付すべき税額 1,700,854,600 1,457,249,500 1,993,422,100 1,820,210,500 

過少申告加算税の額 － － 22,900,000 10,138,000 

重加算税の額 － － 15,960,000 － 
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（別表２） 

本件消費税更正処分等の経緯 

（単位：円） 

 確定申告 本件消費税更正処分等 
本件訴訟における主張 

（原告） 

年月日 平成20年4月30日 平成21年7月31日 － 

課税標準額 12,413,395,000 12,413,395,000 12,413,395,000 

仕入税額控除の額 499,098,287 494,908,896 496,840,934 

納付すべき消費税額 △2,562,487 1,626,900 △311,840 

納付すべき地方消費税額 △640,621 406,700 △77,960 

過少申告加算税の額 － 759,500 － 
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（別表３）  

推進協定変更覚書における負担一覧表 

※ 原価                                                             （税抜） 

 全体分 原告負担分 Ｅ負担分 

既支払額    

 （土地原価） 土地代金 ８億３４０４万５０００円 ０円 ８億３４０４万５０００円 

租税公課 ３８８万５４７２円 ０円 ３８８万５４７２円 

仲介手数料 ２５０２万１３５０円 ０円 ２５０２万１３５０円 

（建物原価） 本件建築費 ２４億２０００万円 ２１億７８００万円 ２億４２００万円 

設計管理料 ８１６８万円 ８１６８万円 ０円 

建築関連費 １２９万２３８１円 １２９万２３８１円 ０円 

小計 ３３億６５９２万４２０３円 ２２億６０９７万２３８１円 １１億０４９５万１８２２円 

未支払額    

 租税公課 ４９５３万０８０５円 ３２３７万８２８７円 １７１５万２５１８円 

合計 ３４億１５４５万５００８円 ２２億９３３５万０６６８円 １１億２２１０万４３４０円 

＊負担金利は、平成２０年１１月末日までの金額 

※ 原価外                                                            （税抜） 

 全体分 原告負担分 Ｅ負担分 

未支払額    

 売却仲介手数料 ５７７５万円 ３７７５万１１７５円 １９９９万８８２５円 

 賃貸募集費 ３３０４万１９６０円 ２１５９万９５２９円 １１４４万２４３１円 

 デューデリ費用 ３００万円 １９６万１１００円 １０３万８９００円 

 負担金利 ５０９３万３０３７円 １５３９万９９３５円 ３５５３万３１０２円 

 業務委託費 ７７００万円 ５０３３万４９００円 ２６６６万５１００円 

合計 ２億２１７２万４９９７円 １億２７０４万６６３９円 ９４６７万８３５８円 

＊上記以外の費用（水道光熱費、原状回復費用、固定資産税、修繕費、損害保険料等）は実費を事業比率で双方負担。 
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（別表４） 

推進協定変更覚書における事業計画 

（税抜） 

 全体分 原告負担分 Ｅ負担分 

想定売上金額 ３８億５０００万円 ２５億１６７４万５０００円 １３億３３２５万５０００円 

原価 ３４億１５４５万５００８円 ２２億９３３５万０６６８円 １１億２２１０万４３４０円 

粗利益 ４億３４５４万４９９２円 ２億２３３９万１８６２円 ２億１１１５万０６６０円 
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（別表５） 

本件事業年度の法人税額の計算（被告の主張） 

（単位：円） 

区分 金額 

所
得
金
額
の
計
算 

申告所得金額 ① 5,693,188,460 

加
算
又
は
減
算
す
べ
き
金
額 

加
算 

売上に係る利益として益金の額に算入される金額 ② 770,037,758 

不動産販売原価のうち損金の額に算入されない金

額 
③ 152,000,000 

前年事業年度で損金の額に算入した貸倒引当金繰

入限度超過額の戻入額の益金算入額 
④ 59,888,101 

交際費等の損金不算入額 ⑤ 70,686 

雑収入として益金の額に算入される金額 ⑥ 49 

加算金額合計（②ないし⑥の合計） ⑦ 981,996,594 

減
算 

租税公課として損金の額に算入される金額 ⑧ 2,865,972 

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度超

過額の過大額 
⑨ 3,905,631 

減算金額合計（⑧及び⑨の合計） ⑩ 6,771,603 

所得金額（①＋⑦－⑩） ⑪ 6,668,413,451 

所得金額に対する法人税額 ⑫ 2,000,523,900 

控除所得税額等 ⑬ 7,101,711 

納付すべき法人税額（⑫－⑬） 

（100円未満の端数切捨て） 
⑭ 1,993,422,100 

既に納付の確定した本税額 ⑮ 1,700,854,600 

差引納付すべき法人税額（⑭－⑮） ⑯ 292,567,500 
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（別表６） 

控除対象外消費税額等の計算等（被告の主張） 

（単位：円） 

 順号 申告額 被告主張額 
  

損金の額に算入

される額 

法人税法上 

の取扱い 

仮払消費税等 1 783,136,595 787,502,020 － － 

 

課税売上げにのみ要するもの 2 560,149,291 560,149,291 － － 

課税売上げに係る貸倒れ(注） 3 8,382 8,382 － － 

課税売上げと非課税売上げに共通 

して要するもの 
4 220,087,378 220,087,378 － － 

 資産に係るもの 5 99,638,208 99,638,208 － － 

  棚卸資産に係るもの 6 98,447,527 98,447,527 － － 

  20万円未満のもの 7 1,190,681 1,190,681 － － 

  上記以外のもの 8 0 0 － － 

 
上記以外のもの 

(経費に係るもの） 
9 120,449,170 120,449,170 － － 

 控除対象外消費税額等 10 156,372,191 161,608,948 － － 

  資産に係るもの 11 70,793,001 73,163,786 － － 

   棚卸資産に係るもの 12 69,947,024 72,289,476 69,947,024 増加額は損金経

理をしていない

ため損金算入不

可 

   20万円未満のもの 13 845,977 874,310 845,977 

   上記以外のもの 14 0 0 0 

  
上記以外のもの 

(経費に係るもの） 
15 85,579,190 88,445,162 88,445,162 

増加額は損金算

入される 

 控除対象消費税額等 16 63,715,187 58,478,430 － － 

非課税売上げにのみ要するもの 17 2,891,544 7,256,969 － － 

 

控除対象外消費税額等 18 2,891,544 7,256,969 － － 

 資産に係るもの 19 19,048 4,384,473 － － 

  棚卸資産に係るもの 20 19,048 4,384,473 19,048 増加額は損金経

理をしていない

ため損金算入不

可 

  20万円未満のもの 21 0 0 0 

  上記以外のもの 22 0 0 0 

 
上記以外のもの 

(経費に係るもの） 
23 2,872,496 2,872,496 2,872,496 

増加額は損金算

入される 

控除対象消費税額等 24 － － － － 

控除対象外消費税額等の合計 

（｢10｣＋｢18｣） 
25 159,263,735 168,865,917 － － 

損金の額に算入される額の合計 

（｢12｣＋｢13｣＋｢15｣＋｢20｣＋｢23｣） 
26 159,263,735 － 162,129,707 － 

 

（注）原告は、貸倒れに係る控除税額（8,382円）を仮払消費税として経理している。 
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（別表７） 

本件課税期間の消費税等の額の計算（被告の主張） 

（単位：円） 

 区分 
金額 

消
費
税 

課税標準額 

（消費税等申告書①欄） 
① 12,413,395,000 

課税標準額に対する消費税額 

（消費税等申告書②欄） 
② 496,535,800 

控除税額 (⑩×⑧)＋⑨＋⑪ ③ 494,908,896 

 課税資産の譲渡等の対価の額 

（消費税等申告書付表２④欄） 
④ 12,413,395,299 

 資産の譲渡等の対価の額 

（⑥＋⑦） 
⑤ 46,718,621,660 

  申告額 

（消費税等申告書付表２⑦欄） 
⑥ 42,878,826,660 

  
土地売上高 ⑦ 3,839,795,000 

 
課税売上割合（④／⑤） ⑧ 26.570551223% 

 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げ 

のみ要するもの 

（消費税等申告書付表２⑭欄） 

⑨ 448,119,437 

 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げ 

及び非課税売上げに共通して要するもの 

（消費税等申告書付表２⑮欄） 

⑩ 176,069,940 

 
貸倒れに係る税額 ⑪ 6,706 

差引税額（②－③） 

（100円未満の端数切捨て） 
⑫ 1,626,900 

既に納付の確定した本税額 

（消費税等申告書⑧欄） 
⑬ △2,562,487 

差引納付すべき消費税額 

（⑫－⑬） 
⑭ 4,189,300 

地
方
消
費
税 

地方消費税の課税標準となる消費税額 

（⑫） 
⑮ 1,626,900 

譲渡割額の納税額（⑮×25％） 

（100円未満の端数切捨て） 
⑯ 406,700 

既に納付の確定した譲渡割額 

（消費税等申告書⑲欄） 
⑰ △640,621 

差引納付すべき譲渡割額（⑯－⑰） ⑱ 1,047,300 

納付すべき消費税等の合計額（⑭＋⑱） ⑲ 5,236,600 
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（別表８） 

本件事業年度の法人税額の計算（当裁判所の認定） 

（単位：円） 

区分 金額 

所
得
金
額
の
計
算 

申告所得金額 ① 5,693,188,460 

加
算
又
は
減
算
す
べ
き
金
額 

加
算 

売上に係る利益として益金の額に算入される金額 ② 770,037,758 

前年事業年度で損金の額に算入した貸倒引当金繰

入限度超過額の戻入額の益金算入額 
③ 59,888,101 

交際費等の損金不算入額 ④ 70,686 

雑収入として益金の額に算入される金額 ⑤ 49 

加算金額合計（②ないし⑤の合計） ⑥ 829,996,594 

減
算 

租税公課として損金の額に算入される金額 ⑦ 2,865,972 

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度超

過額の過大額 
⑧ 3,905,631 

減算金額合計（⑦及び⑧の合計） ⑨ 6,771,603 

所得金額（①＋⑥－⑨） ⑩ 6,516,413,451 

所得金額に対する法人税額 ⑪ 1,954,923,900 

控除所得税額等 ⑫ 7,101,711 

納付すべき法人税額（⑪－⑫） 

（100円未満の端数切捨て） 
⑬ 1,947,822,100 

既に納付の確定した本税額 ⑭ 1,700,854,600 

差引納付すべき法人税額（⑬－⑭） ⑮ 246,967,500 

 


